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港区平和都市宣言 

 

 

かけがえのない美しい地球を守り、世界の恒久平和 

を願う人びとの心は一つであり、いつまでも変わるこ 

とはありません。 

私たちも真の平和を望みながら、文化や伝統を守り、 

生きがいに満ちたまちづくりに努めています。 

このふれあいのある郷土、美しい大地をこれから生 

まれ育つこどもたちに伝えることは私たちの務めです。 

私たちは、我が国が『非核三原則』を堅持すること 

を求めるとともに、ここに広く核兵器の廃絶を訴え、 

心から平和の願いをこめて港区が平和都市であること 

を宣言します。 

 

  昭和６０年８月１５日 

港  区   

 

※本計画で掲載している写真は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前に撮影したものを含んでいます。 



 

 

 港区は、約 26 万人が暮らすとともに、企業や商業施設など都市

機能が集積し、国内外から多くの人が訪れる、活気あふれる都市で

す。また、起伏に富んだ地形に恵まれ、大規模でまとまりのある  

みどりや、古川、運河、お台場の海など多様な水環境を有する自然

の豊かさも魅力の一つです。 

区では、平成 27（2015）年３月に６年間を計画期間とする環境 

基本計画を策定し、平成 30（2018）年２月には計画の中間の見直し

を行い、区の特性を踏まえつつ、良好な環境を将来世代に引き継い

でいくため、様々な環境施策を積極的に展開してまいりました。 

この間、気候変動との関連性が指摘されている自然災害の激甚化やプラスチックごみによる海洋

汚染、脱炭素社会の実現に向けた動きなど、環境施策を取り巻く動向は大きく変化しています。 

また、近年の環境施策においては、ＳＤＧｓの考え方を踏まえつつ、相互に関連する環境・経済・

社会の課題を統合的に解決し、新たな成長につなげていくことが求められています。そのために

は、区民や企業、大学、ＮＰＯ、そして全国各地域の自治体など、多様な主体が力を結集して  

ともに取り組んでいくことが必要です。 

このような状況を踏まえ、区は、環境分野における総合的・横断的な施策を強化し、より効果

的な取組を実施していくため、新たな「環境基本計画」を策定しました。 

本計画は、これまで個別に策定していた「港区地球温暖化対策地域推進計画」、「港区環境率先

実行計画」、「港区生物多様性地域戦略」、そして今回新たに策定する「港区気候変動適応計画」、

「港区環境教育等行動計画」を加えた５計画を全て包含する計画となっています。 

 本計画では、これまで取り組んできた「みなと森と水ネットワーク会議」をはじめ全国連携の

取組の更なる推進に加え、環境施策が持つ福祉、防災、教育など他分野への副次的効果を捉えた、

分野を越えた連携を強化してまいります。また、「みなと環境にやさしい事業者会議（ｍｅｃｃ）」

等の既存の活動組織を生かすとともに、先端技術を有し、環境への取組を進める企業や大学、 

ＮＰＯ等が多く立地する区の特性を生かし、民間が有する知見やノウハウを課題解決につなげ

る協創による取組を展開することで、環境・経済・社会の統合的向上をめざしてまいります。 

区は、多様な暮らしや経済活動が営まれる中でも、歴史ある豊かな自然を大切にしながら、 

誰もが安全に安心して暮らすことができる環境負荷の少ないまちづくりを進めてまいります。

そして、本計画に掲げるめざす環境像「多様な暮らし・活気・自然が調和する 持続可能な都市 

みなと」を実現してまいります。 

最後に、本計画の策定に当たり、港区環境審議会委員の皆さんには熱意あるご審議による答申を

いただくとともに、区民の皆さんから貴重なご意見をいただきました。改めて御礼申し上げます。 

 

 

令和３（2021）年２月 港区長              

はじめに 
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第１章 計画の基本的事項 
 

 

１ 計画策定の背景 

（１）港区を取り巻く様々な変化 

港区では、区の環境に関する取組の基本的な方向性を示す計画として、平成 27（2015）

年度からの６年間を計画期間とする環境基本計画を策定し、平成 30（2018）年２月に中間

の見直しを行い、環境に関する様々な施策を講じてきました。 

この間、港区の環境施策を取り巻く動向は、大きく変化しています。 

 

●大きな広がりを見せる持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）達成に向けた取組 

平成 27（2015）年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030アジ

ェンダ」に記載された令和 12（2030）年までの国際目標であるＳＤＧｓ1)には、エネルギ

ー、持続可能な消費と生産、気候変動への対策、陸や海の生物多様性など、環境分野に関

わる目標が多く含まれています。地方自治体においても目標達成に貢献する取組を進め

ることが求められており、その中でも環境基本計画が果たす役割は非常に大きなものとな

っています。 

 

ＳＤＧｓの 17 の目標（ゴール） 
出典：国際連合広報センターホームページ 

  

 
1）ＳＤＧｓ…持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）の略称。17 のゴール・169 のターゲット

から構成され、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓っている。 
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●深刻な課題となっている気候変動・プラスチックごみによる海洋汚染 

近年、気候変動との関連性が指摘されている水害や風害などの激甚化への対策は喫緊の

課題となっています。また、大量生産・大量消費型の経済・社会システムを背景としたプ

ラスチックごみによる海洋汚染への対応も深刻な課題となっています。さらに、こうした

気候変動や海洋プラスチックなどの問題は、生物多様性の保全と持続可能な利用にも世界

規模で大きな負の影響を及ぼしています。 

これらの環境問題は、区民の暮らしや事業者の活動によるエネルギーや資源の消費の在

り方に原因があります。その影響は健康で安全な暮らしを脅かすことにつながり、一人ひ

とりの区民、それぞれの事業者が原因者であることを自覚し、将来世代にその負荷を残さ

ないという意識を持って、暮らしや事業活動を見直していくことが求められます。 

    

 

 

 

●環境・経済・社会の統合的課題解決を「新たな成長」につなげる動きの活発化 

平成 30（2018）年４月に閣議決定された「第五次環境基本計画」をはじめとする国の施

策では、ＳＤＧｓを背景に、環境・経済・社会の統合的課題解決を図っていく方向性が一

層鮮明に打ち出されるようになっています。具体的には、環境施策を通じて経済・社会シ

ステム、ライフスタイル、技術などあらゆる観点からのイノベーション2)の創出、経済発展

と社会的課題の解決の両立を実現し、将来にわたって質の高い生活をもたらす「新たな成

長」につなげていくことが期待されています。 

このような動きは、令和２（2020）年 10月に国が、2050年までに温室効果ガスの排出実

質ゼロを表明し、経済と環境の好循環を成長戦略の柱に掲げたことで、市場においても一

層活発になっています。持続的な企業価値の向上の観点から、ＳＤＧｓを経営の中に取り

込む動きや、環境（Environment）・社会（Social）・企業統治（Governance）に配慮した経

営を行う企業を重視・選別する「ＥＳＧ投資」が広がりを見せており、事業者による環境

に配慮した取組は大きく進展しています。 

  

 
2）イノベーション…技術革新、刷新のこと。ここでは、技術革新に加え、新しい考え方や仕組みを取り入れて、

新たな価値を生み出し、社会的に大きな変化を起こすことも含めた、広い意味で用いている。 

「令和元年東日本台風」により 
区内で発生した道路冠水の様子 

伊豆諸島における漂着ごみの例 
出典：東京都「東京のポイ捨てが太平洋の海ごみ

になっている」令和元（2019）年 

仮 



 

3 

第
１
章 

計
画
の
基
本
的
事
項 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

第
６
章 

参
考
資
料 

 

●エネルギーや資源の有効利用につながる経済・社会システムの変化と 

新型コロナウイルス感染症への対応 

経済・社会システムの変化を捉え、環境問題の解決を図っていく動きも活発化していま

す。近年広がりを見せる「テレワーク」、「シェアリング・エコノミー3)」といった新しい働

き方や消費スタイルは、情報通信技術を活用して人の移動を減らしたり、物や空間を共有

したりすることで、エネルギーや資源の有効利用につながる側面を持つことが認識されつ

つあり、国では、このような概念を発展させた「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０」と呼ばれる社会の

実現をめざしています。 

さらに、環境施策の展開に当たっては、新型コロナウイルス感染症がもたらした多くの

変化を考慮することも必要となっています。世界的な大流行となった新型コロナウイルス

の影響により、我が国では、令和２（2020）年４月に緊急事態宣言が発出され、これまでに

ない日常生活の行動変容が求められました。「新しい生活様式」の定着を背景として、テレ

ワークをはじめとする柔軟な働き方は更に普及が進み、また、イベントなど多数の人が集

まる事業の在り方の見直しが必要となるなど、環境施策においてもその影響を注視し、適

切に対応していくことが求められています。 

 

●コラム● Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０ 

 Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０は、内閣府の第５期科学技術基本計画において初めて提唱され

た、我が国がめざすべき未来社会の姿です。サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空

間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより社会システム全体を最適化すること

で、エネルギー需要の増加と温室効果ガスの排出削減、食糧需要の増加と食品ロスの削

減など、経済発展と社会課題の解決を両立していく新たな社会とされています。 

 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０における経済発展と社会的課題の解決イメージ 

出典：内閣府ホームページ 

 
3）シェアリング・エコノミー…物や空間をインターネットを介して共有し、有効活用する経済活動のこと。物や

空間等の資源の効率的な活用による天然資源投入量や廃棄物発生量の削減、移動手段や空間の共有等による二

酸化炭素排出量の削減といった環境面の効果も期待されている。 
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（２）区内の動向 

●人口動向と財政状況 

区の人口は、令和元年（2019）年９月に 26 万人を超え、令和２（2020）年１月１日現在

の人口を基にした推計では、令和９（2027）年１月１日には約 30万人に達する見通しでし

たが、新型コロナウイルス感染拡大が社会経済情勢に大きな影響を及ぼす中、令和２（2020）

年度の港区の人口は、各月１日現在の人口が５月から連続して減少を続けるなど、近年見

られない傾向が表れました。 

令和２（2020）年 10月１日現在の人口を基にした推計では、令和３（2021）年度に一定

程度人口が減少した後、毎年５千人～７千人程度の増加が見込まれ、本計画の最終計画年

度である令和８（2026）年度には約 28万５千人となる見通しです。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響による景気悪化に伴い、特別区民税の大幅な減

収など区財政を取り巻く状況は厳しくなる見込みです。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による人口動向への影響を注意深く観察し、計画

に計上した事業等の実施について柔軟に対応するとともに、景気後退による財政状況の変

化も注視し、優先的・重点的に取り組む課題に財源を積極的に配分することにより、港区

らしいきめ細かなサービスを展開することが必要となっています。 

 
港区の将来人口推計 

出典：港区「港区の人口推計」令和２（2020）年 を基に作成 

 

●活発なまちづくり 

東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会を

見据えて進められてきた複数の大規模な開発事業に続

き、令和３（2021）年度以降も、ＪＲ高輪ゲートウェ

イ駅及び品川駅周辺、虎ノ門・麻布台地区などにおい

て、大規模な事業が予定されており、今後も区内の環

境は大きく変化していく可能性があります。  
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●受け継がれる歴史と豊かな自然 

活発なまちづくりによって、新しいビルや集合住宅、それらを取り巻くみどりが創出さ

れる一方で、江戸時代から明治時代にかけてつくられた武家屋敷などに由来する地域ゆか

りのみどりが、赤坂御用地や自然教育園、有栖川宮記念公園、一部の大使館の敷地などに

残されています。また、起伏に富んだ地形を背景に、斜面地にまとまった樹林地（斜面緑

地）が残されています。 

湧水、河川（古川、汐留川）、運河、海からな

る水環境の多様性も、他区にはない港区の大き

な特徴です。 

これらのみどりと水の存在は、都心ながら豊

かな自然環境を形成し、2,000 種を超える生き

ものを育んでいます。 

 

 

 

●区内の環境の現状 

区は、前計画において、居住と都市活動とが調和した、環境負荷の少ない居住環境都市

をつくるとともに、歴史ある多様な自然を保全し、良好な環境を次の世代へ引き継いでい

くこと、国際的に誇れる環境都市をめざしていくこととし、環境施策を推進してきました。 

環境の現状に関しては、大気環境、緑被率等のデータは、近年大きな変動はなく維持さ

れています。区内の環境に対する区民アンケートでは、緑の多さやごみの分別・リサイク

ルの徹底などが引き続き高い評価を得ています。その中で、古川・運河・海の水質に対す

る評価は、大雨時に通常より処理時間の短い簡易処理水が排出されること等による一時的

な水質悪化を背景に、低い状況が続いています。ごみの総排出量については、区民一人当

たりの排出量は減少傾向にあるものの、人口の増加に伴い、総量は緩やかに増加していま

す。 

快適に暮らし、働くことができる環境を実現していくため、大気や水などの環境の維持・

改善や循環型社会の実現に向けた努力が、引き続き求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区民アンケート調査における区内の環境への評価 

有栖川宮記念公園 

1 ごみの分別、リサイクルが徹底している 1 緑が多い
2 緑が多い 2 ごみの分別、リサイクルが徹底している
3 まちなみ（景観）が整っている 3 まちなみ（景観）が整っている
4 下水などの嫌なにおいがない 4 徒歩や自転車で安全・快適に移動できる
5 徒歩や自転車で安全・快適に移動できる 5 ごみやたばこの吸い殻のポイ捨てが少ない

11 空気がきれい 11 空気がきれい

12
省エネルギー化、再生可能エネルギーの
導入が進んでいる

12
省エネルギー化、再生可能エネルギーの
導入が進んでいる

13 環境について学ぶ機会が充実している 13 環境について学ぶ機会が充実している
14 環境保全活動に参加する機会が充実している 14 環境保全活動に参加する機会が充実している

15 川や運河、海の水がきれい 15 川や運河、海の水がきれい

上位
５項目

平成25年度調査 令和元年度調査

下位
５項目
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●引き続き重要な環境負荷低減に向けた取組と様々な主体の協働 

区の環境施策の面では、東日本大震災以降に特に課題となった省エネルギーや再生可能

エネルギー4)の有効活用、国産木材の活用による森林整備をはじめとする地球温暖化対策、

広域的な大気汚染問題であるＰＭ2.5（微小粒子状物質）5)、放射性物質への対策、独自の

環境アセスメント6)制度の運用など、安全・安心に暮らせる地域環境の形成に向けた取組な

どを進めてきました。中でも、「港区民間建築物低炭素化促進制度」、「みなとモデル二酸化

炭素固定認証制度」、「港区ビル風対策要綱」の運用や「駐車場地域ルール」の策定など、事

業者による環境負荷の低減、環境保全活動の促進につながる先進的な施策を展開してきま

した。 

さらに、区民、事業者、地域の団体等、様々な主体が連携・協働する環境保全活動を進め

る中で、「みなとタバコルール」の推進、「生物多様性みなとネットワーク」の設置・運営な

どの取組も拡大しています。ごみの発生抑制と資源の循環利用では、プラスチックの回収・

資源化、食品ロスの削減の啓発など、区民や事業者と協働した取組を実施しています。 

今後も活発なまちづくりを背景に、区内の人口、事業所の増加が見込まれる中で、環境

への負荷を低減し、持続可能な社会をめざしていくため、区が、環境に関する課題の解決

に率先的に取り組むとともに、効果的な支援策や普及・啓発により区民、事業者の行動を

促し、様々な主体の協働のもと、環境施策を推進していくことが必要です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 
4）再生可能エネルギー…太陽光や風力、水力、地熱、太陽熱など、エネルギー源として枯渇せず繰り返し使え、発電

時や熱利用時に地球温暖化の原因となる二酸化炭素をほとんど排出しないエネルギー 
5）ＰＭ2.5（微小粒子状物質）…大気中の粒子状物質のうち、粒径 2.5μｍ以下のもの。肺の奥深くまで入りやす

く、呼吸器系等への影響が懸念されている。 
6）環境アセスメント…開発事業等が環境に与える影響を予測・評価し、その内容について、住民や関係自治体な

どの意見を聴くとともに専門的立場からその内容を審査することにより、事業実施に際して環境配慮がなされ

るようにするための一連の手続 

協定木材を使用したみなとパーク芝浦 生物多様性みなとネットワーク会員の協力を 

得て実施した「学校プールのヤゴ救出観察会」 
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（３）策定の視点 

●環境・経済・社会の統合的課題解決に取り組む観点から 

より総合性の高い新たな環境基本計画を策定 

新たな環境基本計画の策定に当たっては、ＳＤＧｓの達成に向けて環境・経済・社会の

統合的課題解決に取り組む観点から、関連する環境施策を総合化し、計画的に推進するこ

とが求められます。すなわち、これまで個別計画として策定してきた「港区地球温暖化対

策地域推進計画」、「港区環境率先実行計画」、「港区生物多様性地域戦略」に加えて、「気候

変動適応法」に基づく地域気候変動適応計画、「環境教育等による環境保全の取組の促進に

関する法律」に基づく行動計画も新たに位置付けた総合的な計画とすることで、環境分野

における総合的・横断的な施策を強化していきます。 

 

●持続可能な社会の実現に向けて 

その上で、前計画の成果と課題、港区を取り巻く状況の変化や社会的な動向などを踏ま

えながら、時代に即した環境施策を講じていくため、次の視点に立って計画を策定しまし

た。 

 

<策定の視点＞ 

①国際社会が一丸となって取り組む持続可能な社会の実現に貢献する 

②気候変動をはじめとする環境問題に迅速かつ的確に対応し、健康的に暮らし、

働くことができる安全・安心なまちをつくる 

③様々なイノベーションや新型コロナウイルス感染症を契機とした経済・社会 

システムの変化を取り入れながら、脱炭素化、資源循環、生活環境の改善を  

推し進める 

④都心の豊かな自然を大切にし、快適に暮らせるまちをつくる 

⑤多様な主体との協働により環境に関する課題の解決を図る 
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２ 計画の位置付け等 

（１）計画の位置付け 

港区環境基本計画は、区の総合計画である「港区基本計画」の基本政策の実現を図るため

の環境分野の計画であり、「港区まちづくりマスタープラン」、「港区緑と水の総合計画」な

どの関連する計画との整合を図りつつ、環境関連計画の総合的な計画として、区の環境に関

する取組の基本的な方向性を示すものです。 

また、本計画には、環境分野の個別計画のうち、地球温暖化対策に関わる「港区地球温暖

化対策地域推進計画」、「港区環境率先実行計画」、「港区気候変動適応計画」と、「港区生物

多様性地域戦略」、「港区環境教育等行動計画」を含みます。 

さらに、区、区民及び事業者が、めざす環境像の実現に向けて積極的に行動していくこと

ができるよう、「港区環境基本条例」第８条に基づく「港区環境行動指針」についても、本

計画の中に位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の位置付け 

  

港区環境基本計画 
計画期間：令和３年度～令和８年度（６年間） 

港区環境行動指針 

包
含
す
る
個
別
計
画 

関連する 

個別計画 

港
区
緑
と
水
の
総
合
計
画 

【国】 

環境基本計画 

【都】 

東京都 

環境基本計画 

港区基本計画 
計画期間：令和３年度～令和８年度（６年間） 

港区環境基本条例 

（平成10年４月施行） 

港
区
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画 

港
区
気
候
変
動
適
応
計
画 

港
区
環
境
教
育
等
行
動
計
画 

港
区
生
物
多
様
性
地
域
戦
略 

港区基本構想 

港
区
地
球
温
暖
化
対
策
地
域
推
進
計
画 

港
区
一
般
廃
棄
物
処
理
基
本
計
画 

港区まちづくり 

マスタープラン 

港
区
環
境
率
先
実
行
計
画 

地球環境 
循環型 
社会 

生活環境 自然環境 
環境保全 

活動 
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個別計画の位置付け 

本計画に包含する各個別計画の位置付けは、以下のとおりです。 

なお、個別計画に関連する現状と課題の分析、取組ごとの事業予定又は取組の概要等の詳

細は、「港区環境基本計画（別冊）」にまとめています。 

 

 

港区地球温暖化対策 

地域推進計画 

区内で排出される温室効果ガスのうち、最も多くを占める

二酸化炭素を削減する施策を講じるために策定するもので

す。「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」

という。）第 19条第２項に基づき、市町村が策定・実施する

よう努めるものとされている「温室効果ガスの排出の抑制等

のための総合的かつ計画的な施策」に該当します。 

  

港区環境率先実行計画 

区が事業者として温室効果ガス（二酸化炭素）を削減す

るため、「港区環境基本条例」に基づく環境行動指針に定め

る区がとるべき行動やその他の区の事務事業に係る環境行

動を率先して実行するために策定するものです。 

温対法第 21条に基づき、都道府県及び市町村に策定が義

務付けられている、温室効果ガス排出量の削減のための措

置に該当します。 

  

港区気候変動適応計画※ 

「気候変動適応法」第 12条に基づき、市町村が策定する

よう努めるものとされている「地域気候変動適応計画」に

該当します。 

  

港区生物多様性地域戦略 

「生物多様性基本法」第 13条に基づき、都道府県及び市

町村が定めるよう努めなければならないとされている「生

物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する基本的な計

画」（生物多様性地域戦略）に該当します。 

  

港区環境教育等行動計画※ 

「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法

律」（以下「環境教育等促進法」という。）第８条に基づき、

市町村が作成するよう努めるものとされている「環境保全

活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組

の推進に関する行動計画」に該当します。 

 

※新たに策定し、位置付けた個別計画 
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（２）対象とする範囲 

本計画では、環境施策を次の５つの分野で捉え、施策を講じていきます。 

 

地球環境 
温室効果ガスの排出抑制（地球温暖化の緩和策）、気候変動との関連性

が指摘されている様々な影響への対策（地球温暖化への適応策） 

循環型社会 
３Ｒ（リデュース（ごみの発生抑制）、リユース（再使用）、リサイク

ル（再生利用））の推進 

生活環境 
大気汚染等の公害の防止、開発が環境に与える影響への対策、環境美

化に関する取組 

自然環境 
古川、運河、お台場の海の水質改善及び水辺空間と水循環系の保全・

再生に関する取組、多様な緑の保全と創出、生物多様性に関する取組 

環境保全活動 
区民、事業者等の環境保全に関する活動の促進、そのための環境教育、

環境学習等の推進 

 

 

（３）計画期間 

本計画の計画期間は、令和３（2021）年度から令和８（2026）年度までの６年間を計画年

度として策定します。 

また、中間年度（令和５（2023）年度）に見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

中間見直し 
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第２章 めざす環境像と基本目標 
 

 

１ めざす環境像 

 

 

 

 

 

 

 

港区は、約 26万人が暮らす居住都市であると同時に、多くの人が国内外から訪れ、働く活

気に満ちた国際色豊かな都市です。また、江戸から明治、大正時代にかけて形づくられたま

ちの面影を随所に感じることができる歴史あるまちであり、起伏に富んだ地形の上に斜面緑

地や社寺林・庭園などの歴史的なみどりと、湧水、古川、運河、そしてお台場の海という多様

な水環境が存在する、豊かな自然環境を有するまちでもあります。 

「港区環境基本条例」の前文では、このような港区の特性を踏まえつつ、良好な環境を将

来の世代に引き継いでいくため、全ての人々が日常の生活や事業活動の中で、自らの行動を

考え環境にやさしい行動をとることを求めるとともに、環境への負荷の少ない居住と都市活

動とが調和した居住環境都市をつくりあげていくことを理念に掲げています。 

令和３（2021）年度を初年度とする新たな「港区基本計画」では、環境分野に関する将来像

として、「あらゆる危機に強く、誰もが安全に安心して暮らすことができ、環境負荷の少ない

持続可能なまち」を掲げており、気候変動による影響等に対する備えを強化し、持続可能な

まちづくりを進めていくという方向性が示されています。 

これらの特性と背景を踏まえ、港区で営まれる多様な暮らしと社会経済活動、まちの特徴

である歴史の積み重ねと豊かな自然など、様々な要素が調和し、未来に向けて全ての人々が

安全に安心して暮らし、活動できる持続可能な都市を築いていくことをめざし、新たな港区

環境基本計画においては、「多様な暮らし・活気・自然が調和する 持続可能な都市 みなと」

をめざす環境像とします。 

  

多様な暮らし・活気・自然が調和する 

持続可能な都市 みなと 
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２ 基本目標 

めざす環境像の実現に向け、本計画が対象とする範囲に示した分野に対応した５つの基本

目標を定め、施策・取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

多様な 

暮らし・活気・自然が 

調和する 

持続可能な都市 みなと 

多様な

暮らし・活気・自然が暮らし・活気・自然が

調和する調和する

持続可能な都市持続可能な都市 みなとみなと

ごみを減らして 

資源が循環する 

まち 

 

基本目標２ 

環境保全に 

取り組む人がつながり 

行動を広げるまち 

 

基本目標５ 

基本目標１ 

脱炭素社会の実現と 

気候変動への適応による 

安全・安心なまち 

 

水と緑のうるおいと生物

多様性の恵みを 

大切にするまち 
 

 

基本目標４ 

健康で快適に 

暮らせるまち 

 
 

 

基本目標３ 
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 気候危機とも呼べる気候変動を強く認識し、直面している気候危機に立ち向かう行

動を区民、事業者をはじめ、国や東京都とも連携して進め、2050 年までに区内の温室

効果ガスの排出実質ゼロを達成し、「脱炭素社会」の実現に貢献するとともに、更なる

激甚化等が予想されている気候変動による影響への適応を進め、安全に安心して快適

に暮らし働くことのできるまちの実現をめざします。 

 

 

 

 大量生産・大量消費型の経済社会活動は、大量廃棄型の社会を形成し、様々な環境

問題を引き起こしています。区民・事業者自身が「ごみの排出者」としてこれらの問題

の原因をつくっているという認識を共有し、ごみを減らす、排出ルールを守るという

責任ある行動を促していくことで、ごみを減らして資源が循環するまちの実現をめざ

します。 

 

 

 

 大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、土壌汚染、地盤沈下、有害化学物質への対

策を適切に行うとともに、開発事業等のまちづくりにおける周辺の生活環境への配慮

を促すこと、区民・事業者等と協働して地域の環境美化活動に取り組むことで、誰も

が健康で快適に暮らせるまちの実現をめざします。 

 

 

 

 2,000 種以上もの多様な生きものがすむ大小様々な緑と水辺をつなぐエコロジカル

ネットワークを形成しながら、住む人、働く人、訪れる人、生きものがともに快適に過

ごすことのできる、水と緑のうるおいと生物多様性の恵みを大切にするまちの実現を

めざします。 

 

 

 

現在生じている様々な環境問題による負荷を次世代に残すことなく、良好な環境を

引き継いでいくため、環境教育・環境学習を通じて一人ひとりの意識を高め、環境保

全に取り組む人がつながり行動を広げるまちの実現をめざします。 

 

 

脱炭素社会の実現と気候変動への適応による安全・安心なまち 基本目標１ 

ごみを減らして資源が循環するまち 基本目標２ 

環境保全に取り組む人がつながり行動を広げるまち 基本目標５ 

水と緑のうるおいと生物多様性の恵みを大切にするまち 基本目標４ 

健康で快適に暮らせるまち 基本目標３ 
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本項の構成 

２ 施策 

  

 

 本項は、基本目標ごとに次の内容により構成しています。 

 

現状と課題 

各分野の環境に関するデータや区の取組、区民・事業者の意識などの現状と、これ

らを踏まえた課題を示します。 

 

施策・取組の方向性 

 現状と課題を踏まえ、今後区が取り組む施

策を示すとともに、これらの施策とＳＤＧｓ

との関わりについて説明します。 

 ＳＤＧｓのゴールについては、「港区環境

基本計画（別冊）」の「参考資料４ 本計画の

施策に関連するＳＤＧｓのゴール」に説明を

記載しています。 

 

個別計画の目標・施策の目標 

 計画期間における施策の目標を示します。 

 施策が個別計画を兼ねる場合は、個別計画

として掲げる目標等をあわせて記載してい

ます。 

 

 

施策 

 施策の概要とＳＤＧｓとの関わり、具体的

な取組の内容を示します。 

 なお、本計画からの新たな取組には 

の表記を、前計画から取組を拡大、充

実したものには   の表記をしています。 

 

 

 

※「港区環境基本計画（別冊）」の参照ページについて 

「港区環境基本計画（別冊）」により詳細な説

明や関連する情報が掲載されている箇所には、

参照先の項目、ページ番号を付記しています。 

新規 

拡充 

➡別冊Ⅰ－１－（４）区内の温室効果ガス

の排出状況（別冊 p.７～19） 

記載例 
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基本目標１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

①都内で二酸化炭素排出量が最も多い港区 

区内の温室効果ガス（二酸化炭素）排出量は、

直近の平成 29（2017）年度において 379.3 万

t-CO2/年です。平成 23（2011）年に発生した

東日本大震災以降の省エネルギー化の取組等

を背景に、平成 24（2012）年度以降減少傾向

にありますが、依然として都内で最も多く、23

区の排出量の約１割を占めています。 

深刻化する地球温暖化とこれに伴う気候変

動による影響を背景に、国や東京都をはじめ

とした多くの自治体が2050年までに温室効果

ガスの排出が実質ゼロとなる脱炭素社会の実

現をめざすことを明らかにしています。 

その中でも、東京都は、令和３（2021）年１

月に、令和 12（2030）年までに温室効果ガス

を平成 12（2000）年比▲50％に向け行動して

いくことを表明しました。 

区は、2050年までに区内の温室効果ガス（二

酸化炭素）の排出実質ゼロを可能な限り早く

達成し、脱炭素社会の実現に貢献するため、二

酸化炭素排出量の削減を一層加速させていく

必要があります。 

 

  

428.1

389.7 381.6 396.6

435.8 432.4
418.6

396.6380.7
379.3

0

100

200

300

400

500

600

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（年度）

（万t-CO2/年）

廃棄物部門
産業部門 民生家庭部門
運輸部門

民生業務部門

「脱炭素社会」の実現に貢献するため、区内の温室効果ガス削減を

一層加速させ、2050 年までに温室効果ガスの排出実質ゼロを達成す

ることが不可欠 

気候変動による様々な影響が懸念されており、区民が安全に安心し

て快適に暮らせるまちをつくる適応策を進めることが急務 

基本目標１ 

脱炭素社会の実現と気候変動への

適応による安全・安心なまち 

区内の二酸化炭素排出量の推移 

➡別冊Ⅰ－１－（４）区内の温室効果ガス

の排出状況（別冊 p.７～19） 

脱炭素社会の実現への貢献のためには、区内の二酸化炭素排出量の削減を

一層加速させていくことが必要 

都内に占める区内の二酸化炭素排出量の割合 

平成 29（2017）年度実績 
出典：オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・  

温暖化防止プロジェクト」関係資料を基に作成 

港区

６% 

港区除く22区

67% 

島しょ地域

合計 ３% 

多摩地域

合計 24% 
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②区内の二酸化炭素排出量の７割は、民生業務部門からの排出 

区内の二酸化炭素排出量の約７割は、事業

所（オフィスビル、ホテル等）からなる民生業

務部門の排出が占めています。 

民生業務部門における事業所の延床面積は、

増加傾向にあるものの、環境性能の向上や省

エネルギー化の取組などにより、排出量は平

成 24（2012）年度以降、減少傾向にあります。 

一方で、住宅からなる民生家庭部門の排出

量は、区内の人口増加を背景に増加傾向にあ

ります。 

二酸化炭素排出量の更なる削減のためには、

排出量が最も多い民生業務部門と、排出量が増

加傾向にある民生家庭部門への対策が必要です。 

 

 

 

 

 

③区民・事業者の模範となるべく対策に取り組んできた区有施設 

 
区役所をはじめとする区有施設では、「港区

環境率先実行計画」に基づき、職員等による省

エネルギーの取組の徹底、施設・設備の適正管

理及び省エネルギー化の推進等に取り組んで

きました。その結果、区有施設の面積当たりの

二酸化炭素排出量は減少しています。 

しかし、区内人口の増加等により多様化す

る行政需要に対応するため、区有施設の新築・

増改築や開館日・時間の延長などを実施した

ことにより、エネルギー消費量の総量は平成

28（2016）年度から平成 30（2018）年度にか

けて増加し、その後横ばいとなっています。 

このため、これまで進めてきたハード・ソ

フトの各対策を強化・見直していくとともに、

最新の知見を活用した対策を検討していくこ

とが必要です。 

 

 

  

二酸化炭素排出量の更なる削減のためには、区民・事業者が、ライフスタ

イル・ビジネススタイルを不断の努力で変えていくと同時に、建物、まち

そのものを脱炭素型へと変えていくことが必要 

産業部門

3%
民生家庭部門

13%

民生業務部門

69%

運輸部門

13%

廃棄物部門

2%

平成 29（2017）年度の 

二酸化炭素排出量の部門別割合 
出典：オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・

温暖化防止プロジェクト」関係資料を基に作成 

人口の増加等により多様化する行政需要に対応しつつ、最新の知見を取り

入れながら、二酸化炭素排出量削減の取組を一層強化していくことが必要 

＜区有施設で実施した主な取組＞ 

・区有施設の照明のＬＥＤ化 

・環境に配慮した電力調達 

・全国連携による再生可能エネルギーの調達 

・設備機器の運用改善に向けたエネルギー

管理士等の専門家の派遣 

・「港区区有施設環境配慮ガイドライン」の

改定による新築・増改築・改修時の施設の

省エネルギー化の強化       等 

区有施設のエネルギー消費量及び 

面積当たりの二酸化炭素排出量の推移 

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H28 H29 H30 Ｒ元

(ｔ-ＣＯ２/㎡）（kL/年）

（年度）

区有施設のエネルギー消費量(kL/年)
面積当たりの二酸化炭素排出量(t-CO2/㎡）

➡別冊Ⅰ－２－（２）これまでの取組と実績（別冊 p.35～36） 

別冊Ⅰ－２－（３）区有施設の温室効果ガスの排出状況（別冊 p.37～38） 

➡別冊Ⅰ－１－（４）区内の温室効果ガス

の排出状況（別冊 p.７～19） 
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④広域的なネットワークに支えられている港区の地球温暖化対策 

港区は、「みなとモデル二酸化炭素固定認証

制度」による協定自治体の木材利用を通じた

区域外の二酸化炭素吸収源対策と地域経済の

活性化への寄与をはじめ、広域的なネットワ

ークを生かした地球温暖化対策に早くから取

り組んできた実績があります。 

前計画では、区外で発電された再生可能エネ

ルギーの活用促進に新たに取り組み、広域的な

ネットワークの取組を更に前進させました。 

ＳＤＧｓへの貢献とともに、区内の対策だけでは削減しきれない二酸化炭素排出量を区

域外における削減対策への貢献によって相殺（オフセット）するといった視点からも、広

域的な連携のネットワークを活用した対策を一層進めていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

⑤地球温暖化に加え、都市特有の熱環境問題であるヒートアイランド現象 

も顕著 

港区では、地球温暖化に加え、周辺地域より

気温が更に上昇する都市特有の熱環境問題で

あるヒートアイランド現象が顕著です。区内

の南東部や中北部のように、商業・業務用途の

土地利用でオフィスビル等が集積した地域に

おいては、空調機等から排出される人工排熱

や日射による熱の蓄積が多いアスファルト等

の人工被覆物の影響で気温が高くなりやすい

状態にあると考えられています。 

この現象は、夏季の屋外における暑熱環境

の悪化、熱帯夜の増加など、区民生活に多大な

影響を及ぼしており、ヒートアイランド現象

への対策に取り組んでいく必要があります。 

 

 

  

港区が培ってきた広域的な連携のネットワークを活用し、双方の地域に

とってプラスになる対策を進めることも重要 

協定自治体の森林 

オフィスビル等の空調機器等から排出される人工排熱などによるヒート

アイランド現象への対策に取り組んでいくことが必要 

８月の日平均最高気温（平成 29（2017）年） 
出典：港区「港区における夏期ヒートアイランドの特性に

関する調査結果」平成 30（2018）年３月 

 

➡別冊Ⅰ－３－（２）気候変動による影響及びヒートアイランド現象（別冊 p.43～45） 
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⑥気候変動、気温上昇が続けば、自然災害の激甚

化、疾病リスクの増大などの危険性は更に増大 

このまま地球温暖化が進めば、これに伴う気候変動との関連が指摘されている水害・土

砂災害等をはじめとする自然災害の激甚化や食糧危機、熱中症・感染症等の疾病リスクの

増大などの危機は更に深刻なものになると懸念されます。 

温室効果ガス排出量を削減する「緩和策」と同時に、既に発生している気候変動による被

害を回避・軽減し、将来予測される被害に備える「適応策」を進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後懸念される気候変動等による区内への影響の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緩和策と適応策 
出典：気候変動適応情報プラットフォームホームページ 

  
自然災害のリスク軽減、区民の安全・安心を確保する対策を進め、気候

変動に適応した強靭なまちづくりを進めることが必要 

予測される気候変動の例 

気温上昇 

猛暑日、真夏日等の

増加 

⚫ 熱中症リスクの増大 

豪雨の増加 ⚫ 都市型水害のリスクの増大 

⚫ 土砂災害のリスクの増大 

区内への影響例 

⚫ 南方に生息していた毒性を持

つ外来生物や感染症媒介生物

の侵入、定着、発生数の増加 

⚫ 上記に伴う疾病リスクの増大 

海面水位の上昇 

強い台風の増加 

⚫ 高潮のリスクの増大 

 

温室効果ガス

の更なる増加

による 

地球温暖化の

進行 

夏季の最高気温の上昇 

冬季の平均気温の上昇 

➡別冊Ⅰ－３－（２） 

気候変動による影響及びヒート

アイランド現象（別冊 p.43～45） 

人間社会や自然の生態系が危機に陥らないために

は、実効性の高い温室効果ガス排出削減の取組を

行っていく必要があります。温室効果ガスの排出

抑制に向けた努力が必要です。 

緩和を実施しても気候変動の影響が避けられな

い場合、その影響に対処し、被害を回避・軽減

していくことが必要です。 
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施策・取組の方向性 

 現状と課題を踏まえ、以下の施策を推進します。 

 施策１～３は「港区地球温暖化対策地域推進計画」及び「港区環境率先実行計画」、施策

４は「港区気候変動適応計画」として位置付けるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１～３による二酸化炭素排出削減目標については、脱炭素社会に向けた国、東京都の

動向などを踏まえ、次のとおり、基準年度、目標年度（年）を設定しました。 

○2013 年度：温室効果ガスの排出実質ゼロをめざす際の国が推奨する基準年度（本計画の

基準年度） 

○2026 年度：本計画の計画期間最終年度（本計画の削減目標年度） 

○2030 年度：温室効果ガスの排出実質ゼロをめざす際の国が推奨する中期の目標年度（本

計画の中期の削減目標年度） 

○2050 年 ：温室効果ガスの排出実質ゼロをめざす国の目標年（本計画における温室効果

ガスの排出実質ゼロとする最終年） 

 

 

 

 

 

 

◆関連するＳＤＧｓのゴール 

区民・事業者との協働で地球温暖化の緩和策と適応策に取り組むことで、次のゴールの

達成に貢献していきます。 

 

 

 

 
  

脱炭素まちづくりの推進 施策１ 

基本目標１ 

脱炭素社会の実現と 

気候変動への適応による 

安全・安心なまち 

港区地球温暖化対策地域推進計画 

港区環境率先実行計画 

気候変動に適応したまちづくりの推進 施策４ 

港区気候変動適応計画 

広域的な連携による地球温暖化対策の推進 施策２ 

ビジネス・ライフスタイルの改革 施策３ 

削減してもなお残る温室効果ガス（二酸化炭素）排出量を、森林等の吸収などにより相殺

し、排出を実質「ゼロ」にすることをいいます。 

温室効果ガス（二酸化炭素）の「排出実質ゼロ」とは 
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港区地球温暖化対策地域推進計画の目標 

 

 

 

 

 

  

 

 

区は、2050年までに区内の二酸化炭素排出実質ゼロ（ゼロエミッション）を実現するために、

区内の二酸化炭素排出量の更なる削減に取り組みます。 

そのため、これまでの取組による排出量の削減実績及び将来予測を踏まえ、区内の令和８

（2026）年度の二酸化炭素排出量を平成 25（2013）年度比▲31％（296.4t-CO2/年）の

水準とすることを目標とします。 

中期の目標としては、令和 12（2030）年度の二酸化炭素排出量を平成 25（2013）年度比 ▲

40％（259.4 万 t-CO2/年）の水準とすることをめざします。 

区民、事業者と区が協働して、二酸化炭素排出量削減に取り組み、可能な限り早く排出実

質ゼロを達成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
区内の二酸化炭素排出量の削減目標  

区内の二酸化炭素排出量削減目標 

区内の令和８（2026）年度の二酸化炭素排出量を 

平成 25（2013）年度比 ▲31％の水準とする 

➡別冊Ⅰ－１－（６）削減目標の考え方（別冊 p.22） 

別冊Ⅰ－１－（７）削減見込み（別冊 p.23～34） 

各取組による 2021年度以降の二酸化炭素排出削減効果の見込み（万 t-CO2/年） 

計画期間中の主な取組 
2026 年度 
計画期間 

最終年度 

2030 年度 
中期の 

目標年度 

2050 年 

【参考】※ 

施策１ 

港区建築物低炭素化促進制度及び 

港区地球温暖化対策報告書制度の運用 
6.0 20.5 

87.4 

エネルギーの面的管理・利用の促進 3.6 8.3 

施策２ みなとモデル二酸化炭素固定認証制度の運用 0.07 0.07 0.07 

施策３ 創エネルギー・省エネルギー機器等導入促進 0.3 0.5 3.3 

その他施策による効果（国、東京都、区の施策による効果） 44.7 64.5 190.6 

合 計 54.7 93.8 281.4 

 ※2050 年の削減効果の見込みは、2030 年度までの削減効果の見込みを継続した場合の数値 
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港区環境率先実行計画の目標 

 

 

  

 

 

 

 

区は、「港区環境基本条例」に基づき、区が事務事業の実施に当たって環境行動を実践する

ため、平成 12（2000）年６月に「港区環境率先実行計画」を策定し、環境行動を積極的に推

進してきました。これにより、区有施設における面積当たりの二酸化炭素排出量の削減は着

実に進んでいます。 

区が、区内の一事業者として率先して二酸化炭素排出量の削減に取り組み、2050 年までに

区内の二酸化炭素排出実質ゼロ（ゼロエミッション）を実現していくため、区有施設の令和

８（2026）年度の面積当たりの二酸化炭素排出量を平成 25（2013）年度比▲30％（0.0264   

t-CO2/㎡）の水準とすることを新たな目標とします。 

中期の目標としては、令和 12（2030）年度の面積当たりの二酸化炭素排出量を平成 25（2013）

年度比▲40％（0.0224t-CO2/㎡）の水準とすることをめざします。区は、区有施設の環境性能

の向上、設備機器の運用改善、二酸化炭素排出量の少ない電力の使用、職員の日常的な省エ

ネルギー等の取組などを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
区の事務事業における二酸化炭素排出量の削減目標  

区の事務事業における二酸化炭素排出量削減目標 

区有施設の令和８（2026）年度の 

面積当たりの二酸化炭素排出量を 

平成 25（2013）年度比 ▲3０％の水準とする 

各取組による 2026年度以降の二酸化炭素排出削減効果の見込み（t-CO2/年） 

計画期間中の主な取組 
2026 年度 
計画期間 

最終年度 

2030 年度 
中期の 

目標年度 

施策１ 

区有施設の環境性能の向上と省エネ運用の推進 2,400 4,000 

環境にやさしい電力の積極的導入 1,000 2,500 

環境負荷低減に向けた職員の行動推進 600 1,000 

区有施設の面積※ 824,458㎡ 831,563㎡ 

※区有施設の面積は、港区環境率先実行計画基礎調査（令和元年度）時点の情報を基に算出・推計した数値 

➡別冊Ⅰ－２－（５）港区環境率先実行計画の削減目標の考え方（別冊 p.40） 

別冊Ⅰ－２－（６）削減見込み（別冊 p.41～42） 
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港区気候変動適応計画の目標 

  

 

 

 

 

 

 

 地球温暖化に伴う気候変動の影響が深刻化する中、温室効果ガスを削減する緩和策を着実

に進めると同時に、既に発生している気候変動の影響を回避・軽減する適応策を進めていく

ことが必要です。 

区内において懸念される水害・土砂災害等をはじめとする自然災害の激甚化や食糧危機、

熱中症・感染症等の疾病リスクの増大などの対策について、それらへの危機意識を区民、事

業者、区が共有し、それぞれが備えを進めることで、誰もが安全・安心で快適に暮らし働く

ことができる強靭なまちを実現していきます。 

 

 

 

●コラム● 将来の気候の変化予測 

 近年の猛暑や豪雨等の気候変動による深刻な影響が、既に私たちの身近な生活にも現

れ始めています。 

 最も気候変動が進んだ場合、23区においては、21世紀末には平均気温の上昇、猛暑日・

熱帯夜の増加、短時間強雨の増加が進むと予測されており、最高気温が 43℃を超えると

もいわれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※将来の気候の変化予測は、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第５次評価報告書で用いられた４

つのシナリオのうち、最も温室効果ガスの排出が多いシナリオ（ＲＣＰ8.5 シナリオ）に基づいて予測さ

れた「地球温暖化予測情報第９巻」（気象庁）の予測結果 

※現在は平成 21（2009）年～平成 30（2018）年、将来は 2086 年～2096 年の 10 年間の平均値で比較 
出典：東京都「東京都気候変動適応方針」令和元（2019）年 を基に作成 

日平均気温 

気候変動の影響による様々な危機に対し、 

誰もが安全・安心で快適に暮らし働くことができる 

強靭なまちを実現する 

猛暑日 

熱帯夜 短時間強雨 

現在 

将来 

＋3.9℃ 
現在 将来 

７日 43 日 

現在 将来 

34 日 71 日 

現在 将来 

0.3 回 0.8 回 年間 

年間 

年間 
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施策の目標 

区、区民、事業者等の取組により、区内の二酸化炭素排出量を抑制し

ている 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

区内の二酸化炭素排出量 351.1万 t-CO2/年 
324.0万t-CO2/年

 

（平成25年度比 

 ▲25％の水準） 

296.4万t-CO2/年
 

（平成25年度比 

 ▲31％の水準） 

区有施設の面積当たりの 

二酸化炭素排出量 
0.0328t-CO2/㎡ 

0.0294t-CO2/㎡ 
（平成25年度比 

 ▲22％の水準） 

0.0264t-CO2/㎡ 
（平成25年度比 

 ▲30％の水準） 

 

 

区域外の森林整備に貢献し、二酸化炭素の吸収・固定に寄与している 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

国産木材の活用による 

二酸化炭素固定量 
650t-CO2/年 650t-CO2/年 650t-CO2/年 

 

 

区民や事業者が日常的に地球温暖化対策に取り組んでいる 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

地球温暖化対策のための取組の 

実施率 
81.6％※ 85％ 90％ 

※ 「港区の地球温暖化対策に関する区民アンケート調査」（令和元年６月実施）において、「日常生活の中

で省エネルギーを意識した行動」を「いつも実行している」又は「時々実行している」と回答した割合 

 

 

気候変動による影響への適応策に対する区民の認知が高まっている 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

適応策の認知度 28.1％※ 40％ 50％ 

※ 「港区の地球温暖化対策に関する区民アンケート調査」（令和元年６月実施）において、気候変動の影

響への適応を「内容まで知っていた」又は「大体知っていた」と回答した割合  

施策１の 

目標 

施策２の 

目標 

施策３の 

目標 

施策４の 

目標 
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港区地球温暖化対策地域推進計画・港区環境率先実行計画 

施策 

 

施策１ 脱炭素まちづくりの推進 

 

区内において二酸化炭素排出が実質ゼロとなる「ゼロエミッション」を実現し、脱炭

素社会に貢献していくため、個々の建築物の省エネルギー性能の向上を図るとともに、

まちづくりの機会を捉えたエネルギーの面的利用や利用の最適化などをあわせて進め、

中長期的視点から二酸化炭素排出量の大幅な削減につなげます。 

区は、一事業者として区内事業者の模範となるべく、区有施設のゼロエミッションに

向けて率先して取り組みます。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

 

取組１－① 建築物の省エネルギー化とエネルギー利用の最適化 

◼ 新築建築物の省エネルギー化（港区建築物低炭素化促進制度の運用） 

⚫ 「港区民の生活環境を守る建築物の低炭素化の促進に関する条例」に基づき、建築物

の新築・増改築を行う建築主に対し、延べ面積や用途等に応じた省エネルギー性能基

準を義務付け、環境性能のボトムアップを図ります。 

⚫ 省エネルギー性能基準よりも更に高い水準である優秀水準（努力義務）を達成した建

築物の認定、表彰により、区内建築物の環境性能を一層引き上げます。 

◼ 既存建築物の省エネルギー促進（港区地球温暖化対策報告書制度の運用） 

⚫ 「港区民の生活環境を守る建築物の低炭素化の促進に関する条例」に基づき、二酸化

炭素排出量の多い区内事業所に対し、事業活動に伴うエネルギー消費量や二酸化炭素

排出量等の実績、自主的な削減目標、削減対策等の取組に関する報告書の提出を義務

付け、その内容を評価した上、技術的支援等を行うことで、事業者の環境配慮に対す

る意識の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新規 

建築物の新築・増改築

を行う建築主 
港区 

建築物低炭素化 

促進制度 

港区 

地球温暖化対策 

報告書制度 

二酸化炭素排出量 

の多い事業所 

報告書提出 報告書提出

エネルギー消費量や二酸化炭素排出量等の 

実績、削減対策等 

環境性能のボトムアップ 

省エネルギー性能基準の義務付け 

報告書提出の義務付け 

高効率省エネルギー設備や再生可能エネルギ

ーの活用等 港 

区 

拡充 

➡別冊Ⅰ－４ 各取組の事業予定（別冊 p.46～47） 
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◼ エネルギーの面的管理・利用の促進 

⚫ 「港区低炭素まちづくり計画」に基づき、地区内や複数の街区でエネルギー供給施設

を共有し、効率的に電気や熱を融通し合うエネルギーの面的管理・利用を促進・誘導

していきます。 

 

●コラム● 田町駅東口北地区におけるスマートエネルギーネットワークの街区間連携 

 田町駅東口北地区では、みなとパーク芝浦、愛育病院等が立地する暮らしの拠点ゾー

ンと、これに隣接する新たな都市拠点ゾーンで、それぞれ街区内の施設間で電気と熱を

融通し、エネルギー利用を最適化すると同時に、ガスコージェネレーションシステム

（ＣＧＳ）を中心とした、災害時にも必要な電気と熱を 72時間供給することができる

スマートエネルギーネットワークが導入、運用されてきました。 

 令和２（2020）年には、２つの街区のネットワークを連携させる整備が完成し、運用 

を開始しました。これにより、街

区をまたいでエネルギーの利用

と供給が最適化され、更なる省エ

ネルギー化と二酸化炭素排出量

の削減が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組１－② 再生可能エネルギーの導入拡大 

◼ 省エネコンサルタント派遣等による再生可能エネルギー電気の導入促進 

⚫ 集合住宅共用部分の設備改修や運用改善等を支援する省エネコンサルタントの派遣等

の機会を捉え、再生可能エネルギー機器の導入、再生可能エネルギー由来の電力への

切替えを区民、事業者に働きかけます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

田町駅東口北地区のスマートエネルギーネットワーク 
出典：東京ガスホームページ 

省エネコンサルタント 

設備改修や運用改善等の支援 

集合住宅の管理組合、 

管理者 など 

再生可能エネルギー電気導入

の働きかけ 
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取組１－③ 多様な交通手段による移動の分散化 

◼ 公共交通の利用促進 

⚫ 人や物の移動に伴って排出される温室効果ガスの削減につながる公共交通機関の利用

促進の一環として、コミュニティバス「ちぃばす」及び台場シャトルバス「お台場レ

インボーバス」の利用促進を図ります。 

⚫ 「ちぃばす」の一部に導入している電気自動車など、環境に配慮した車両による運行

に努めます。 

◼ ＺＥＶの普及促進 

⚫ ＺＥＶ7)（電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車）の普及を促

すため、イベントなどを通じた区民・事業者への普及・啓発を進めます。 

◼ 自転車の利用促進 

⚫ 環境に配慮した交通手段の一つである自転車の利用を促進するため、自転車シェアリ

ングの実施を継続します。 

⚫ 自転車走行空間や自転車等駐車場などの利用環境の整備を推進します。 

◼ 駐車場地域ルールの運用 

⚫ 駐車場への車両の出入りを一因とする交通渋滞に伴う自動車からの二酸化炭素排出量

を低減するため、「港区低炭素まちづくり計画」に基づき、地域の実情に応じた「駐車

場地域ルール」を定め、自動車交通量の少ない場所への駐車施設の集約化を推進しま

す。 

 

 

  

 
7）ＺＥＶ…走行時（※）に二酸化炭素等の排出ガスを出さない電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃

料電池自動車を総称したゼロ・エミッション・ビークル（Zero Emission Vehicle）の略（※プラグインハイ

ブリッド自動車については、ＥＶモードによる走行時） 

コミュニティバス「ちぃばす」 自転車シェアリング 
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取組１－④ 緑化による二酸化炭素の吸収 

◼ 緑の保全・創出による二酸化炭素の吸収の促進 

⚫ 「港区緑と水の総合計画」及び「港区低炭素まちづくり計画」に基づき、再開発等の

大規模開発の機会などを捉えた緑化の指導・誘導、公園等の整備を推進し、樹木等に

よる二酸化炭素の吸収を促進します。 
 

関連する施策・

取組 

施策 13 豊かで質の高いみどりの保全・創出 

取組 13－② 民有地における多様な緑化の推進 

取組 13－③ 公共空間における緑化の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コラム● 緑の二酸化炭素吸収・削減効果 

 都市にうるおいをもたらす緑は、快適に暮らせるまちづくりに欠かせない存在ですが、

地球温暖化対策の面でも効果を有しています。 

 一つは、二酸化炭素の吸収と固定です。樹木等の植物は、大気中から二酸化炭素を吸

収するとともに酸素を放出し、生長に伴い二酸化炭素を内部に固定します。 

 もう一つは、緑のカーテンや屋上緑化・壁面緑化の効果として知られている遮熱作用

です。緑があることで、建物に直射日光が当たるのを防ぎ、さらに葉の蒸散作用により

熱を逃がすため、建物の温度上昇が抑えられます。それにより、エアコンの冷房負荷が

軽減され、節電等を含む省エネルギー化に効果を発揮します。 

 区内の樹木等による二酸化炭素の吸収効果と、屋上緑化・壁面緑化の省エネルギー効

果による二酸化炭素削減効果は、区全体の二酸化炭素排出量に対し、ごくわずかですが、

緑は、良好な居住環境の形成、景観形成、生きものの生息・生育環境の創出などの多面

的・副次的な効果を持っています。これらの機能を生かしながら、区民、事業者と協働

して、緑を育てていくことが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＣＯ２吸収 

固定 

直射日光を防ぐことによる

建物の温度上昇の抑制 

空調負荷の軽減 

省エネルギー 

二酸化炭素の削減 
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取組１－⑤ 区有施設におけるゼロエミッション化の推進 

◼ 区有施設の環境性能の向上と省エネ運用の推進 

⚫ 区が事業者として排出する温室効果ガス（二酸化炭素）及びエネルギー消費量を削減

するため、区有施設の新築・増改築又は改修時に「港区区有施設環境配慮ガイドライ

ン」に基づき、「建築物の熱負荷の低減」、「省エネルギーシステム」、「再生可能エネル

ギー」の導入を進めます。 

⚫ 建物の環境性能を十分に発揮させるため、施設ごとに「エネルギー管理標準8)」を作成

し、省エネルギーのための効率的な運用を定めるとともに、状況に合わせて内容を更

新することで継続的な省エネルギーの取組を進めます。 

◼ 環境にやさしい電力の積極的導入 

⚫ 区有施設において環境にやさしい電力の利用を進めるため、「港区電力調達方針」に基

づき、環境負荷の低い電力の調達に努めます。 

◼ 区有施設における協定木材の活用促進 

⚫ 区有施設の新築・増改築時には、「港区公共建築物等における協定木材9)利用推進方針」

に基づき、協定自治体から産出される木材を積極的に活用します。 

◼ 区有施設における緑のカーテンの設置 

⚫ 区役所本庁舎や区立学校、保育園等、区有施設に緑のカーテンを設置し、ヒートアイ

ランド現象の緩和と省エネルギー対策の推進を図ります。 

  

 
8）エネルギー管理標準…「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（省エネ法）に基づき作成が義務付けら

れている、エネルギー使用設備のエネルギー使用合理化のための管理要領（運転管理、計測・記録、保守・点

検）を定めた管理マニュアル 
9）協定木材…区と「間伐材を始めとした国産材の活用促進に関する協定」を締結した自治体（協定自治体）から

産出された木材 

区役所本庁舎に設置した緑のカーテン 壁面に協定木材を使用したみなと科学館 

（１階多目的ロビー） 



 

31 

第
３
章

施 

策 

第
４
章 

第
５
章 

参
考
資
料 

第
６
章 

第
２
章 

第
１
章 

 

◼ 環境負荷低減に向けた職員の行動推進 

⚫ 環境マネジメントシステムにより、区有施設の二酸化炭素排出量及びエネルギー消費

量の削減、環境負荷の低減に向けた職員、指定管理者、受託事業者等の取組を進めま

す。 

⚫ 職員を対象とした省エネルギーをはじめとする環境教育、情報提供、省エネルギー・

脱炭素型のワークスタイルの実践などにより、日々の省エネルギー行動を推進します。 

⚫ 区が主催又は共催するイベントなどの開催に当たっては、地球温暖化に配慮した企画、

準備（搬入車のエコドライブ、公共交通機関での来場の呼びかけなど）を行うととも

に、カーボン・オフセットの活用も検討します。 

◼ 先端技術を活用した区有施設の省エネルギー化 

⚫ ＡＩ技術等の活用による空調等の設備機器の効率的な制御について検討します。 

◼ 区有施設のＺＥＢ化プロジェクト 

⚫ 区有施設の整備・改修の機会を捉え、ＺＥＢ化を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コラム● ＺＥＢとは 

 ＺＥＢとは、ネット・ゼロ・エネ

ルギー・ビルの略で、快適な室内環

境を実現しながら、建物で消費す

る年間の一次エネルギーの収支

を、省エネルギー性能の向上や再

生可能エネルギーの活用等によ

り、正味（ネット）でゼロにするこ

とをめざした建物のことです。 

 民生業務部門（事務所ビル、商業

施設などの建物）における最終エ

ネルギー消費量の削減に向け、建

物でのエネルギー消費量を大きく

減らすことができるＺＥＢの普及

が求められています。 

  

ＺＥＢを実現するための技術 
出典：環境省ホームページ 

新規 

新規 
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港区地球温暖化対策地域推進計画・港区環境率先実行計画  

施策２ 広域的な連携による地球温暖化対策の推進 

 

全国の自治体や企業等多様な主体とのネットワークを活用し、広域的な連携により、

木材活用促進・森林整備を通じた区外における二酸化炭素吸収量の増加への貢献、全国

でつくられた再生可能エネルギー由来の電力の導入拡大による二酸化炭素排出量の削減

などの取組を進めます。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組２－① 国産木材の活用促進 

◼ みなとモデル二酸化炭素固定認証制度の運用 

⚫ 森林による二酸化炭素吸収量の増加を図るため、「みなとモデル二酸化炭素固定認証

制度」に基づき、区内建築物に国産木材の活用を促します。 

⚫ 協定木材の更なる活用促進を図るため、先端技術を用いた建築物等の木造・木質化に

ついて検討します。 

◼ テナント店舗等での木質化モデルの創出 

⚫ テナント店舗等での協定木材による木質化を支援して、モデル店舗等を創出するとと

もに、当該モデルを協定木材の活用方法及びその魅力的な事例としてＰＲしていくこ

とで更なる協定木材の活用拡大につなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

区有施設における協定木材の活用例 

テナント店舗等における協定木材の活用事例 

➡別冊Ⅰ－４ 各取組の事業予定（別冊 p.48） 
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取組２－② 森林整備による二酸化炭素の吸収 

◼ 林産地との連携による森林整備促進 

⚫ 林産地の都市と相互に連携して森林整備を継続的に実施することで、整備した森林に

よる二酸化炭素の吸収を促進します。 

 

 

取組２－③ 全国連携による再生可能エネルギー導入 

◼ みなと全国連携エネルギー登録制度の運用 

⚫ 全国の自治体と連携し、再生可能エネルギー由来の電力を供給する小売電気事業者を

港区が認定する「みなと全国連携エネルギー登録制度」を運用します。 

⚫ 登録した小売電気事業者を区内の事業者に周知し、再生可能エネルギーの導入を促進

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

周知 周知

みなと 

全国連携エネルギー

登録制度 

区内の事業者 

登録 

再生可能エネルギー

由来の電力を 

供給する 

小売電気事業者 

連携自治体 

電力契約の申込 

電力供給 
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港区地球温暖化対策地域推進計画・港区環境率先実行計画  

施策３ ビジネス・ライフスタイルの改革 

 

エネルギー消費量及び二酸化炭素排出量の削減に向け、個々の職場や家庭において消

費や働き方を脱炭素型に変えるビジネス・ライフスタイルの改革を促すとともに、快適

性、利便性を向上しつつ脱炭素型のビジネス・ライフスタイルを支える創エネルギー・

省エネルギーシステム・機器の導入を支援します。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組３－① 職場や家庭における省エネルギー行動の促進 

◼ 職場における省エネルギー行動の促進 

⚫ みなとエコ宣言登録事業やセミナー等を通じて、設備や運用方法の改善、テレワーク

の推進など省エネルギーにつながるビジネススタイルの啓発を進めます。 

◼ 家庭における省エネルギー行動の促進 

⚫ 日常生活に伴い排出される二酸化炭素の約７割に関連するとされる「食事」、「移動」、

「住居」などに着目して、行動を変えることによる二酸化炭素削減効果とメリット（経

済的効果、健康増進など）を合わせて伝える工夫をしながら、脱炭素型のライフスタ

イルの啓発を進めます。 

 

 
10) 

 

出典：環境省「脱炭素型ライフスタイルの施策について」令和２（2020）年 を基に作成 

 

取組３－② 創エネルギー・省エネルギー機器等導入促進 

◼ 創エネルギー・省エネルギー機器等設置費助成 

⚫ 地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量を削減し、持続可能な社会を実現する

ことを目的として、創エネルギー・省エネルギー機器等を設置する区民、集合住宅の

管理組合等、中小企業者、個人事業者に対し、その経費を助成します。 

◼ 集合住宅の省エネルギーの取組推進 

⚫ 区民の多くが集合住宅に居住するという区の特性を踏まえ、集合住宅共用部分におけ

る省エネルギー・節電を促進するため、集合住宅共用部分を対象とした省エネガイド

ブックの配布、設備改修や運用改善等を支援する省エネコンサルタントの派遣などの

支援を行います。 

 
10）ＺＥＨ、ＺＥＨ-Ｍ…建築物における一次エネルギー消費量を、省エネルギー性能の向上や再生可能エネルギ

ーの活用等により削減し、年間のエネルギー消費量を正味でゼロ又はおおむねゼロとなる住宅。ＺＥＨ（ゼッ

チ）は、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Zero Energy House）の略。ＺＥＨ-Ｍはマンションを表す。 

食事 移動 住居 

・食品ロスの

削減 

・公共交通機関の活用 

・ＺＥＶの活用 

・テレワークの推進 

・再エネ電気への切替え 

・断熱リフォームの実施 

・ＺＥＨ、ＺＥＨ-Ｍ10)へ

の住替え 

＜脱炭素型ライフスタイルの取組例＞ 

➡別冊Ⅰ－４ 各取組の事業予定（別冊 p.48～49） 
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取組３－③ 水素エネルギーの普及促進 

◼ 水素を活用した省エネルギー機器の導入支援 

⚫ 水素を活用した省エネルギー機器の一つである家庭用燃料電池システム（エネファー

ム）の設置費を助成し、普及を促進します。 

◼ 水素エネルギーの普及・啓発 

⚫ 水素エネルギーへの理解促進に向け、区民、事業者に水素エネルギーを活用する意義、

環境負荷低減等について、施設見学会等により普及・啓発を進めます。 

⚫ 東京都や大学と協同して燃料電池ごみ収集車の試験運用を行い、導入可能性を検討し

ます。 

 

●コラム● 水素エネルギーとは 

 これまで主要なエネルギー源として用いられてきた石炭や石油、天然ガスなどの化石

燃料は、燃焼させると二酸化炭素を発生させ、これが地球温暖化の大きな原因となって

います。 

これに対し、水素は利用段階で燃焼させても二酸化炭素を全く発生させないことから、

近年、新たなエネルギーとして燃料電池自動車、家庭用燃料電池などの形で着実に利用

が広がっています。 

 

化石燃料と水素の違い 
出典：資源エネルギー庁ホームページ 

 

 

 

取組３－④ ごみの排出抑制と資源化の促進 

◼ 家庭ごみ及び事業系ごみの排出抑制並びにプラスチック等の資源化の促進 

⚫ ごみの焼却に伴う温室効果ガス排出量を削減するため、ごみを出さないビジネス・ラ

イフスタイルの意識を醸成し、ごみの排出抑制と資源化を進めます。 

⚫ プラスチックや紙類等の適正排出を促進し、温室効果ガスの排出削減をはじめとする

環境負荷の低減を図ります。 
 

関連する施策・

取組 

施策５ 区民の参画と協働による３Ｒの推進 

施策６ 事業系廃棄物の発生抑制と資源循環の促進 

  

拡充 
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港区気候変動適応計画  

施策４ 気候変動に適応したまちづくりの推進 

 

地球温暖化に伴う気候変動との関連性が指摘されている水害・土砂災害等をはじめと

する自然災害の激甚化や食糧危機、熱中症・感染症等の疾病リスクの増大などの危機に

対し、安心して暮らし働くことのできるまちを実現していくため、自然災害リスクの軽

減、区民の安全・安心と快適性の確保のための対策を講じることで、気候変動に適応し

た強靭なまちづくり（レジリエントシティ）を推進します。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組４－① 自然災害のリスク軽減 

◼ 都市型水害対策の推進 

⚫ 公共施設や大規模建築物等の新築・増改築の機会を捉え、雨水浸透施設の設置を指導

し、雨水の地下浸透を促進することにより、下水道管の負担を軽減し、都市型水害対

策を進めます。 

◼ 土砂災害対策の強化 

⚫ 土砂災害への備えを強化するため、がけ・擁壁の所有者向けに「がけ・擁壁安全ハン

ドブック」を作成し配布するとともに、高さ２ｍを超えるがけ・擁壁の所有者には、

「がけ・擁壁改修工事等支援事業」により、専門家を派遣して技術的助言を行うほか、

工事費の一部を助成するなど、土砂災害対策の強化を推進します。 

◼ 気象情報等の発信 

⚫ 「港区防災情報メール」や「港区防災アプリ」等の情報伝達手段を活用し、気象庁が

発表する大雨、暴風、高潮等に関する気象情報や記録的短時間大雨情報、区の水位・

雨量観測値に基づく注意情報を区民に対してリアルタイムに伝達していきます。 

◼ 災害時におけるＺＥＶの電源活用 

⚫ 区内事業者等と「災害時における電動車両等の支援に関する協定」を締結し、災害時

に電動車両の迅速かつ円滑な貸与を実施することで、災害時における電力確保の体制

の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

拡充 

拡充 

協定締結 

港区 事業者 

災害時に事業者から区にＺＥＶを貸与

➡別冊Ⅰ－４ 各取組の事業予定（別冊 p.50） 
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取組４－② 健康への影響に関する普及・啓発 

◼ 熱中症予防に関する普及・啓発 

⚫ 地球温暖化及びヒートアイランド現象の影響により、熱中症のリスクが高まることが

懸念されることから、熱中症警戒アラートの周知・啓発により「暑さ」への気づきを

呼びかけるとともに、区ホームページ、ポスター・リーフレット等により高齢者、乳

幼児をはじめ区民の熱中症予防に関する普及・啓発を進めます。 

◼ 感染症予防に関する普及・啓発 

⚫ 地球温暖化の影響によって、南方に生息していた毒性を持つ外来生物や蚊などの感染

症媒介生物による疾病リスクが増大することが懸念されるため、区民の感染症予防に

関する普及・啓発を進めます。 

 

 

●コラム● 東京都内における熱中症の発生状況 

 東京消防庁管内※では平成 27（2015）年から

令和元（2019）年までの５年間（各年６月から

９月）に、24,282人が熱中症（熱中症疑い等を

含む。）により救急搬送されました。令和元

（2019）年に搬送された 5,634人の年齢層や熱

中症発生状況には右のような特徴があり、屋外

だけなく、屋内でも熱中症が発生しています。 

熱中症予防に向け、３つのポイントに気を付け、室内であっても室温が 28℃、湿度が

70％を超えるときは我慢せずにエアコンを使用することが大切です。加えて、新型コロ

ナウイルスの感染拡大を防ぐための「新しい生活様式」においては、マスク着用時の  

行動や換気にも注意が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※東京消防庁管内：東京都のうち稲城市と島しょ地区を除く。 

  

熱中症の救急搬送状況 

（令和元年度） 

・約半数が 65歳以上の高齢者 

・救急要請時の気温は、32～33℃台が 

多いが、湿度が高いと気温が高くなく

ても発生 

・発生場所の約４割は住宅等の居住場所 

●マスクを着用する際は、強い負荷の作業や運動は避け、こまめに水分を補給 

●屋外や換気の良い場所で、周囲の人との距離を十分にとり、適宜 

マスクを外して休憩 

●冷房時でも室内の換気を確保し、換気の際には室温が高くなりすぎ

ないようにエアコンの設定温度をこまめに調整 

●日ごろから体温測定、健康チェックを行い、体調が悪いと感じたら

無理せず療養 

➊暑さに備えた体力づくり  ➋こまめな水分・塩分の補給  ➌暑さを避ける 

熱中症予防の３つのポイント 

「新しい生活様式」における熱中症予防のポイント 
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取組４－③ 暑熱対策・ヒートアイランド対策の推進 

◼ 遮熱性舗装等の推進 

⚫ ヒートアイランド現象の緩和の一環として、道路において、路面温度の低減効果が期

待できる遮熱性舗装やアスファルト内に雨水浸透効果のある保水性舗装の整備を推進

します。 

⚫ 区内のホットスポットを中心に大規模開発の機会を捉え、事業者に対し、遮熱性舗装

の整備を指示、誘導していきます。 

◼ 高反射率塗料等材料費助成 

⚫ 建物の温度上昇を抑制し、冷房負荷を抑えることでエネルギー消費量を削減するとと

もに、ヒートアイランド現象を緩和することを目的として、屋上又は屋根に高反射率

塗料等の被覆工事を実施する建築物の所有者に、材料費の一部又は全部を助成します。 

◼ 開発事業等におけるヒートアイランド現象緩和への誘導 

⚫ 「環境アセスメント制度（環境影響調査制度）」、「港区建築物低炭素化促進制度」に基

づき、建築物の省エネルギー化の促進、低層部からの排熱の防止、敷地及び屋上・壁

面の緑化など、ヒートアイランド現象緩和に寄与する対策について、開発事業等の計

画段階から事業者を誘導します。 

◼ ヒートアイランド対策貢献ビル及びエリアのＰＲ 

⚫ ヒートアイランド対策を実施しているビル及びエリアを区がＰＲすることで、区民・

事業者のヒートアイランド対策への理解を深め、区内のヒートアイランド現象の緩和

に向けた取組を促進します。 
 

関連する施策・

取組 

施策１ 脱炭素まちづくりの推進 

取組１－① 建築物の省エネルギー化とエネルギー利用の最適化 

施策 13 豊かで質の高いみどりの保全・創出 

 取組 13－② 民有地における多様な緑化の推進 

 

◼ 打ち水の普及促進 

⚫ 地球温暖化による気候変動の影響への

適応策に関する普及・啓発の一環とし

て、暑熱対策につながる打ち水に関する

情報提供を進めます。 

 

 

 

 

 

 

  

みなと打ち水大作戦の様子 

新規 
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基本目標２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

①家庭等から排出される可燃ごみ・粗大ごみは微増、近年の資源化率は微減 

区は、全国に先駆けた容器包装プラスチックと製品プラスチックの資源回収や食品ロス削

減に向けた普及・啓発など、様々な施策の展開により、ごみの減量と資源化に取り組んでき

ました。 

一方、家庭から排出されるごみは、人口

が大きく増加する中で、可燃ごみ量や粗大

ごみ量は毎年わずかに増加しており、不燃

ごみ量と資源回収量は横ばいの状況です。

資源化率は、平成 28（2016）年度に 30％

を超えましたが、平成 29（2017）年度以降

は 30％を下回っています。 

また、再生可能な資源が可燃ごみや不燃

ごみに多く混入するなど、質的な課題も平

成 30（2018）年 10月に実施した排出実態

調査で明らかになっており、区民の意識改

革・行動変容が強く求められます。 

 

 

 

 

  

基本目標２ 

ごみを減らして資源が循環するまち 

区民がごみを出さない生活スタイルを日常的に意識すること、発生した

ごみはルールに基づき適正に排出し、リサイクルにつなげていける状況

を創出することが必要 

環境に配慮した持続可能な社会の実現に向け、ごみを出さない生活

スタイル（リデュース・リユース）の浸透と、社会的責任に基づく

事業者によるごみの減量と資源の再利用に係る取組が不可欠 

区民、事業者、区が連携してごみの減量と資源化を推進するととも

に、清潔で快適な生活環境を守るため、いかなる状況においても区

民生活を支える廃棄物処理を実践していくことが必要 

家庭等から排出されるごみ・資源の量、資源化率 

49,198 49,458 49,435 50,246 50,425 50,665 

1,780 1,620 1,491 1,500 1,530 1,485 
1,906 2,058 1,540 

1,512 1,624 1,698 

22,544 22,547 

22,620 

22,417 22,197 22,353 

29.9 
29.8 30.1 29.6 

29.3 29.3 

28.0

28.5

29.0

29.5

30.0

30.5

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元
（年度）

可燃ごみ 不燃ごみ 粗大ごみ

資源 資源化率
排出量

（ｔ）

資源化率

（％）
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②大規模建築物から排出される廃棄量、再利用率は横ばい

区は、事業系ごみの削減に向け、延床面積が

1,000 ㎡以上の事業用大規模建築物に対し、再利用

計画書の提出を義務付け、定期的に立入調査を実施

するなど、様々な施策を展開してきました。 

事業用大規模建築物における廃棄量は、おおむね

横ばい傾向で推移しています。また、再利用量もほ

ぼ同様の傾向を示しており、再利用率（再利用量/

排出量）も 50％前後で推移しています。 

区の地域特性を反映し、区内の事業所から排出さ

れる持込ごみ量は、総排出量の約６割を占めている

ことから、発生抑制と適正処理の推進を図ることが

課題です。加えて、令和元（2019）年度に実施した

基礎調査においては、「『自己処理責任』という言葉

を知らなかった」と答えた事業者が 61.6％に上り、

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に定める基

本原則である排出者責任に基づき、ごみの適正処理

を徹底するとともに、消費者にとって分別やリサイ

クルが容易な製品を開発するなど、事業者の意識の

向上や行動の変容が求められます。 

 

 

 

 

 

③安全・安心・効率的な清掃事業のサービス改善への取組 

区は、安定的な収集運搬や効率性を高めるため、繁華街での早朝収集や高齢者世帯等への

戸別訪問収集など、清掃事業のサービス改善に取り組んできました。 

排出実態調査では、区が収集する可燃ごみには、資

源として再生可能な紙類が約 16％、プラスチック類が

約９％含まれており、分別ルールの徹底は浸透してい

ない状況です。 

また、近年、多発している自然災害や感染症に備え、

清掃事業を安定的に継続するため、更なる万全な体制

の構築も重要な課題です。 

 

 

  清潔で快適な生活環境を保全するため、安定的に事業を運営し、いかな

る状況においても区民生活を支える廃棄物処理を実践することが必要 

社会的責任に基づき、事業者が主体的にごみの減量と資源の再利用に 

取り組める状況を創出することが必要 

出典:港区一般廃棄物処理基本計画(第３次)

策定等に係る基礎調査報告書 

ごみの収集風景 

知らな

かった

61.6%

Ｑ「自己処理責任」という

言葉をご存知でしたか？

約６割の事業者

が「自己処理責

任」という言葉を

知らない状況

68,944 
68,716 

69,829 

68,251 
65,034 

61,080 

65,823 
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（年度）

再利用量 廃棄量

再利用率排出量（ｔ） （％）排出量（ｔ） （％）

大規模建築物から排出される 

廃棄量・再利用量・再利用率 
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施策・取組の方向性 

 現状と課題を踏まえ、以下の施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆関連するＳＤＧｓのゴール 

区民・事業者・区それぞれが主体となり、相互に連携しながら、ごみの発生抑制や適正

な排出を推進し、持続可能な資源循環への取組を強化することで、次のゴールの達成に貢

献していきます。 

 

  

区民の参画と協働による３Ｒの推進 施策５ 

安全・安心・効率的な廃棄物処理の実践 施策７ 

基本目標２ 

ごみを減らして 

資源が循環するまち 
事業系廃棄物の発生抑制と資源循環の促進 施策６ 
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施策の目標 

 

区民の参画と協働により３Ｒが推進されている 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

資源回収量 22,353 t 
※令和元年度実績値 

26,800 t 30,100 t 

 

 

事業系廃棄物の発生が抑制され、資源循環が促進されている 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

持込ごみ量※ 103,020 t 
※令和元年度実績値 

95,600 t 90,100 t 

※ 事業者などが清掃工場等の処理施設に直接持ち込むごみ量 

 

 

安全・安心・効率的な廃棄物処理が実践されている 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

区収集ごみ量※ 53,848 t 
※令和元年度実績値 

48,400 t 44,300 t 

※ 管路ごみ含む。 

 

  

施策５の 

目標 

施策６の 

目標 

施策７の 

目標 
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施策 

 

施策５ 区民の参画と協働による３Ｒの推進 

 

全ての区民が「ごみを出さない新しい生活スタイル」を意識して日々の生活を送れる

よう、分かりやすく効果的な普及・啓発と環境学習、多様な主体との協働を推進すると

ともに、使い捨てプラスチックや食品ロスの削減などの新たな課題に対し、重点的な取

組を進めます。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組５－① プラスチックの使用抑制と資源循環 

◼ 海洋プラスチック問題の普及・啓発と情報発信 

⚫ 環境省のキャンペーン「プラスチック・ス

マート」に参画し、継続的な情報発信や環

境学習を通じて、海洋プラスチック問題に

対する区民・事業者の意識を醸成します。 

⚫ 「みなと環境にやさしい事業者会議（ｍｅｃｃ）」や産業団体、消費者団体、清掃協力

会などと連携し、プラスチックに依存しないライフスタイル・ビジネススタイルの浸

透を図ります。 

◼ プラスチック削減に取り組む事業者への支援 

⚫ 廃プラスチックの再生利用やプラスチック代替素材を使用した商品の開発・普及に取り

組む区内事業者に対し、商品を事業やイベントで活用・紹介するほか、産業振興の視点

も取り入れて、開発経費等の助成、事業者間のマッチングなどの支援策を検討します。 

◼ マイバッグ・マイボトル等の利用促進 

⚫ レジ袋を削減するため、商店街等と連携したマイバッグ利用を促すキャンペーンの展

開、区オリジナルのマイバッグを活用した啓発を進めます。 

⚫ 有料化の定着後もなおレジ袋の削減が進まない場合は、区独自

の使用抑制策を検討します。 

⚫ マイボトルの利用を促進するため、区施設のペットボトル飲料

自動販売機のカートカン飲料や缶飲料への切替えを進めるとと

もに、公共施設の冷水機の活用やマイボトル対応型給水機の設

置、民間企業と連携した給水スポットの提供などを進めます。 

⚫ 近年増加するテイクアウト用の使い捨てプラスチック容器に代

わる「ドギーバッグ11)」の普及を促進します。  

 
11）ドギーバッグ…飲食店で客が食べきれなかった料理を持ち帰る際に使う容器や袋のこと。 

プラスチック・スマート Minato Action ロゴ 

港区オリジナル 

マイバッグ 
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取組５－② 食品ロスの削減 

◼ 食品ロスの削減に向けた普及・啓発とフードドライブの拡大 

⚫ 区民の食品ロスの削減に関する理解と関心を深めるため、10 月の「食品ロス削減月間」、

10 月 30日の「食品ロス削減の日」に、様々な普及・啓発キャンペーンを展開します。 

⚫ 家庭から廃棄される未利用食品の回収拡大を図るため、フードドライブ12)の常設窓口

を増設します。 

⚫ 港区を拠点に、家庭や企業から廃棄される未利用食品を回収し、食品を必要とする区

内施設や区民に提供するフードバンクの設立や運営に対する支援を検討します。 

 

 

取組５－③ 資源回収の拡大 

◼ 古着の拠点回収の拡大 

⚫ 可燃ごみに多く含まれている「古着」の資源回収・リユースを拡大するため、区施設

に設置している回収拠点を増設します。 

◼ 陶磁器・ガラス類の資源回収 

⚫ 不燃ごみとして排出されている陶磁器・ガラス類を新たに拠点回収の対象とし、リユ

ースできるものは区民等に提供、できないものは土木資材や再生食器にリサイクルし

ます。回収した陶磁器・ガラス類の選別等に当たっては、障害者就労支援施設との連

携を検討します。 

◼ 拠点回収から集積所回収への移行 

⚫ 区有施設で拠点回収を行っている古着、使用済み乾電池、ペットボトルキャップなど

について、回収実績やニーズ、費用対効果などを踏まえ、より利便性の高い集積所回

収への移行を検討します。 

◼ プラスチックや紙類等の適正排出の促進 

⚫ 資源プラスチック専用の排出袋の作成など、可燃ごみに混入するプラスチックの分別

を促す方策を検討します。 

⚫ プラスチックの資源化率の向上を図るため、現在、粗大ごみとして有料で収集してい

るプラスチック製品（衣装ケース等）の一部について、排出区分を資源プラスチック

に変更し、集積所で無料回収します。 

⚫ 「その他再生可能紙」の資源回収の拡大に向け、周知・啓発を強化するとともに、区

民や集団回収実践団体への専用の紙製排出袋の提供を検討します。 

 

  

 
12）フードドライブ…家庭で余っている食品（未利用食品）を集め、食品を必要としている人に、フードバンク等

を通じて寄付する活動。区では、各総合支所及び台場分室、みなとリサイクル清掃事務所等に受付窓口を設け

て未利用食品を回収し、港区生活・就労支援センターや子ども食堂、フードバンク等に提供している。 

拡充 

拡充 

新規 
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取組５－④ 集団回収の促進 

◼ 集団回収実践団体に対する報奨金の見直し 

⚫ 地域住民による集団回収を促進し、資源回収量の拡大を図るため、可燃ごみとして多

くが焼却処分されている古紙・布類を中心に、集団回収実践団体に対する新たな報奨

金を設定します。 

◼ 古紙価格の変動に対応した回収業者への支援 

⚫ 集団回収のネットワークを支える回収業者の経営を支援するため、古紙の市況価格が

大きく下落した場合に適用する回収業者に対する助成制度を創設します。 

◼ 回収業者登録制度の創設 

⚫ 集団回収実践団体が優良な回収業者を選択し、安心して集団回収に取り組める環境を

整備するため、適切な回収料金、処理方法を実践する回収業者の登録制度を創設し、

リストを区ホームページ等で公開します。 

◼ 小規模事業者と集団回収実践団体のマッチング 

⚫ 事業者による古紙リサイクル及び地域貢献の促進のため、小規模事業者13)が地域の集

団回収の活動に参加できる取組について、商店街や中小企業団体等に対する周知を強

化し、相互のマッチングを図ります。 

 

 

取組５－⑤ リユースの促進 

◼ 家具のリサイクル展の充実 

⚫ 家具のリサイクル展の利用環境を向上する

ため、日曜日の開館を行うとともに、オンラ

インによる購入環境の整備などを検討しま

す。 

 

 

◼ リユースの機会の拡大 

⚫ リユースの機会を拡大するため、次の取組を進めます。 

・子ども服・靴などの交換会「リユース♡♡ブリッジ」の拡充 

・図書館でのブックシェアや児童施設でのおもちゃシェアなど、区施設を活用した

リユーススペースの設置 

・町会・自治会、商店会等が開催するフリーマーケットやバザーの支援 など 

  

 
13）小規模事業者…中小企業基本法上の小規模企業者。製造業その他は従業員 20 人以下、商業・サービス業は従

業員５人以下の事業者 

拡充 

家具のリサイクル展 

 

新規 

新規 

拡充 
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取組５－⑥ 普及・啓発と環境学習の充実 

◼ ごみの減量・分別に係る情報発信 

⚫ 区ホームページ、ＳＮＳ、デジタルサイネージ等を活用し、目標達成に向けたごみの

減量や分別の必要性を伝えます。 

⚫ 徹底した分別の動機付けとして、環境学習の教材など様々な媒体で分別ルールを分か

りやすく発信するとともに、ごみ・資源の回収・処理フローを用いて、回収した資源

のリサイクルの流れを伝えます。 

◼ 排出実態調査の拡充 

⚫ ごみ・資源の排出状況や分別の実態、地域特性等を総合的に把握するための「組成調

査」と、個別テーマ（事業系食品ロス、厨芥ごみリサイクル、使用済み紙おむつリサ

イクルなど）に応じたサンプル調査や実証実験を定期的に実施し、得られた結果を施

策検討に活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 区施設・イベント会場等での分別表示 

⚫ 施設やイベント会場等での分別表示について、外国人、子ども、来街者など誰にでも

分かりやすい表示となるよう、港区らしい洗練されたデザインやピクトグラムを使用

した共通ルールを定めます。 

  

拡充 

組成調査 組成調査 組成調査 

個別テーマに 

応じたサンプル調査

や実証実験 

３年周期 ３年周期 

個別テーマに 

応じたサンプル調査

や実証実験 
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施策６ 事業系廃棄物の発生抑制と資源循環の促進 

 

区の総排出量の約６割を占める持込ごみ量の削減、区が収集する少量排出事業者が排

出する可燃ごみに含まれる資源（紙類等）の分別を進めるため、事業者の社会的責任に

基づき、主体的なごみの減量と資源の再利用を促します。 
 

関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

 

取組６－① 大規模建築物の自己処理責任の強化 

◼ 大規模建築物のごみ減量や資源の再利用の促進 

⚫ ごみの減量が条例により義務付けられている事業用大規模建築物（延床面積 1,000 ㎡

以上）の所有者に対し、立入調査等を通じてごみの減量や資源の再利用を徹底し、必

要に応じて改善勧告や公表、収集拒否等の措置を講じます。 

⚫ 一定規模以上の事業用大規模建築物の所有者に対し、厨芥類やミックスペーパー（封

筒、包装紙、シュレッダーくず等のその他再生可能紙）などその他紙類といった種類

に応じたごみの減量や資源の再利用に係る目標を設定し、目標の達成状況に応じたイ

ンセンティブやペナルティを付与するなどの仕組みを検討します。 

◼ 大規模開発におけるごみの減量や資源の再利用の促進 

⚫ 大規模開発に際して、ごみの減量や資源の再利用のスキームに係る事前協議を義務付

け、湿式シュレッダーやコンポスト、バイオマスによるエネルギー回収設備などの導

入を促進するとともに、再生利用指定制度の活用や支援制度の創設について検討しま

す。 

 

 

取組６－② 事業者に対する適切な指導と普及・啓発 

◼ ごみ減量アドバイザーの派遣 

⚫ 事業用大規模建築物への立入指導により把握した課題の解決を図るため、専門的知見

を有するアドバイザーを派遣し、ごみや資源の保管場所の改善、実量測定（自主計量

によるごみ量把握）の導入、再利用率向上の方策、入居テナントとの協力関係構築な

どに係る実践的な助言を行うことを検討します。 

◼ テナントの主体的な取組の促進 

⚫ 事業用大規模建築物における資源の再利用率向上を図る上で課題となっている占有者

（テナント）の主体的な取組を促進するため、廃棄物管理責任者がテナントに説明を

行うための分かりやすいパンフレット等を作成します。  

新規 
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取組６－③ 食品廃棄物の削減 

◼ 食べきり協力店の拡充と表彰制度の創設 

⚫ 「食べきり協力店」を拡充するため、フードシェア

リングアプリの活用など、様々な手法で食品ロスの

削減に取り組む事業者の参画を促すとともに、顕著

な成果を残し、模範となる事業者に対する表彰制度

を創設します。 

◼ 食品ロス削減アドバイザーの派遣 

⚫ 区内飲食店、ホテル、学校、社員食堂所有企業等への

専門的知見を有するアドバイザーの派遣など、食品

ロスや食品廃棄物の削減に係る実践的な助言を行い、

事業者による削減目標の設定と進捗管理を支援する

手法を検討します。 

◼ 食品ロス削減ハンドブックの作成 

⚫ 食品ロス削減に有効な「ドギーバッグ」、「フードシェアリングアプリ」、「計量」など

を分かりやすく解説したハンドブックを作成し、区内飲食店、食品小売店に配布・配

信します。 

 

 

取組６－④ 少量排出事業者の自己処理責任の強化 

◼ 民間収集への移行促進 

⚫ 事業系ごみの処理は、排出事業者の自己処理が原則であり、区は家庭ごみの収集に影響

のない範囲で事業系ごみの収集（区収集）を行っています。事業者のごみの自己処理責

任を徹底するため、区収集を利用している少量排出事業者に対し、収集の頻度や収集の

時間帯などを排出事業者側が個々の状況に合わせて選択できるなどの民間収集（一般廃

棄物収集運搬業者に委託）のメリットを示しながら、民間収集への移行を促します。 

⚫ 事業者のごみの自己処理責任を徹底し、民間収集への移行を促すため、区が収集する

ごみの重量制限（日量基準）の見直し（引下げ）を検討します。 

⚫ 区収集を利用している少量排出事業者のうち、中小商店等で、排出量が少ないために

民間収集への移行が困難な状況が生じている場合は、商店街単位など複数店舗が共同

で委託できるよう支援策を検討します。 

◼ 区収集を利用できる事業者の登録 

⚫ 区収集の新規利用を引き続き停止するとともに、区収集以外の方法では廃棄物の処理

が困難な事業者を登録制とし、登録事業者だけが有料ごみ処理券（シール）を購入の

上、区収集を利用できる公平性と透明性が確保される仕組みを検討します。  

港区食べきり協力店 

ステッカー 
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取組６－⑤ 拡大生産者責任の強化 

◼ 容器包装リサイクル制度の見直しなど拡大生産者責任の強化 

⚫ 「全国都市清掃会議」など様々な機会を捉えて、国や業界団体に対し、次の取組を働

きかけます。 

・商品の製造販売やサービスの提供の段階におけるプラスチックの使用抑制 

・使い捨てを前提とした製品の生産や過剰包装の見直し 

・環境負荷の少ない素材への切替え 

・分別やリサイクルに配慮した仕様への見直し 

・容器の回収を促進するデポジット制の採用 など 

⚫ 容器包装リサイクル制度に関して、プラスチック製容器包装に係る事業者による発生

抑制等のインセンティブをより働かせる観点から、分別収集・選別保管を含めた全て

のリサイクルコストを事業者負担とし、拡大生産者責任を明確化することを求めてい

きます。 

 

●コラム● サーキュラー・エコノミー（循環経済） 

 サーキュラー・エコノミーとは、これまで捨てられていたものを新たな資源と捉え、

できるだけごみを出すことなく資源を循環させる仕組みのことをいいます。 

従来の「大量生産・大量消費・大量廃棄」は、自然界から資源やエネルギーを取り出

し、それらを用いて生産された製品を一度きりの「使い捨て」の形で直線的に消費し、

廃棄することから、直線的（リニア）な経済と呼ばれます。 

これに対し、資源や製品を経済活動の様々な段階（生産・消費・廃棄など）で円を描く

ように循環させることで、資源やエネルギーの消費、廃棄物の発生を少なくすると同時

に、その過程で新たな価値を生み出すことによって、環境負荷の低減と経済成長を両立

させようとする概念が、「サーキュラー・エコノミー」です。 

参考文献：国立環境研究所 資源循環・廃棄物研究センター オンラインマガジン 

 

 
サーキュラー・エコノミーのイメージ 

出典：環境省ホームページ   
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施策７ 安全・安心・効率的な廃棄物処理の実践 

 

全ての区民が安全・安心で快適な生活を送れるよう、清掃事業のサービス向上と利便

性向上に取り組むとともに、感染症への対策や頻発化する自然災害に備えた収集体制を

構築し、非常時でも資源やごみの収集を安定的に継続します。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

 

取組７－① 地域特性に応じた収集サービスの展開 

◼ 戸別訪問収集等の対象者の拡大 

⚫ 戸別訪問収集や粗大ごみの運び出しサービスの対象を、現在の高齢者・障害者に加え

て、ごみの排出が困難な妊婦や子育て中のひとり親家庭などに拡大します。 

◼ 建物ごとの収集への切替え 

⚫ 地域コミュニティの希薄化等を背景に、共同の集積所を維持することが困難な状況が

生じていることから、集積所を利用している家庭や事業所を建物ごとの収集（各戸収

集）に切り替えることを検討します。 

◼ 夏季の早朝収集 

⚫ 日の出時間の早い夏季におけるカラス等による集積所のごみの散乱、高温多湿による

可燃ごみの腐食が観光客に与えるイメージや、清掃職員の熱中症予防等を考慮し、繁

華街を中心に夏季の収集時間を前倒しします。 

◼ 繁華街におけるマナー啓発 

⚫ 新橋や六本木の繁華街における、カラスによるごみの飛散や、通勤時の歩行の妨げを

防ぐことを目的とした早朝収集を継続するとともに、収集日以外のごみ出しや分別ル

ールが守られていないごみ排出者への直接指導など、生活環境の保全に向けたごみ出

しマナーの啓発を強化します。 

 

 

取組７－② みなとリサイクル清掃事務所作業連絡所の改築 

◼ みなとリサイクル清掃事務所作業連絡所の改築 

⚫ 作業連絡所を麻布いきいきプラザと合築で改築し、麻布・赤坂地区の狭小路地で回収

したペットボトル等の資源を積み替えるための中継拠点、麻布・赤坂地区から寄せら

れる相談や苦情に迅速に対応するふれあい指導業務の活動拠点としての機能を強化し

ます。 

 

  

拡充 
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取組７－③ 港資源化センターの機能強化 

◼ 港資源化センターの設備更新・長寿命化 

⚫ 港資源化センターの老朽化したびんライン・缶ラインの設備を更新し、資源プラスチ

ックラインの選別機能を強化することで、作業能率と製品品質の向上を図ります。 

⚫ 長寿命化計画に基づく取組により、維持管理コストの低減と平準化を図ります。 

◼ 港資源化センターのＰＲ強化 

⚫ 中間処理工程の解説と、排出時の分別や洗浄の重要性を伝える新たな啓発動画を作成

し、小・中学校の環境学習や海外からの視察受入などに活用するとともに、YouTubeな

ど多様な媒体で発信します。 

⚫ 環境問題や廃棄物問題に直面している海外諸都市への技術支援の一環として、海外か

らの視察を積極的に受け入れ、区が保有する資源プラスチック回収や港資源化センタ

ーでの中間処理などのノウハウ等を提供します。 

 

 

取組７－④ 非常時及び災害時の対応力強化 

◼ 災害廃棄物処理計画の策定 

⚫ 「港区地域防災計画」や「特別区災害廃棄物処理対策ガイドライン」に基づく災害時

における廃棄物処理体制を前提に、臨時的なごみの分別方法や排出場所等の課題をあ

らかじめ抽出し、その対策の詳細を定めた「港区災害廃棄物処理計画」を策定し、早

期の復旧・復興に向けた体制を強化します。 

◼ 荒天時や感染症拡大時における業務継続 

⚫ 相当な警戒を要する台風・降雪時における収集の実施可否（中止、前倒し、延期）を

適切に判断するとともに、実施する場合の必要人員や車両の確保等、中止する場合の

周知方法や事後対応等を万全なものとします。 

⚫ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大期などの非常時においても生活環境の保全及び

公衆衛生の維持の観点から清掃業務を継続するため、職員の感染及び濃厚接触などの

リスクを踏まえた収集体制の構築を図るとともに、職員の感染予防に必要な措置を講

じます。 

◼ 清掃職員の作業着・保護具の安全性向上 

⚫ 清掃職員の健康を守り、清掃事業を安定的に継続するため、熱中症予防機能を備えた

夏用作業着、感染症予防機能を備えた冬用作業着、ヘルメット、手袋、マスク、フェ

イスガードなど、安全性に優れた保護具の導入・確保を進めます。 

  

新規 

新規 
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基本目標３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

①大気汚染物質の濃度や公害に関する苦情は長期的に減少傾向 
区の大気環境は、低公害車14)の普及等を背景に、二酸化窒素（ＮＯ２）等の大気汚染物質

の濃度が長期的に減少傾向にあります。平成 30（2018）年度は、光化学オキシダント15)、

非メタン炭化水素16)を除き、環境基準を達成しています。 

騒音・振動など、区民の日常生活に悪影響を及ぼす問題に対しては、苦情の申立てがあ

った場合、現場調査を行って公害の発生状況等を確認し、必要に応じ発生源に対する指導

等を行い問題の解決に努めています。建設工事の騒音・振動に関する苦情が最も多く、近

年はアスベスト17)に関する苦情が増加傾向にあります。 

また、令和２（2020）年３月 29日から羽田空港新飛行経路の運用が開始され、区民から

は航空機の騒音等に対する不安の声や新ルートの固定化回避に関する意見等が寄せられて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
14）低公害車…窒素酸化物（ＮＯｘ）や粒子状物質（ＰＭ）等の大気汚染物質の排出が少ない、又は全く排出しな

い、燃費性能が優れているなどの環境にやさしい自動車。燃料電池自動車、電気自動車、天然ガス自動車、ハ

イブリッド自動車、低燃費かつ低排出ガス認定車などがある。 
15）光化学オキシダント…大気中の窒素酸化物や炭化水素等が、強い日射（紫外線）による光化学反応で生成する

酸化性物質の総称。光化学スモッグの主な原因となる。 
16）非メタン炭化水素…メタン以外の炭化水素の総称で、光化学オキシダントの原因物質の一つ。 
17）アスベスト…建設資材に多く使用されてきた物質で、吸入すると繊維が肺の中に残り、肺がんや中皮腫、アス

ベスト肺（肺の慢性線維症）の原因となる。 

区民が健康に暮らせる環境の維持と、あらゆる人が快適に過ごせる

環境の形成は、区の基本的責務 

引き続き、事業者、地域と協働して、生活環境の確保ときれいで過

ごしやすいまちづくりに取り組むことが必要 

基本目標３ 

健康で快適に暮らせるまち 

大気環境、騒音、振動、悪臭などの動向を継続的に監視し、状況に応じ

て適切な対応に取り組んでいくことが必要 

公害に関する種類別苦情件数の推移 二酸化窒素（ＮＯ２）年間平均値の推移 
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環境基準：1時間値の1日

平均値が0.04ppmから

0.06ppmまでのゾーン内

又はそれ以下であること。
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②今後も続く活発なまちづくり 
区では、大規模な開発事業の実施が環境に与える影響に十分

な配慮がなされるよう、平成７（1995）年に「港区環境影響調

査実施要綱」を定め、延べ面積５万㎡以上の建築物の新築事業

を対象に、独自の環境アセスメントを実施し、事業者と協力し

て環境負荷の低減に努めてきました。 

 令和３（2021）年度以降も、ＪＲ高輪ゲートウェイ駅及び品

川駅周辺、虎ノ門・麻布台地区などにおいて、大規模な事業が

予定されており、引き続き事業者と協力して環境負荷の低減に

向けた取組を進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

③広がりを見せる「みなとタバコルール」と地域主体の環境美化活動 
受動喫煙による健康被害を防ぐことは社会的課題となっています。令和２（2020）年４

月には、「健康増進法の一部を改正する法律」・「東京都受動喫煙防止条例」が全面施行され、

屋内は原則禁煙となりました。 

区では、たばこを吸う人も吸わない人も快適に過ごせるまちづくりをめざし、平成 26

（2014）年度から「みなとタバコルール」を推進しており、屋外における受動喫煙防止の

観点から、取組の重要性は更に高まっています。令和２（2020）年４月の「みなと受動喫煙

防止宣言」も踏まえ、より一層周辺に配慮した喫煙環境の整備を進める必要があります。 

空き缶等のごみの散乱やたばこの吸い殻

のポイ捨て防止に向け、各地区で実施してい

るパトロールや清掃、キャンペーン活動など

の環境美化活動は、誰もが快適で気持ちよく

過ごせるまちづくりに大きく貢献していま

す。年々参加者が増える傾向にありましたが、

新型コロナウイルス感染拡大を背景に、今後

は密集・密接を避け、参加者が一堂に会さな

い方法でも環境美化活動を推進していくこ

とが求められます。 

 

 

 

  

引き続き区独自の環境アセスメント等を通じて、事業者と協力して大規

模な開発事業等による環境負荷の低減に取り組むことが必要 

誰もが快適に過ごせるまちの実現に向け、みなとタバコルールの更なる

浸透と、地域の環境美化活動の推進が必要 

地域団体等との協働による 

環境美化キャンペーンの参加者数の推移 

虎ノ門・麻布台地区 

第一種市街地再開発事業 

（令和４（2022）年度工事完了予定） 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

Ｈ22Ｈ23Ｈ24Ｈ25Ｈ26Ｈ27Ｈ28Ｈ29Ｈ30Ｒ元

（人）

（年度）



第３章 施 策

54 

 

施策・取組の方向性 

 現状と課題を踏まえ、以下の施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

◆関連するＳＤＧｓのゴール 

大気環境の保全、騒音、振動、悪臭などへの対策、

開発事業等に際した環境配慮の誘導、区民や事業者

との協働による環境美化活動等を通じて、右のゴー

ルの達成に貢献していきます。 

 

 

 

施策の目標 

 

良好な生活環境が確保されている（大気汚染・悪臭・騒音・振動等） 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

公害苦情件数 350 件／年 330 件／年 300 件／年 

 

 

まちづくりに際して環境への配慮が適切に行われている 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

環境影響調査審査会※の開催数 ４回／年 ４回／年 ４回／年 

※ 法律・経済、環境、建築・都市計画、地域活動、行政の学識経験者等で構成し、区長が環境影響調査書案

に対する意見を作成するに当たり、専門的な見地から審査し、適正な環境配慮や対策がなされるよう、

意見を述べる機関 

  

良好な生活環境の確保 施策８ 

環境美化活動の推進 施策 10 

基本目標３ 

健康で快適に暮らせるまち まちづくりにおける環境配慮の促進 施策９ 

施策８の 

目標 

施策９の 

目標 
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「みなとタバコルール」が守られるとともに、環境美化活動が活発に

行われ、快適に過ごせるまちづくりが進んでいる 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

屋外密閉型指定喫煙場所及び 

屋内指定喫煙場所の数 
46か所 76か所 106 か所 

環境美化活動・キャンペーン 

への参加者数 
4,500 人／年 20,000 人／年 20,000 人／年 

 

  

施策 10 の 

目標 
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施策 

 

施策８ 良好な生活環境の確保 

 

区民の生活環境を守るための基本となる大気環境の保全、騒音、振動、悪臭や有害化

学物質、土壌汚染への対策などについて、法令に基づく監視、測定、指導や区民・事業者

への情報提供などに取り組みます。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組８－① 良好な大気環境の保全 

◼ 低公害車等の普及とエコドライブ等の啓発・促進 

⚫ 区民、事業者等に向け、ＺＥＶを含む低公害車・低燃費車の普及やエコドライブの啓発

を進めます。 

⚫ 区は庁有車のＺＥＶを含む低公害車化・低燃費車化を進めます。 

◼ 大気環境の監視及び測定結果の情報提供 

⚫ 二酸化硫黄、二酸化窒素、光化学オキシダント、ＰＭ2.5 等の大気汚染物質及び気象

等の常時監視を行い、区民に向け適時、適切に情報提供を行います。 

 

 

●コラム● エコドライブ 

 エコドライブは、低燃費で安全を考えた運転です。燃料消費量や二酸化炭素排出量を

減らす運転、心がけを守ることで、安全運転、交通事故の削減にもつながります。 

 

１ 自分の燃費を把握しよう 

２ ふんわりアクセル「ｅスタート」 

３ 車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転 

４ 減速時は早めにアクセルを離そう 

５ エアコンの使用は適切に 

６ ムダなアイドリングはやめよう 

７ 渋滞を避け、余裕をもって出発しよう 

８ タイヤの空気圧から始める点検・整備 

９ 不要な荷物はおろそう 

10 走行の妨げとなる駐車はやめよう 

出典：COOL CHOICE ホームページを基に作成 

  

エコドライブ 10のすすめ 
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取組８－② 騒音・振動、悪臭などに対する指導の徹底と啓発の推進 

◼ 騒音・振動、悪臭などへの対策 

⚫ 事業活動に伴う騒音や振動、悪臭などの発生に対し、「都民の健康と安全を確保する環

境に関する条例」（以下「東京都環境確保条例」という。）などの関係法令に基づく指

導を徹底します。 

⚫ 近隣騒音などを防止するための啓発を進め、快適な生活環境を確保します。 

⚫ 区内の幹線道路において、自動車騒音・振動を定期的に測定し、環境基準の達成状況

などを調査します。 

⚫ 羽田空港新飛行経路の運用について、騒音の状況や区民の声等を国に伝えるとともに、

更なる騒音対策や新ルートに限らず飛行経路に係る様々な運用等を検討するよう求め

ていきます。 

◼ 臭気対策 

⚫ 東京都と連携して、建築物の地下にある排水槽（ビルピット）の管理者等への指導な

ど、臭気の発生抑制に取り組みます。 

 

 

取組８－③ アスベスト対策の推進 

◼ 区有施設のアスベスト対策 

⚫ 建築物の解体、改修工事時のアスベストの飛散を防止するため、区は全ての区有施設

を対象に実施した調査結果に基づき、アスベスト除去などの適切な対策を講じます。 

◼ 民間建築物のアスベスト対策 

⚫ 建築物解体工事等に際し、アスベストの事前調査結果報告制度等の周知を図るととも

に、アスベスト飛散防止策が適正に行われるよう、事業者等へ指導・助言を行います。 

 

 

取組８－④ 有害化学物質等への対策の推進 

◼ 有害化学物質の適正管理 

⚫ 東京都環境確保条例に基づき、区は人体や環境に有害な化学物質を取り扱う事業所に

対して適正な管理を徹底するよう指導し、環境への影響の防止に努めます。 

◼ 土壌汚染対策 

⚫ 事業者が「土壌汚染対策法」や東京都環境確保条例に基づく手続を適正に進めるよう、

区は東京都と連携して助言、指導を行います。 
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施策９ まちづくりにおける環境配慮の促進 

 

区独自の環境アセスメントの推進などにより、区内における開発事業等に際して周辺

環境にもたらす様々な影響への配慮を求めていきます。また、大規模な開発事業に際し

ては、区内外に及ぼす影響に鑑み、東京都や周辺区と連携して環境に配慮した適切なま

ちづくりを誘導していきます。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組９－① 環境アセスメントの推進 

◼ 開発事業等の環境アセスメントの推進 

⚫ 区の環境アセスメント制度の適切な運用を図るとともに、制度の効果的な運用に向け

た評価項目の見直しを検討します。また、国や東京都が行う環境アセスメントへの意

見表明を通じて、環境への十分な配慮を事業者に求めていきます。 

◼ ビル風対策の推進及び拡充 

⚫ 「港区ビル風対策要綱」に基づき、事業者に対し、ビル風を防ぐための防風植栽の施

工、管理の計画についての届出や区への生育状況の報告を求めていきます。 

⚫ 建築技術等の進展を踏まえ、ビル風対策に係る様々な技術や工夫等について事業者に

指導・助言し、より効果的で質の高い防風対策を促進します。 

 

   

 

  

拡充 

強風によって傾いた樹冠 樹勢が回復せず、防風対策の 

機能を果たせていない植栽 
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取組９－② 環境に配慮した適切なまちづくりの誘導 

◼ 開発事業等の適切な誘導 

⚫ 開発事業等が実施される際には、「港区建築物低炭素化促進制度」、「緑化計画書制度」、

地域のまちづくりガイドライン等を通じて、エネルギーの効率的利用やみどりの保全・

創出、ヒートアイランド対策等を誘導します。 

⚫ 大規模な開発事業などにおいて、地域におけるエネルギーの有効活用や再生可能エネ

ルギーなどの利用、熱環境の改善、暑熱対策、二酸化炭素排出量の削減に有効な緑化、

風の道への配慮等を促し、持続可能なまちづくりを誘導していきます。 

◼ 良好な景観形成 

⚫ 港区特有の緑、水辺空間、歴史的・文化的資源を生かし、魅力ある街並みを形成して

いくため、「港区景観条例」、「港区景観計画」に基づき、一定規模以上の建築物や工

作物の建設などを対象に、良好な街並みの形成を指導・誘導します。 

 

   
大門通り周辺景観形成特別地区      環状２号線周辺景観形成特別地区 
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施策 10 環境美化活動の推進 

 

区民をはじめ、区内で働く人、区を訪れる人にも快適な生活環境を提供していくため、

みなとタバコルールの推進、受動喫煙防止に配慮した喫煙場所の整備、環境美化活動を、

区民、事業者と協力して進めます。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組 10－① 地域の環境美化活動の普及・啓発 

◼ 地域の環境美化活動の普及・啓発 

⚫ 各地区生活安全・環境美化推進協議会を中

心とする区民、事業者等と区との協働によ

る環境美化・啓発活動の促進に向け、ＳＮＳ

の活用や、優良団体の表彰制度を通じた自

主的な取組の紹介等により、事業者等の活

動の見える化と取組意欲の向上を図ります。 

⚫ 来街者等に対してちらしなどの配布や、デ

ジタルサイネージ、ポスターなどを活用し

て環境美化に関する啓発を推進します。 

 

取組 10－② みなとタバコルールの推進 

◼ みなとタバコルールの普及 

⚫ 屋外における受動喫煙防止に向け、みなと

タバコルールの周知・啓発、路上・歩行喫煙

者に対する巡回指導・重点指導を更に充実

します。 

⚫ みなとタバコルール宣言登録事業を推進し、

登録事業者と連携して、在勤者や来街者に

対するルールの周知・徹底を図ります。 

◼ 密閉型指定喫煙場所の整備 

⚫ より周辺環境に配慮し、分煙効果が高い屋

外密閉型喫煙所の整備を推進します。 

⚫ 屋内喫煙所設置費等助成制度を通じて民間

事業者による喫煙場所の設置を促進します。 

  

拡充 

拡充 

拡充 

芝地区クリーンキャンペーン 

～路上喫煙ゼロのまち！～ 

みなとタバコルール シンボルマーク 

高橋是清翁記念公園指定喫煙場所 
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基本目標４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

①多様な水環境は港区の大きな特徴 

しかし、古川・運河・お台場の海の水質はいまだ大きな課題 
起伏に富んだ地形と東京湾に面した立地を背景に、湧水、河川、運河、海という多様な

水環境があることは、港区の大きな特徴です。 

 近年、古川、運河、海の水質のデータに大きな変化は見

られず、お台場の海、運河において水質の環境基準が一部

未達成の状況がある状態が続いています。上流部の水質、

下水道の構造などの問題が背景にあり、区単独で解決を

図ることは容易ではなく、関係機関と協力して問題解決

に取り組むことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都心にありながら、多様な水辺と豊かな緑があることは港区の大き

な特徴の一つ 

水のつながりである「水循環系」を保全・再生するとともに多様な

生きものが生息・生育する大小様々な緑と水辺のつながりを守り、

育て、人も生きものもともに暮らせるまちをつくっていくことが必要 

長年の課題である水質改善に向け、東京都をはじめとする関係機関、

地域の住民、事業者等との継続的な取組が必要 

 

基本目標４ 

水と緑のうるおいと 

生物多様性の恵みを大切にするまち 

古川 運河 お台場の海 

湧水 
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②多様な水環境が構成する水循環系とまちのうるおい 
台地上に降った雨が地下にしみこみ、台地の崖下の湧水から湧き出て、古川、運河、海

を経て、再び雨となって降り注ぐ一連の流れを「水循環系」といいます。 

都心に残存する湧水は、自然環境としても貴重な存在ですが、コンクリート、アスファ

ルトに被われた土地が多く、雨水が下水に直接流される構造があるため、地下にしみこむ

雨水の量が減り、湧水量は減少しています。 

また、古川や運河の水辺、お台場の海辺は、都市のうるおいや魅力を生み出す貴重な資

源であり、まちづくりと連携しながら親水空間をより充実していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区内の水循環系のイメージ 

 

 

 

 

 

③過去から現在に受け継がれた歴史ある自然と、まちづくりから生み 

出される新しいみどりが織りなす、みどり豊かな環境 
港区には、赤坂御用地や自然教育園、芝公園、

有栖川宮記念公園などの大規模でまとまりの

あるみどりをはじめ、歴史ある社寺の樹林、崖

線に残された斜面緑地、身近な公園の草地、開

発事業によって生み出された新しい緑地など、

多様で生物相豊かなみどりの環境があります。 

これらを生かしながら、まちづくりの機会を

捉えてみどりの創出に引き続き取り組むこと

が必要です。 

 

 

  

水循環系を保全・再生するとともに、貴重な資源である水辺を生かし、

うるおいの感じられるまちをつくっていくことが必要 

歴史あるみどりを大切にしつつ、民間のまちづくりや道路・公園・公共

施設等の整備に際したみどりの創出により、豊かで質の高いみどりを育

んでいくことが必要 

湧水 

降水 

古川 運河 

雨水浸透 

地下水 

蒸発 

有栖川宮記念公園 
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緑被地の分布 
出典：港区「港区のみどりと水 第９次みどりの実態調査から」平成 29（2017）年 

  

構造物被覆地

74.25%

樹木被覆地

18.46%

草地

2.46%

屋上緑地

0.85%

裸地

2.15%
水面

1.82%

調査区域面積

2,076.70ha

区全体の 

緑被率の 

状況 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の１地形図を利用して作成したものである。 

（承認番号）2 都市基交著第 143号 
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④生物多様性から生み出される様々な自然の恵みに支えられている 

 区民の暮らし 
区民の生活や区内における事業活動は、国内外から

供給される食糧、資源など、生物多様性から生み出さ

れる様々な自然の恵みに支えられています。しかし、

区民を対象に実施した「生物多様性に関するアンケー

ト調査」の結果から、このことがあまり知られていな

いことが明らかとなっています。 

 区内では、生物多様性に関する自主活動に取り組ん

でいる区民、事業者、保育施設、教育・研究機関、学識

経験者、ボランティア団体が連携・協働する組織「生 

物多様性みなとネットワーク」が平成 28（2016）年から活動しており、区民・事業者への

生物多様性の普及・啓発、会員間の情報交換や交流を促進するイベントを開催しています。 

 こうした活動を生かしながら、生物多様性に対する区民・事業者の理解を醸成していく

ことが必要です。 

 

 

 

 

⑤生きものと共存できるまちづくりに向けて 
区内には、チョウやタンポポ、カエル、トカゲなど 2,000 種以上の生きものが生息・生

育しています。令和元（2019）年度に、港区がめざす自然環境の保全・再生のシンボルとな

る生きものとして、区民投票により「カワセミ」を選定しました。ビオトープの創出、生き

ものの生息地をつなぐエコロジカルネットワークの形成を通じて、カワセミをはじめとする

鳥や昆虫などの生きものの存在を身近に感じられるまちをつくっていくことが必要です。 

 在来種の生息を脅かすアカミミガメ、アメリカザリガニや、区民の健康や住宅に被害を

及ぼす恐れのあるハクビシン、アライグマ、ヒアリ、セアカゴケグモなどの外来種も、区

内や近隣区で確認例が増えており、対策が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生物多様性の認知度 

（令和元（2019）年度調査・n=470） 

生物多様性の重要性に対する区民・事業者の理解を醸成し、生物多様性

に配慮した暮らしや働き方を促進していくことが必要 

 
生きものがすめるビオトープ、それを結ぶエコロジカルネットワークの

形成を進めるとともに、外来種への対策を講じていくことが必要 

亀塚公園で保全している 

在来種のカントウタンポポ 

区内の公園に定着した 

外来種のアメリカザリガニ 

 

港区がめざす自然環境の保全 

・再生のシンボル「カワセミ」 

意味を

知っていた

39.8%
聞いたことは

あるが意味は

知らなかった

34.7%

聞いたこと

がなかった

24.7%

無回答

0.9%

➡別冊Ⅱ－２ 港区の生物多様性の概要（別冊 p.52～71） 

別冊Ⅱ－３ 生物多様性保全・再生の重点箇所の概要（別冊 p.72～74） 

別冊Ⅱ－４ 港区生物多様性地域戦略（前戦略）の実績と課題（別冊 p.75～78） 
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施策・取組の方向性 

 現状と課題を踏まえ、以下の施策を推進します。 

 施策 14及び施策 15は、「港区生物多様性地域戦略」として位置付けるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆関連するＳＤＧｓのゴール 

水環境の改善、区民生活にうるおいをもたらすと同時に生きものの生息場所となるみどりの

保全・創出に、区民・事業者との協働で取り組むことで、次のゴールの達成に貢献していきます。 

 

 

 

  

古川・運河・お台場の海の水質改善 施策 11 

基本目標４ 

水と緑のうるおいと 

生物多様性の恵みを大切

にするまち 

生物多様性の保全・再生 施策 15 

港区生物多様性地域戦略 

豊かで質の高いみどりの保全・創出 施策 13 

生物多様性の理解と浸透 施策 14 

水辺空間と水循環系の保全・再生 施策 12 
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港区生物多様性地域戦略の長期目標 

平成 22（2010）年にＣＯＰ10（生物多様性条約第 10 回締約国会議）で採択された、生物多

様性に関する国際的な目標である「愛知目標」に掲げられている「2050年までに『自然と共

生する』世界を実現するビジョン」を踏まえ、令和３（2021）年度から令和 32（2050）年度

までの 30年間を港区生物多様性地域戦略の長期目標期間とし、長期目標を次のとおり設定し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 港区の豊かな暮らしと都市としての発展は、区内にとどまらず、周辺地域、日本全国、

さらには世界中からの多くの資源・エネルギーに依存しており、その多くが生物多様性

から生み出される自然の恵みによるものです。 

 したがって、世界中で進行している生物多様性の危機は、私たちの暮らし、都市とし

ての発展に負の影響を与えているといえます。 

 このような状況を港区に住み、学び、働く人全てが理解した上で、一人ひとりの行動

につなげ、生物多様性を健全な状態で将来の世代に引き継ぐことが、私たちの豊かな暮

らし、豊かな環境を守ることにつながります。 

 以上のことから、港区生物多様性地域戦略は、これまでの戦略が掲げてきた長期目標

を継承し、「まちの活気と生きものが共存して、生物多様性の恵みに感謝し、笑顔があふ

れているまち・みなと」の実現に向けて、生物多様性の保全と、その恵みの持続可能な

利用に取り組みます。 

  

生物多様性地域戦略がめざす 2050年の港区の姿 
 

まちの活気と生きものが共存して、 

生物多様性の恵みに感謝し、笑顔があふれているまち・みなと 
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●コラム● 生物多様性の恵みとは 

 地球上のあらゆる生きものが、お互いに関わりあいながら生きていることを生物多様

性といいます。私たち人類も生物多様性の一員であり、他のたくさんの生きものとつな

がり、食べ物や水など生物多様性から得られる恵みを受けて生きています。 

 港区における区民の暮らしや企業の活動は、国内の農村地域や海外から供給されてい

る食べ物、エネルギーなど、地球上の様々な自然や生きものたちがつくり出す物資に支

えられています。 

 一方で、多くのオフィスや商業施設、ホテルなどの事業所が集まる港区は、地球温暖

化の原因となる二酸化炭素を大量に排出しています。二酸化炭素排出量の増加は、地球

温暖化を進行させ、地球全体の気候を変動させます。気候変動は、私たちの暮らしだけ

でなく、生態系にも大きな影響をもたらします。 

それは、サクラの開花時期が早まるといった身近なことから、農作物の収穫時期や収

穫量の変化、山林の植生の変化、南方にすんでいた昆虫類の北上、サンゴの白化など、

地球規模の影響に至るまで多岐にわたります。さらには、種の絶滅や生息・生育域の移

動、減少、消滅などを引き起こし、やがて私たちの暮らしを支える生物多様性の恵みを

損なっていきます。 

 このように、港区における区民の暮らしや企業の活動は、国内外の生物多様性の恵み

に依存していると同時に、生物多様性の恵みを供給している地域の生態系に影響を与え

ています。 

 未来の人々が享受する生物多様性の恵み、それらに支えられた豊かな暮らしを守って

いくため、身近な自然のみならず、地球上の全ての生物多様性を守り継いでいくことが

必要です。 

 

私たちの暮らしと生物多様性の恵み 
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施策の目標 

 

古川、運河、お台場の海の水質改善が進んでいる 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

古川の水質の環境基準達成 
全４地点において 

全項目で環境基準 

達成 

全地点、全項目で

の環境基準達成 

全地点、全項目で

の環境基準達成 

運河の水質の環境基準達成 

全５地点のうち 

一部の地点における

項目について 

環境基準未達成 

全地点、全項目で

の環境基準達成 

全地点、全項目で

の環境基準達成 

お台場海浜公園における 

水質の水浴場判定基準の達成 

全３地点において

水浴場の判定基準

を達成している 

全地点において、

おおむね水浴場の

判定基準を達成し

ている 

全地点において、

おおむね水浴場の

判定基準を達成し

ている 

 

 

地下に実質的に浸透する雨水の量が増え、水循環系の保全・再生が 

進んでいる 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

雨水の地下浸透量 72,000 ㎥ 77,700 ㎥ 83,400 ㎥ 

 

 

みどりの保全と創出により、区内全体で緑が増加し、区民が緑の豊か

さを実感している 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

緑化計画書制度により 

整備された緑化面積 
9,000 ㎡ 52,000 ㎡ 106,000㎡ 

  

施策 11 の 

目標 

施策 13 の 

目標 

施策 12 の 

目標 
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生物多様性が広く区民に認知され、理解が深まっている 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

生物多様性の認知度※ 75％※ 80％ 85％ 

※ 「生物多様性に関するアンケート調査」（令和元年度実施）において、生物多様性という言葉について

「意味を知っていた」又は「聞いたことはあるが意味は知らなかった」と回答した区民の割合 

 

 

多様な生きものがすむ自然環境の保全・再生が進んでいる 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

カワセミの生息地数 ４か所 増加 増加 

 

 

 

 

 

●コラム● 「みどり」と「緑」 

 港区では、豊かなみどりのもたらす恩恵によって、区民が快適な生活を営むことがで

きる環境を実現していくため、「港区みどりを守る条例」を定め、みどりの保全と創出に

取り組んできました。 

 ここでいう「みどり」は、樹木、樹林、生け垣、草花等の植物と、これらを取り巻く

水、土壌、大気等の動植物の生息地又は生育地が一体となって構成された自然環境を広

く表します。 

 なお、「緑」と表記する場合

は、樹木、樹林、生け垣、草花

等の植物そのものを指してい

ます。 

 

 

 

 

 

  

施策 15 の 

目標 

施策 14 の 

目標 

みどり 

緑 
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施策 

 

施策 11 古川・運河・お台場の海の水質改善 

 

古川、運河、お台場の海の水質改善に向け、水環境の監視測定、お台場ふるさとの海

づくりなどの取組を継続しつつ、東京都をはじめとする関係機関、地域の住民、事業者

等と情報を共有しながら対策を検討、実行します。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組 11－① 古川の水環境改善 

◼ 水質の監視測定及び測定結果の情報提供 

⚫ 定期的な水質調査を継続し、結果を区ホームページ等により区民に公表します。 

◼ 古川の浄化対策 

⚫ 古川の清流復活・再生に向け、河川清掃や流路整正等の管理を効果的に実施するとと

もに、落合水再生センターからの下水高度処理水や地下鉄からにじみ出る水を放流す

るなど、東京都と連携し水量を確保することで、古川における水質を浄化します。 

 

取組 11－② お台場の海及び運河の水質改善 

◼ お台場の海及び運河の水質改善の促進 

⚫ お台場海浜公園内における区独自の水質調査、水質予測の取組を継続します。 

⚫ 運河において、区独自の定期的な水質調査及びダイオキシン類調査、大雨時に排出さ

れる簡易処理水の影響調査を継続します。 

⚫ お台場海域及び運河の水質調査結果をもとに、今後も管理者である東京都に対策の提

案・要請を行うなど調整連携を図り、水質改善に向けた取組を進めます。 

⚫ 大学等と連携した環境学習などにより、区民等の意識啓発を図ります。 

◼ 泳げるお台場の海創生事業 

⚫ 「お台場プラージュ（海水浴）」の拡充を検討するとともに、地域住民で構成するお台

場プラージュ実行委員会の活動を支援します。また、東京大学との共同研究で構築し

た「お台場海水浴予報システム」の精度向上に取り組みます。実施に当たっては、東

京都と調整を図るほか、地域住民や事業者、令和６（2024）年に開催されるオリンピ

ック・パラリンピック競技大会の開催都市であるパリ市との連携を強化します。 

⚫ 海水浴期間における水中スクリーンの設置等を通じて、水質改善に向けた取組を推進

します。 

◼ お台場ふるさとの海づくり 

⚫ 地引網、海苔の育成など、海に関わる様々なイベント等を開催し、環境保全への関心

を高めます。  

拡充 

拡充 
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施策 12 水辺空間と水循環系の保全・再生 

 

貴重な資源である水辺を生かし、うるおいの感じられるまちをつくっていくため、古

川や運河などにおいて、沿川のまちづくりと連携しながら親水空間をより充実していく

とともに、水循環系の保全・再生に取り組みます。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組 12－① 親水空間の充実 

◼ 水辺空間の親水化 

⚫ 水辺に親しめる空間を増やしていくために、古川では護岸整備に合わせて、隣接する

公園や緑地等を活用した親水空間を整備します。 

⚫ 運河沿いで開発事業が行われる際には、事業者に対して親水空間の整備促進を指導す

るとともに、周辺の親水環境づくりを関係機関に要請します。 

⚫ 水辺のにぎわい創出のため、親水テラス等のライトアップ、運河沿いでのプロジェク

ションマッピングや光の演出等を検討します。 

◼ 水辺の散歩道の整備 

⚫ 東京都は、水門の内部にある埋立地を浸水から

守るため、臨海部の運河に沿って内部護岸18)の

整備を進めています。区は区民が気軽に水辺空

間に親しめるよう、内部護岸の上部に舗装や照

明のほか、植栽やベンチなどの休養施設を順次

整備し、運河沿緑地として開放しています。運

河沿緑地が橋りょうにより分断されている箇所

においては、連続化を図ることで、水辺の散歩

道としてのネットワーク形成を更に推進します。 

 

 

取組 12－② 健全な水循環系の保全・再生 

◼ 雨水の地下浸透の促進と湧水地の保全 

⚫ 道路舗装を透水性舗装にすることや、公共施設及び大規模建築物等の新築や増改築時

に雨水浸透施設の設置指導を行うことで、雨水の地下浸透を促進し、健全な水循環機

能の保全・向上を図ります。 

⚫ 地下水涵
かん

養域19)においては、雨水を積極的に浸透させ、湧水地を保全します。  

 
18）内部護岸…地震時の護岸倒壊による浸水を防止するとともに、高潮時に水門などを閉鎖した後の降雨・下水等

の流入による内水面の上昇から背後地を防護する施設 
19）地下水涵養域…現存が確認できる湧水の近くの区域を限定して対象とし、区全域で算出した地下水標高を結ん

だ地下水位等値線等を基に地下水脈を想定し、この水域が湧水に至る可能性を考慮して推定した、おおむねの

区域 

水辺の親水空間 
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施策 13 豊かで質の高いみどりの保全・創出 

 

多様で生物相豊かなみどりの環境を生かしながら、人々が快適に暮らし、活動できる

まちをつくるため、区民、事業者等との協働により、みどりの保全・創出を推進すると

ともに、生きものを誘致する緑化の誘導に取り組み、都市の自然生態系の構築を図りま

す。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組 13－① 区民との協働によるみどりの保全・創出と普及・啓発 

◼ みどりの普及・啓発 

⚫ みどりに接する契機となるよう緑の講習会での苗木配布等を行います。 

⚫ 公園におけるイベントや講座を通じ、みどりの普及・啓発に努めます。 

◼ 区民協働によるみどりの保全・創出活動の支援 

⚫ 「みどりの活動員制度20)」、「アドプト制度21)」

を通じて、区民協働によるみどりの保全・創

出活動を支援します。 

 

 

 

 

 

 

◼ 歴史あるみどりの保全 

⚫ 「港区みどりを守る条例」に基づき、一定規模以上の樹木・樹林を保護樹木・樹林と

して指定し、所有者に対し維持管理に関する支援を行うことにより、緑の保全に努め

ます。 

⚫ 国・都・区指定の天然記念物、環境省の定める特定植物群落に関する情報を国や東京

都と共有して、保全を図ります。 

⚫ みどりの骨格を形成する斜面緑地について、保護樹木・樹林の指定、緑化計画書の運

用、景観協議等を通じて保全します。 

  

 
20）みどりの活動員制度…民間緑地の維持管理やみどりに関する知識の普及・啓発活動に自主的に取り組む区民・

事業者を、区が支援する制度 
21）アドプト制度…アドプトとは「養子にする」という意味。地域の道路・公園等を「養子」に、区民等が構成す

る団体等を「里親」に見立てて、「養子」の美化、清掃、緑化等に「里親」が関与するという、一連の手続を    

アドプト・プログラムと呼ぶ。 

アドプト制度によってつくられた花壇 
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取組 13－② 民有地における多様な緑化の推進 

◼ 緑化計画書制度による緑の量の確保と質の向上 

⚫ 開発事業や建築物の新築・増改築に際して自然と共生できる質の高いみどりを保全・

創出するため、「緑化計画書制度」に基づき、樹木・樹林の保全や、屋上緑化・壁面緑

化など多様な手法を用いた効果的な緑化を指導し、以下に貢献するみどりの保全・創

出を誘導します。 

・エコロジカルネットワークの形成と生物多様性の向上 

・二酸化炭素の吸収 

・ヒートアイランド現象の緩和  など 

⚫ みどりの質を一層向上させていくため、みどりが担う多様な機能に着目した緑化基準

の見直しを検討します。 

⚫ 民有地の優れた緑化施設を表彰する「港区みどりの街づくり賞」制度により、緑化に

対する区民・事業者等の意識を高め、緑の質の向上につなげます。 
 

関連する施策・

取組 

施策１ 脱炭素まちづくりの推進 

取組１－④ 緑化による二酸化炭素の吸収 

施策 15 生物多様性の保全・再生 

取組 15－② 生きものに配慮したまちづくりの推進 

 

◼ 屋上緑化・壁面緑化等の推進 

⚫ 都心部での土地の高度利用に対応した建物の屋上や壁面を積極的に活用した緑化を指

導・誘導するとともに、「屋上等緑化助成制度」の普及を図り、区民の生活空間にうる

おいのある緑を創出します。 

⚫ 戸建て住宅や集合住宅の庭先やベランダ・屋上などの身近な場所で手軽にできる緑化

を紹介する緑化ガイドの作成等により、区民への周知・啓発を図ります。 

 

 

  

令和２（2020）年度みどりの街づくり賞受賞施設 

拡充 

拡充 
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取組 13－③ 公共空間における緑化の推進 

◼ 区有施設の緑化の推進 

⚫ 区有施設の新築・増改築及び改修時には、計画段階から質の高い緑地の保全・創出を

検討し、地上部のほか屋上、壁面など様々な空間を活用した緑化に努め、緑の量の確

保と質の向上をめざします。 
 

関連する施策・

取組 

施策 15 生物多様性の保全・再生 

取組 15－② 生きものに配慮したまちづくりの推進 

◼ 公園等の整備 

⚫ 大規模な民間開発における公園や広場の適切な配置や整備、都市計画公園三田台公園

の整備促進を図ることで、緑の量と質の向上をめざします。また、計画段階から区民

参画の手法を取り入れ、地域特性や区民のライフスタイルに合わせて公園の整備を進

めます。 

◼ カワセミの生息環境の整備 

⚫ 区有施設や公園等の整備に際して、区がめざす自然環境の保全・再生のシンボル「カ

ワセミ」が採餌、営巣できる環境の整備に取り組みます。 

◼ 道路緑化の推進 

⚫ 街並みの景観を高め、うるおいとやすらぎのある道路環境をつくるため、幹線道路を

生かした緑の軸を形成しながら道路緑化を推進します。 

⚫ 既存の植栽を良好な状態で維持・育成するため、適切な維持管理を実施します。 

⚫ 夏季の日中の気温が高く緑が少ない地域を中心に、街路樹及び沿道敷地の高木の育成

による緑陰形成を進めます。 

⚫ 台風による倒木を防ぐとともに、地域住民などの意見を反映させるなど、地域特性に

配慮した樹種を選定し植栽します。 
 

●コラム● カワセミ 

 カワセミは、背中の鮮やかな青色とお腹のオレンジ色が特徴の水鳥で、その美しさから宝

石にも例えられます。川や池にダイビングして小魚やエビ、水生昆虫などを捕食します。 

区内では季節を問わず弁慶濠、旧芝離宮恩賜庭園、自然教育園、港南緑水公園の水辺

などで見ることができます。カワセミの餌となる水生生物が生息できる良好な水辺とか

くれがとなる一定量の緑があれば、都心でもカワセミを呼ぶことができます。 

   

 

新規 

仮 

港南緑水公園のカワセミ 自然教育園のカワセミ 
出典：自然教育園ホームページ 
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港区生物多様性地域戦略  

施策 14 生物多様性の理解と浸透 

 

生物多様性の重要性に対する区民、事業者の理解を醸成し、生物多様性に配慮した暮

らしや働き方を促進していくため、区民・事業者への普及・啓発や環境学習を進めると

ともに、様々な主体の協力による生物多様性の保全に関する取組を進めます。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組 14－① 生物多様性の普及・啓発 

◼ 生物多様性に関する普及・啓発の推進 

⚫ 区内の自然環境などの情報を継続的に収集・蓄積し、区ホームページ、冊子、パンフ

レット、パネル展などにより積極的に発信します。 

⚫ 区がめざす自然環境の保全・再生のシンボル「カワセミ」を活用し、生物多様性への

関心喚起につながる普及・啓発を展開します。 

◼ 生物多様性に配慮した暮らしと働き方の促進 

⚫ 区民が日々の暮らしの中でできる、生物多様性に配慮した行動メニューや、生物多様

性に配慮してつくられた商品やサービスの認証制度などについて、区ホームページや

イベント等を通じて普及・啓発します。 

⚫ 生物多様性みなとネットワーク会員と協働で策定した「事業者向け生物多様性行動メ

ニュー」の普及を進めます。 

 

●コラム● 事業者向け生物多様性行動メニュー 

 「事業者向け生物多様性行動メニュー」は、事業活動の中で実践してほしい生物多様

性に関する行動をまとめたものです。生物多様性みなとネットワークの会員が話し合い、

作成しました。会員と協働して、事業者に向け、様々な場面で行動メニューの普及を進

めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拡充 

➡別冊Ⅱ－５ 各取組の事業予定（別冊 p.79～80） 

植木鉢やプランターの設

置、ベランダ・屋上・壁面

の緑化、ビオトープの整備

等、積極的に緑を育て、増

やしましょう。 

学校教育への協力、農業・

自然体験の提供等をとお

して、生物多様性の大切さ

を伝えていきましょう。 

エコラベルの付いた認証

商品や再生可能な資源等

の環境に配慮した商品を

選んで使いましょう。 

生物多様性に関する取組について、社内や社外で情報を発信・共有し、様々な主体と連携を

図っていきましょう。 

つながろう 

育てよう 伝えよう 使おう 
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取組 14－② 生物多様性の学びをとおした環境学習の推進 

◼ 学びの機会の提供 

⚫ 自然を身近に感じ、生物多様性の大切さへの理解を深めていくため、生きもの観察会

や、あきる野市の「みなと区民の森」などでの環境学習等を通じ、暮らしと生物多様

性の関わりを学ぶ機会を創出します。 

⚫ 教育委員会などとの連携により、学校プールに生息するヤゴの救出観察会など、生物

多様性に関連する環境学習を推進します。 

⚫ 様々な主体と連携して、区内外で生物多様性を学ぶ場や機会を継続して設けます。 

・各総合支所や児童館、中高生プラザで野菜や花の栽培を学ぶ学習会 

・保育施設や幼稚園などで野菜を育て収穫した作物を調理し食べる活動 

・芝浦公園の田んぼでの田植え・稲刈り講習 

・あきる野市をはじめとする地方都市での農業体験 

・民間施設の緑地を活用した生物多様性の保全に関する環境学習 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コラム● エコラベルを探そう！選ぼう！ 

エコラベルは、原料の調達や、生

産、流通の過程で生物多様性に配

慮した商品に付けられています。 

食べ物や日用品などの商品を

買う時、みなさんは「おいしさ」

や「使いやすさ」、「安さ」などを

考えて選んでいると思います。 

それらに加えて、生物多様性を

守ることにつながる「エコラベ

ル」の付いた商品を選んでみまし

ょう。 

  

拡充 

芝浦公園の田んぼでの稲刈り体験 あきる野市での農業体験 

ＭＳＣ認証「海のエコラベル」 

海洋の自然環境や水産資源に配

慮して獲られた水産物に与えら

れます。（写真：たらこ） 

野生生物の保護、 

土壌と水源の保全、 

労働者の家族や地域社会の保護

などの基準を満たした農園で栽

培されたことを示します。 

（写真：バナナ） 

レインフォレスト・

アライアンス認証 
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取組 14－③ 多様な主体の連携による取組 

◼ 「生物多様性みなとネットワーク」の活動推進 

⚫ 「生物多様性みなとネットワーク」における会員相互の情報交換や、生物多様性パネ

ル展などの生物多様性みなとフォーラムの開催など、区民・事業者・研究機関等と区

が連携・協力した取組の充実を図ります。 

   

 

 

◼ 地域内・外の交流・連携 

⚫ 自然教育園と自然環境に関する情報の共有やカワセミをはじめとする様々な動植物の

の生態等を学ぶ自然観察会の開催などを通じて連携を深めるとともに、区民や事業者、

区内の学校などの利用につながる自然教育園の情報を発信します。 

⚫ 「東京湾自治体環境保全会議22)」、「生物多様性自治体ネットワーク23)」、「緑の情報連

絡会24)」及び「オール東京 62市区町村共同事業25)」への参加を継続し、他自治体との

連携、情報共有を図ります。 

⚫ 隣接区と連携して、エコロジカルネット

ワークの形成を推進します。 

⚫ 生物多様性条約に関連する活動やネット

ワークへの参加などにより、生物多様性

に関する国際的な活動との連携、世界の

動向に関する情報収集に努めます。 

  

 
22）東京湾自治体環境保全会議…東京湾に隣接する自治体で構成され、水質改善に向けた広域的な対策に関する協

議や湾岸住民への環境保全に係る普及・啓発などに連携して取り組む組織 
23）生物多様性自治体ネットワーク…平成 22（2010）年の第 10回生物多様性条約締約国会議（ＣＯＰ10）で採択さ

れた愛知目標の実現に資することを目的とする自治体の連携組織。相互に生物多様性の保全や持続可能な利用

に関する取組や成果について情報発信などを行う。 
24）緑の情報連絡会…東京都と都内区市町村で構成され、自治体間の情報交換と都市緑化の推進等を目的とする組

織 
25）オール東京 62 市区町村共同事業…東京で暮らす人々にとって大きな課題である温室効果ガスの削減やみどり

の保全について、東京都内の全 62 市区町村が連携・共同して取り組む事業 

拡充 

 

生物多様性パネル展 

 

生物多様性みなとフォーラム（見学会）

（会員主催の生物多様性保全活動） 

 

自然教育園で実施した秋の生きもの探し 
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港区生物多様性地域戦略

 

 

施策 15 生物多様性の保全・再生 

 

鳥や昆虫などの生きものの存在を身近に感じられるまちをつくっていくため、生きも

のの生息・生育環境となる緑や水辺を結ぶエコロジカルネットワークの形成を進めると

ともに、生物多様性について身近に学び、体験できるスポットや子どもたちが自然とふ

れあえる環境を充実させていきます。また、区内の自然生態系を守り、生きものとの共

存を図っていくため、外来種の侵入・拡散の防止に取り組みます。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組 15－① ビオトープづくりとエコロジカルネットワークの形成 

◼ 生物多様性スポットの創出と情報発信 

⚫ 区民が生物多様性について身近に学び、体験できる生物多様性スポットとなる場所や

活動事例のつながりを意識し、生物多様性の保全に貢献するまちづくりを誘導すると

ともに、区民・事業者等への情報発信を進めます。 

・自然とのふれあいや学びのある場所 

・生物多様性と関連の深い文化を学べる場所 

・地域の生物多様性の特徴的な場所 

・まちの自慢となる生物多様性の保全につながる取組の活動拠点 

◼ 公園等におけるビオトープ整備と生きものがすめる環境づくり 

⚫ 公園や児童遊園などの新設・改修の機会を捉え、虫や鳥などの身近な生きものがすめ

るビオトープを整備します。 

⚫ 公園等で、区がめざす自然環境の保全・再生のシンボル「カワセミ」が採餌、営巣で

きる環境に配慮した管理を行います。 
 

関連する施策・

取組 

施策 13 豊かで質の高いみどりの保全・創出 

取組 13－③ 公共空間における緑化の推進 

◼ 生物多様性を高める自然環境の保全・再生の重点箇所の管理・運営とモニタリング 

⚫ 重点箇所に選定した樹林地、草地、水辺

（池）において、「生物多様性を高める自

然環境の保全・再生の重点箇所における

管理・運営方針」に基づき、区、指定管

理者、区民等の主体が連携して、保全・

再生の取組を進めます。 

⚫ 重点箇所において、定期的に生きものの

モニタリングを行い、保全・再生の取組

に反映します。 

  

拡充 

 

生物多様性を高める自然環境の保全・再生

の重点箇所 

亀塚公園 

【草地】 

高輪森の公園

【樹林地】 

芝浦中央公園 

【池】 

港南緑水公園 

【池】 

生物多様性

スポットの

例 

➡別冊Ⅱ－５ 各取組の事業予定（別冊 p.80～81） 
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◼ 学校、幼稚園、保育園等におけるビオトープの創出と適切な維持管理の推進 

⚫ 学校等の新設・改修の機会を捉え、ビオトープを整備します。 

⚫ 学校、幼稚園、保育園に対し、生きものを身近に観察するためのビオトープの整備や

適切な管理方法を紹介した「ビオトープ管理手引き」を配布し、専門家の派遣による

整備・維持管理の支援、環境学習の推進を図ります。 

⚫ 区民や事業者に対しビオトープの維持管理を支援する仕組みを検討します。 

◼ エコロジカルネットワークの評価 

⚫ 区内の生きものの生息地及び周辺地域につながるエコロジカルネットワーク形成の効

果を検証し、エコロジカルネットワークの将来像の実現に向けた取組の推進を図りま

す。 

 

 

 

●コラム● エコロジカルネットワーク 

港区には、生きものの生息拠点となっている地域ゆかりの緑地や学校の緑、公園、民

有地の庭など、大小の様々な緑地があり、それらが市街地の中に点在しています。 

緑地が点在している状況では、生きものが個々の小さな緑地の中に取り残された状態

となり、餌を十分に得られなかったり、繁殖する場所が限られてしまいます。 

そこで、生きものの生息拠点となる緑地を小さな緑地や緑道・街路樹などでつなぎ、

生きものが移動できるようにすることで、生きものが暮らしやすい状況をつくる必要が

あります。このような、生きものが移動できるようにつながれた状態にある生息地のネ

ットワークを、エコロジカルネットワーク（生態系ネットワーク）といいます。 

 
エコロジカルネットワークの概念図 

  

拡充 
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港区エコロジカルネットワーク将来像（2050 年） 

出典：港区「生物多様性緑化ガイド」平成 28（2016）年  
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取組 15－② 生きものに配慮したまちづくりの推進 

◼ 生物多様性の向上に貢献する建築やまちづくりの誘導 

⚫ 「緑化計画書制度」に基づく緑化指導に際し、「生物多様性緑化ガイド」を活用し、生

物多様性に配慮した緑化を誘導します。 
 

関連する施策・

取組 

施策 13 豊かで質の高いみどりの保全・創出 

取組 13－② 民有地における多様な緑化の推進 

取組 13－③ 公共空間における緑化の推進 

 

 

 

 

 

 

 

●コラム● 生物多様性緑化ガイド 

生物多様性緑化ガイドは、自然や生きものと共存できるまちづくりに向け、緑化計画

書制度を活用して、公共・民間施設における生物多様性に配慮した緑化の指針を示すも

のです。 

生きものが生息しやすい環境やエコロジカルネットワーク（p.79）の形成をめざし、

チョウや野鳥を呼ぶ緑化、土地の植物（在来種）を使った緑化の方法など生物多様性を

取り入れた緑化方法について分かりやすく解説しています。 

 

生物多様性緑化手法の例 

出典：港区「港区生物多様性緑化ガイド 概要版」平成 28（2016）年 
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取組 15－③ 外来種の侵入・拡散の防止 

◼ 外来種の侵入・拡散の防止 

⚫ 在来種の生息を脅かす外来種や、区民の健康や住

宅に被害を及ぼす恐れのあるヒアリ、ハクビシン

などの外来種について、国や東京都などと連携し、

区民への注意喚起、侵入・拡散の防止に向けた対

策を進めます。 

⚫ 公園におけるイベントや講座を通じ、池の中の外

来種等を観察しながら生態や外来種への接し方

を学ぶ機会を設けます。 

⚫ 公園等の管理者を対象に、外来種への対策を周知

する外来種講習会を開催します。 

 

 

 

取組 15－④ 生物多様性・自然環境に関する調査 

◼ 生物多様性及び自然環境に関する調査の実施と情報発信 

⚫ 右の調査を定期的に実施することで、区内

の生物多様性及び自然環境の現況を継続

的に把握し、各取組や計画の見直しに反映

するとともに、調査の結果について、区ホ

ームページ等で情報を発信します。 

◼ 区民参加型生きもの調査 

⚫ 小学生による「みんなと生きもの調査隊」などの区民参加型調査を継続します。 

⚫ 公園等におけるイベントを通じた区民参加型調査を実施するとともに、ＳＮＳなどを

活用した調査を検討します。 

 

●コラム● 外来種 

 もともとはいなかった地域に、人間の活動によって持ち込まれた生物を「外来種」と

いいます。外来種の中には、農作物や家畜、ペットのように、私たちの生活に欠かせな 

い生物もたくさんいます。一方で、外来種の中には、

地域の生態系、人の健康や暮らしに負の影響を及ぼ

すものもいます。 

 区内及び近隣区においても多くの外来種が確認

されています。特に最近では、毒性のある「セアカ

ゴケグモ」、「ヒアリ」が課題となっており、関係機

関と連携して侵入・拡散の防止に向けた対策に取り

組んでいます。 

  

イベントを通じた外来種の学習 

 

セアカゴケグモ 
出典：環境省ホームページ 

 

調査及び今後の実施予定 

●港区みどりの実態調査 

●湧水に関する調査   

●港区生物現況調査    令和 10年度 

 

令和３年度及び 

令和８年度 
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基本目標５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

①区内外に存在する豊富な環境教育・環境学習の場や機会 
 次代を担う子どもたちをはじめとする区民の

環境問題への認識と理解を醸成するとともに、環

境保全活動を担う人材を育成していくため、区は

エコプラザ、みなと区民の森を活用した環境学習、

学校における環境教育などを進めています。 

 主要な環境学習拠点であるエコプラザの来館

者数は長期的に増加傾向にあります。また、区が

あきる野市から借り受け、整備している「みなと

区民の森」とその周辺の里山や渓流では、年間

1,000 人以上が都心にはない自然の中で環境に

ついて学んでいます。 

 令和２（2020）年４月には、学校の理科教育に

おける体験学習をはじめ、子どもから大人まで、

楽しみながら科学を学ぶことができる「みなと科

学館」（気象科学館《気象庁》併設）を新たに開

設したほか、自然教育園、ビルの敷地内の緑地を

使った事業者による環境学習活動など、区内には

環境教育・環境学習の場や機会が豊富に存在して

います。  

一人ひとりの区民、それぞれの事業者が原因者であるとの自覚を持って

暮らしや事業活動を見直していくことが求められる今日の環境問題 

環境教育・環境学習を通じた意識の向上と、区民、事業者、環境活

動団体、研究・教育機関など、区内の様々な主体との協働により環

境保全活動を推進していくことが必要 

 

基本目標５ 

 

環境保全に取り組む人がつながり 

行動を広げるまち 
 

区内外の拠点施設や関係機関と連携して、環境問題を自分の問題として

考えることができる学習・体験の場を設けていくことが重要 

 

エコプラザ 

 

エコプラザの年間来館者数の推移 
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②区民、事業者、地域が主体となって展開する活発な環境保全活動 
 区では、「みなと環境にやさしい事業者会議（ｍｅｃｃ）」、「港区環境美化推進協議会」、

「港区３Ｒ推進行動会議」など、様々な活動組織と連携・協働して環境保全活動を進め

ています。このうち、事業者、区民及び区が連携して環境保全活動に取り組み、全国に

発信する新しい協働の場として平成 18（2006）年に設立した「みなと環境にやさしい事

業者会議（ｍｅｃｃ）」は、環境保全に関する普及・啓発活動、会員の情報収集の場とな

る環境に関するセミナー等、活発な活動を行っています。 

 区内で環境活動に取り組む企業、民間団体等が一堂に会し、自ら取り組む環境活動の

展示やワークショップなどを行う「エコライフ・フェアＭＩＮＡＴＯ」には、多くの方

の来場があり、区民の環境意識の向上に大きく貢献するとともに、様々な活動団体が協

働し、つながる機会にもなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③区の環境情報の認知度向上は大きな課題 
 令和元（2019）年度に区民、事業者を対象

に実施した港区の環境に関するアンケート

調査の結果から、区民、事業者とも環境問題

に高い関心を有し、環境行動に高い意欲を持

っていることが分かりました。 

 しかし、区が実施している取組については、

依然として十分認知されていないことも明

らかとなり、区からの情報発信については改

善が必要な状況です。 

 また、区内で暮らす外国人、区を訪れる外国人が多いことは港区の特徴の一つです。区

内の環境をよりよいものとしていくため、外国語での情報発信についても取り組んでいく

ことが必要です。 

 

  
区民・事業者に向けた情報の受発信の工夫に加え、区内で暮らす外国人

や国外からの来街者に向けた情報発信の充実が必要 

 

港区の強みの一つである、区民、事業者、地域等による環境保全活動を

支援し、更に広げていくことが必要 

 

ｍｅｃｃが主催する「企業と環境展」 

 

エコライフ・フェアＭＩＮＡＴＯ 

 

区民の環境問題への意識 

（令和元（2019）年度調査・郵送 n=430、Web n=515） 

 

42.3 

23.1 

61.6 

44.1 

41.9 

60.4 

30.7 

47.2 

11.6 

12.2 

5.6 

6.6 

1.6 

4.3 

0.9 
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2.6 

1.2 

0% 25% 50% 75% 100%

郵送

Web

郵送

Web

大変そう思う ややそう思う

あまりそう思わない 全くそうは思わない

無回答

環境保全の取組

を進めることは、

地域経済の発展

につながる

日常生活におけ

る一人ひとりの

行動が、環境に

大きな影響を及

ぼしている
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施策・取組の方向性 

 現状と課題を踏まえ、以下の施策を推進します。 

 基本目標５に基づく施策は、「港区環境教育等行動計画」として位置付けるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆関連するＳＤＧｓのゴール 

 環境教育・環境学習の推進、区民・事業者との協働による環境保全活動を通じて、次の

ゴールの達成に貢献していきます。 

 

 

 

 

 

 

  

環境教育等による環境保全意識の向上 施策 16 

協働による環境保全活動の推進 施策 17 

基本目標５ 

環境保全に取り組む人が 

つながり行動を広げるまち 

港区環境教育等行動計画 
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港区環境教育等行動計画の方針 

 環境教育等促進法の趣旨及び区内におけるこれまでの取組を踏まえ、以下の方針により環

境教育等を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の目標 

 

環境学習、情報発信等を通じて、区民の環境保全意識が高まっている 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

みなと区民の森を活用した 

環境学習参加者数（累計） 
15,247 人 19,147 人 23,047 人 

エコプラザの年間来館者数 47,000 人/年 60,000 人/年 60,000 人/年 

 

 

自主的な環境保全活動に取り組む区民、事業者が増加している 

指 標 
現状見込値 中間目標値 計画目標値 

令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和８(2026)年度末 

エコライフ・フェア 

ＭＩＮＡＴＯ来場者数 
3,600 人 3,600 人 3,600 人 

みなと環境にやさしい事業者会議 

（ｍｅｃｃ）会員事業者数 
58 61 64 

  

● 区内で暮らし、学び、働く人々が、あらゆる機会を通じて環境の保全につ

いて理解と関心を深め、環境保全の担い手となることができるよう、環境

教育・環境学習を推進します 

● 区民、事業者、教育・研究機関、環境活動団体等の多様な主体と区がそれ

ぞれ役割を適切に果たしつつ、協働して環境保全活動を推進します 

施策 16 の 

目標 

施策 17 の 

目標 
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港区環境教育等行動計画 

施策 

 

施策 16 環境教育等による環境保全意識の向上 

 

区民、事業者の環境保全意識を高め、環境保全活動に取り組む人材を育てていくため、

幼稚園や小・中学校における環境教育、区内の環境関連施設等における環境学習、普及・

啓発、環境に関する様々な情報の発信を進めます。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

 

取組 16－① 環境教育の推進と人材育成 

◼ みなと区民の森を活用した環境学習の推進 

⚫ 「みなと区民の森」及びその周辺の里山や渓流などを活用して、間伐・植樹体験や自

然観察体験などを実施します。 

⚫ みなと区民の森の間伐材を区民向け啓発物等に活用し、国産木材の活用の普及・啓発

を進めます。 

◼ エコプラザにおける環境学習の推進 

⚫ 脱炭素社会・自然共生型社会・循環型社会・ＳＤＧｓのテーマを柱とし、子どもから

高齢者までを対象とした環境学習、普及・啓発、情報発信等に関する魅力あるプログ

ラムを展開します。 

◼ 子どもたちへの環境教育の推進 

⚫ 学校において、太陽光発電やビオトープなどを活用した身近な環境への配慮の大切さ

を学ぶ教育、ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の考え方を盛り込んだＳＤＧｓ

につながる教育活動を進めます。 

⚫ 「みなと科学館」における科学と環境に関する体験学習などをとおして、子どもたち

の環境保全への興味・関心を高めます。 

  

➡別冊Ⅲ－２ 港区環境教育等行動計画の取組の概要（別冊 p.85～87） 
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取組 16－② 環境情報の発信と環境保全意識の向上 

◼ エコプラザにおける環境情報の発信と環境保全意識の向上 

⚫ 環境に関わる展示、蔵書、環境保全活動に取り組む団体の活動などを通じて、環境情

報の発信、区民の環境保全意識の向上につなげます。 

◼ 双方向型の環境情報の受発信 

⚫ ＳＮＳの活用、映像コンテンツの配信など、双方向性のある情報媒体の活用を進め、

幅広い区民、事業者に向け情報を発信するとともに、区民、事業者からの情報や意見

などを収集し、取組に生かしていきます。 

◼ 区内で暮らす外国人や海外から訪れる人々への情報提供 

⚫ 区内で暮らす外国人、国外からの来街者に向

け、区内の環境や区の取組、環境に配慮した

行動の指針を積極的に外国語で発信します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コラム● みなと区民の森 

「みなと区民の森」は、長く手つかずの状態だ

ったあきる野市の市有林を港区が借り受け、二

酸化炭素の吸収林として整備し、環境学習、自然

体験の場として活用している森林です。 

将来を担う子どもたちが、都心にはない自然

の中で、森や里山などの成り立ちや、生態系と人

間の関わりなどについて体験をとおして学ぶ機

会を提供し、環境保全について考える機会とす

るとともに、毎日の生活において環境に配慮し

た行動に取り組むよう促しています。 

  

拡充 

 

４か国語を併記した 

みなとタバコルールの周知ちらし 

 

みなと区民の森 
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施策 17 協働による環境保全活動の推進 

 

区民、事業者等との協働による様々な環境保全活動を促していくため、区民、事業者

等による環境に関する自主活動を支援します。また、様々な事業を通じて協働している

区民、事業者、活動組織の新たなつながりを生むきっかけとなる情報共有、交流の機会

を設けていきます。 
 
関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

 

 

取組 17－① 環境保全活動の推進 

◼ エコライフ・フェアＭＩＮＡＴＯの実施 

⚫ 環境保全への意識を高め、環境に配慮したライフスタイルの実践を広く普及させるた

めに、より多くの区民や事業者が環境に関する取組や情報を発信・交換、交流できる

場としてエコライフ・フェアＭＩＮＡＴＯを開催します。 

 

取組 17－② 区民や事業者等の活動支援 

◼ みなと環境にやさしい事業者会議（ｍｅｃｃ）による環境保全活動の支援 

⚫ 「みなと環境にやさしい事業者会議」の環境保全に関する資源やノウハウを生かした

事業運営を支援し、区民、事業者等との協働による環境保全活動を推進します。 

◼ 区民や事業者等の自主的活動の支援 

⚫ 区民や事業者等が取り組む環境に関する自主的活動、区民・事業者と区との協働で進

める環境保全活動を円滑に進めるための支援や、区ホームページ、広報、ＳＮＳ、イ

ベント等による情報発信を進めます。 
 

関連する施策・

取組 

施策 10 環境美化活動の推進 

取組 10－① 地域の環境美化活動の普及・啓発 

施策 14 生物多様性の理解と浸透 

取組 14－③ 多様な主体の連携による取組 

◼ 情報共有・交流機会の創出 

⚫ 区民や事業者の自主的な取組の参考となる優

良な取組事例の表彰や情報発信の機会を通じ

て、環境に関する幅広い分野で活動する団体等

が、互いの活動を知ることでつながりあう機会

を設けます。 

 
みなと環境アワード授賞式 

 

➡別冊Ⅲ－２ 港区環境教育等行動計画の取組の概要（別冊 p.85～87） 
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第４章 統合的課題解決に向けた施策の展開 
 

 

 

１ 統合的課題解決に向けた施策展開の必要性 

 近年、環境施策には、環境に関する課題の

解決だけではなく、福祉、防災、教育など他

分野への副次的効果を捉えることで、環境・

経済・社会の統合的課題解決につなげてい

くことが求められています。 

国の第五次環境基本計画では、幅広い関

係者との連携の下、経済社会システム、ライ

フスタイル、技術等あらゆる観点からイノ

ベーションを創出するという考え方に立っ

て、分野横断的な重点戦略が示されるとと

もに、「地域循環共生圏」の概念が新たに提

唱されました。「地域循環共生圏」とは、様々

な特性、資源を有する地域が補完し支え合

うことで、地域の活力が最大限に発揮され

ることをめざすものです。これらの考え方

は、ＳＤＧｓやＳｏｃｉｅｔｙ５．０の実現

にもつながります。 

企業においては、ＥＳＧ投資の普及を背景に、ＳＤＧｓの目標達成への貢献、環境分野の

社会貢献活動をはじめ、事業活動において環境への取組がより積極的に行われるようになっ

ています。 

港区では、これまでにも全国各地域の自治体と連携し、環境保全と地域の活性化を図る取

組を推進してきました。また、「みなと環境にやさしい事業者会議（ｍｅｃｃ）」、「港区３Ｒ

推進行動会議」をはじめ、環境保全に取り組む様々な主体が、それぞれの強みを生かしなが

ら連携・協働する活動が根付いています。 

これらの取組、活動の実績を生かしつつ、次の３点に着目して統合的課題解決に向けた施

策を展開します。 

 

（１）全国各地域の自治体との連携 

（２）分野を越えた連携 

（３）民間との協創 

 

  

環境施策による副次的な効果のイメージ 

 

地球温暖化 

対策 

ごみの減量 

・資源化 

 

環境教育 

環境保全活動 

 

自然環境の保全 
緑・水・ 

生物多様性 

 

経 済 
 

社 会 
 

地域活性化 

 

産業振興 

 

不動産価値 

の向上 

 

健康・福祉

の向上 

 地域間

交流 

 

防災・減災 

 

生活環境の 

保全 
環 境 

 

第４章 統合的課題解決に向けた 

施策の展開 
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●コラム● 地域循環共生圏 

 「地域循環共生圏」は、国の第五次環境基本計画（平成 30（2018）年４月 17日閣議決

定）において提唱された新たな概念です。 

 パリ協定をはじめとする環境問題に関する国際的潮流や、複雑化する環境・経済・社

会の課題を踏まえ、複数の課題の統合的な解決というＳＤＧｓの考え方も活用し、各地

域が持つ資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応

じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力が最大限に発揮されることをめざす

ものです。 

 全国各地域の国産木材を区内で活用することで二酸化炭素の吸収・固定や林産地の活

性化に貢献する「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」、港区があきる野市から借り受

けた森林を整備し環境学習に活用するとともに、地域間交流を進める「みなと区民の森」

及び「あきる野環境学習」など、港区が取り組んできた全国連携の取組は、地域循環共

生圏の形成につながるものです。 

区は、区民、事業者の参画を得ながら全国連携の取組を更に広げ、環境・経済・社会の

統合的向上に貢献していきます。 

 

 

 

地域循環共生圏の概念図 
出典：環境省「第五次環境基本計画」平成 30（2018）年 
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２ 統合的課題解決に向けて取り組む施策 

 

（１）全国各地域の自治体との連携 

都市生活者である区民が森や自然を学ぶ場や機会を得ると同時に、双方の地域の環

境保全や活性化につなげていく、全国各地域の自治体との連携を更に推進します。 

 

 

取組例① 港区あきる野市環境交流事業 

⚫ みなと区民の森づくり事業で連携するあきる野市と協力して、小学３・４年生を対象

にそれぞれの区市の環境を生かした自然体験・環境学習を実施し、子どもたちが環境

について学ぶ場を設けるとともに、交流を深めます。 
 

関連する施策・

取組 

施策 14 生物多様性の理解と浸透 

取組 14－② 生物多様性の学びをとおした環境学習の推進 

施策 16 環境教育等による環境保全意識の向上 

取組 16－① 環境教育の推進と人材育成 

 

 

取組例② みなと森と水ネットワーク会議 

⚫ 「間伐材を始めとした国産材の活用促進に関する協定」を締結した自治体と区で構成

する「みなと森と水ネットワーク会議」を通じて、各種展示会への出展による協定木

材のＰＲ、各自治体の特産品の紹介に取り組みます。 
 

関連する施策・

取組 

施策２ 広域的な連携による地球温暖化対策の推進 

取組２－① 国産木材の活用促進 

 

 

取組例③ 各地域の自然資本の活用 

⚫ 林産地の都市と連携した森林整備による二酸化炭素の吸収の促進、全国各地域で産出

される再生可能エネルギー由来の電力の区内での活用など、経済・社会システムを活

用して各地域の自然資本の保全・活用を進め、区内の環境負荷低減を図ると同時に、

各地域の自然や生物多様性の保全と活性化、事業者による環境経営の促進に貢献しま

す。 
 

関連する施策・

取組 

施策２ 広域的な連携による地球温暖化対策の推進 

取組２－② 森林整備による二酸化炭素の吸収 

取組２－③ 全国連携による再生可能エネルギー導入 
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（２）分野を越えた連携 

環境施策が持つ福祉、防災、教育など他分野への副次的効果を捉え、分野を越えて

連携することで、誰もが安心して暮らせる住みやすいまちづくりに貢献していきま

す。 

 

 

取組例① 福祉分野との連携 

⚫ 高齢者等の健康確保（熱中症予防）と気候変動への適応策の連携、高齢者の見守り対

策や子育て支援とごみの戸別訪問収集との連携など、福祉分野の施策との連携を通じ

て、子どもから高齢者まで、誰もが住みやすいまちの実現に貢献します。 
 

関連する施策・

取組 

施策４ 気候変動に適応したまちづくりの推進 

取組４－② 健康への影響に関する普及・啓発 

施策５ 区民の参画と協働による３Ｒの推進 

取組５－② 食品ロスの削減 

施策７ 安全・安心・効率的な廃棄物処理の実践 

取組７－① 地域特性に応じた収集サービスの展開 

 

⚫ 健康増進に関わるコース（ＭＩＮＡＴＯシティハーフマラソン、すこやかマップウォ

ーキングのコースなど）の道路緑化、沿道緑化を推進し、区民の健康づくりに貢献し

ます。 
 

関連する施策・

取組 

施策 13 豊かで質の高いみどりの保全・創出 

取組 13－② 民有地における多様な緑化の推進 

取組 13－③ 公共空間における緑化の推進 

 

 

取組例② 防災分野との連携 

⚫ 気候変動による影響の一つとして懸念される水害・土砂災害等の激甚化に対し、防災

分野と連携して、非常用電源の確保につながる再生可能エネルギー機器・ＺＥＶの導

入促進、区民の防災・減災意識の向上、災害廃棄物処理等の取組を進めます。 
 

関連する施策・

取組 

施策１ 脱炭素まちづくりの推進 

取組１－⑤ 区有施設におけるゼロエミッション化の推進 

施策３ ビジネス・ライフスタイルの改革 

取組３－② 創エネルギー・省エネルギー機器等導入促進 

施策４ 気候変動に適応したまちづくりの推進 

取組４－① 自然災害のリスク軽減 

施策７ 安全・安心・効率的な廃棄物処理の実践 

取組７－④ 非常時及び災害時の対応力強化 
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取組例③ 教育分野との連携 

⚫ 食品ロス削減の取組と学校等における食育との連携、学校における生物多様性に関連

する環境学習、生涯学習講座における環境関連の講座提供など、教育分野の取組と連

携した取組を進めます。 
 

関連する施策・

取組 

施策５ 区民の参画と協働による３Ｒの推進 

取組５－② 食品ロスの削減 

施策 14 生物多様性の理解と浸透 

取組 14－② 生物多様性の学びをとおした環境学習の推進 

施策 16 環境教育等による環境保全意識の向上 

取組 16－① 環境教育の推進と人材育成 

 

 

 

 

  



 

95 

第
４
章 

統
合
的
課
題
解
決
に 

向
け
た
施
策
の
展
開 

第
５
章 

参
考
資
料 

第
６
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
１
章 

 

（３）民間との協創 

先端技術を有する企業や大学、ＮＰＯ法人等の民間団体が多く立地する区の特性を

最大限に生かし、様々な民間の団体と連携・協力して環境・経済・社会の統合的向上

につながる取組を展開します。 

 

取組例① 環境・経済・社会の統合的向上につながる取組の提案募集及び実現支援 

⚫ 区の環境に関する様々な課題の解決に向け、ＡＩやビッグデータの活用などの情報技

術をはじめ、先進的な技術や知見を活用して環境・経済・社会の統合的向上を図る取

組の提案を民間から募集し、提案内容の実現を支援します。 

 

取組例② プラットフォーム型の活動展開 

⚫ 「みなと環境にやさしい事業者会議（ｍｅｃｃ）」、「生物多様性みなとネットワーク」、

「港区３Ｒ推進行動会議」等、既存の活動組織を生かしながら、ＳＤＧｓへの貢献や

ＥＳＧ投資を背景に環境への取組を進める企業、様々な知見を有する大学やＮＰＯ、

ＮＧＯ等の組織、環境保全活動に取り組む区民、団体等、参画する様々な主体が、相

互に協力して課題解決に取り組めるよう、情報共有、マッチングの支援等を行うプラ

ットフォームとしての役割を充実させ、民間が有する知見やノウハウを課題解決につ

なげる協創の取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラットフォーム型の活動のイメージ 

プラットフォーム 

の役割 

区民 

環境 

活動団体 

企業 大学 

ＮＰＯ 

ＮＧＯ 

関係機関 

マッチング支援 

情報共有 

解決策の提案 課題提示 

区 
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第５章 環境行動指針 
 

 

 めざす環境像の実現に向け、区民、事業者、区が環境の保全に関して配慮すべき事項（「港

区環境基本条例」第８条に基づく「港区環境行動指針」）と具体的な行動例を以下に示します。 

 具体的な行動例の詳細は、「港区環境基本計画（別冊）」に掲載しています。 

 

１ 区民 

（１）地球環境 

エネルギーを効率よく使います  脱炭素型のエネルギーの利用を進めます 

  

 

 

省エネルギー設定の
利用 

省エネルギー型家電
への切替え 

 再生可能エネルギー由来の電力の購入 
太陽光発電システム等設備・機器の導入 

二酸化炭素排出量を低減できる 

交通手段を利用します 

 国産木材の活用を通じて森林による 

二酸化炭素の吸収・固定に貢献します 

 

 

 

自転車、公共交通の積極的な利用  家具などへの国産木材の活用 

   

気候変動の影響、ヒートアイランド現象

を理解し、備えます 
 

  

 

蚊などの生物が媒介
する感染症予防に関
する知識の獲得 

こまめな水分補給等
による熱中症の予防 

 

区民 

➡別冊Ⅳ－１ 区民の行動指針（別冊 p.90～94） 
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（２）循環型社会 

 

  

ごみになるものを減らします  再利用を積極的に行います 

 

 

 

必要なものを必要な分だけ買う、もらう 
マイバッグ、マイボトルの利用 

 

 フリーマーケット、バザー、 
フリマアプリの利用 

環境に配慮した製品を選びます 
 

資源とごみの分別を徹底します 

 
 

 

 

リサイクル可能な 
製品の購入 

エコラベルが表示 
された製品の購入 

 拠点・店頭回収、イベント回収の 
積極的な利用 

地域の３Ｒ活動に参加します 
 

  

 

積極的な集団回収への
参加 

区民団体・ＮＰＯ等
の３Ｒ活動への参加 

区民 
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●コラム● 新型コロナウイルス感染拡大防止と環境行動 

 新型コロナウイルス感染症は、新しい生活様式の普及をはじめ、人々の暮らしの様々

な場面に影響を及ぼしています。環境保全に関する行動においても、感染拡大防止への

配慮が求められています。 

 その一例が、家庭でのごみの捨て方です。次の点に気を付けることで、ごみ袋の破裂

や散乱を防ぐなど、ごみを収集・処理する作業員の円滑で安全な作業を助けることにつ

ながります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルスなどの感染症対策のための家庭でのごみの捨て方 

出典：環境省資料を基に作成 

 

 

 

 

（３）生活環境 

大気汚染の防止に努めます  生活騒音の発生防止に努めます 

 

 

 

 
積極的な自転車、 

公共交通、カーシェア
リングの利用 

 

エコドライブの実践 
低燃費で低排出ガス

の車両の導入 

 機器を使う時間帯・防音への配慮 

 

 

区民 

ごみ袋はしっかり縛って

封をしましょう！ 
ごみ袋の空気を抜いて

出しましょう！ 
生ごみは水切りを 

しましょう！ 

普段からごみの減量を 

心がけましょう！ 
自治体の分別・収集 

ルールを確認しましょう！ 

➊ごみ箱にごみ袋をかぶせ、いっぱいにならないようにしましょう！ 

➋ごみに直接触れることのないよう、しっかり縛って出しましょう！ 

➌ごみを捨てたあとはしっかり手を洗いましょう！ 

家庭ごみを出すときに心がける５つのこと 

 

感染者又はその疑いのある方の使用済みマスク等の捨て方 

 

その
１ 

 

その
２ 

 

その
４ 

 

その
５ 

 

その
３ 

 



 

99 

第
５
章 

環
境
行
動
指
針 

参
考
資
料 

第
６
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
１
章 

 

 

地域のまちづくりに関心を持ち、 

参加します 

 
地域の環境美化に協力します 

 

 

 
地域のまちづくりに関する 

説明会・意見募集への積極的な参加 
 地域の美化活動への参加 

自宅周辺の清掃 

みなとタバコルールを守ります 
 

 

 
 

屋外の公共の場所では 
喫煙しない 

（指定喫煙場所で喫煙） 

私有地でも屋外の 
公共の場所にいる人に 
たばこの煙を吸わせる
ことのないよう配慮 

 

 

 

（４）自然環境 

水を大切にします  雨水の地下浸透、有効活用を進めます 

  
 

  

節水器具や節水型 
製品の積極的な導入 

 

必要な量の洗剤の 
使用 

 雨水浸透ますの設置 植木の水やりなどに 
雨水を活用 

  

区民 
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水辺をきれいに保って利用します 
 

身近なみどりを育み、楽しみます 

  
 

  

川や運河、海、砂浜
を汚さないで散策や
水遊びなどを楽しむ 

水辺の環境保全・ 
美化活動への参加 

大木や樹林を 
大切にする 

道路、公園などの 
花植えに参加 

生物多様性の現状と大切さを学び、 

伝えます 

 生物多様性に配慮した商品や食材を 

選びます 

 

 
 

  

身近な自然や 
生物多様性について 
学ぶ観察会などへの

参加 

「生物多様性みなと
フォーラム」などの

活動へ参加 

 生物多様性に 
配慮したエコラベル

商品の購入 

環境や生物多様性へ
の負荷の小さい 

旬の食材・産地の 
近い食材の選択 

 

生きもののすみかを 

つくり、守ります 
 

 

  

 

 

化学農薬の 
使用を控える 

外来種を入れない・
捨てない・拡げない 
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（５）環境保全活動 

環境問題に関心を持ち、学びます 
 

環境保全活動に取り組みます 

  

 

  

エコプラザ、 
みなと区民の森等で
の環境学習への参加 

エコライフ・フェア 
ＭＩＮＡＴＯや 

ｍｅｃｃ主催のイベ
ント等への参加 

地域・事業者の環境
保全活動への参加 
区の環境保全事業へ

の参加 

環境保全活動の 

立ち上げと運営 

 

 

 

●コラム● エシカル消費 

エシカル（ethical）は「倫理的な・道徳的な」という意味の言葉であり、「エシカル消

費」は消費者一人ひとりが地域の活性化や雇用などを含む、人・社会・地域・環境などの

社会的課題の解決を考慮したり、そうした課題に取り組む事業者を応援しながら消費活

動を行うことを意味します。 

 例えば、途上国の原料や製品を適正価格で継続的に取引しているフェアトレード商品

を選ぶ、地域活性化や地産地消につながる地元の産品を買う、環境に配慮した商品を選

ぶといった行動が、エシカル消費に当たります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エシカル消費の例 

 

区民 

社会 
への配慮 

 

人 
への配慮 

 

地域 
への配慮 

 

生物多様性 
への配慮 

 

環境 
への配慮 

 

・地元の産品を買う 

・被災地の産品を買う 

 

・生物多様性に配慮した 

認証商品を買う 
（ＦＳＣ認証、ＭＳＣ認証など） 

 

・フェアトレード商品

を選ぶ 

・寄付付き商品を選ぶ 

 

・障害のある人の 

 支援につながる 

商品を選ぶ 

 

・エコ商品を選ぶ 
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暮らしの場面に合わせて 

「（１）地球環境」から「（５）環境保全活動」に例示した環境行動は、日々の暮らしの中

で実践することが大切です。 

ここでは、家、地域・まちなか、買い物の３つの場面を例に、行動を紹介します。 

 

  

家で... 
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買い物で... 

地域・まちなかで... 
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２ 事業者 

 

（１）地球環境 

省エネルギーにつながる働き方を 

実践します 
 エネルギーを効率よく使います 

 

 

 

テレワーク、オフピーク出勤の導入、 

ノー残業デーの徹底 

 

 

エネルギー効率の高い機器への切替え 

脱炭素型のエネルギーの利用を 

進めます 
 

二酸化炭素排出量の少ない 

交通手段を利用します 

 

 

 

再生可能エネルギー由来の電力の購入  ＺＥＶの導入・利用 

国産木材の活用を通じて森林による 

二酸化炭素の吸収・固定に貢献します 

 気候変動の影響、ヒートアイランド現象

を理解し、備えます 

 

 

 

建材、什器、建具等への国産木材の活用  従業員等の熱中症予防対策実施 

 

 

  

事業者 

➡別冊Ⅳ－２ 事業者の行動指針（別冊 p.95～99） 
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（２）循環型社会 

  

ごみになるものを減らします  
環境に配慮した製品を積極的に 

使用します 

 

 

 

生産・流通・販売時のプラスチックの 
使用や過剰な包装の抑制 

 

 グリーン調達基準に適合した製品、 
エコラベル製品などを利用 

資源とごみの分別を徹底します 
 

ごみを適正に処理します 

  

 

 

資源とごみを分別、適正排出  少量排出 

事業者 

自己処理責任
に基づく 
一般廃棄物 

収集運搬業者
への委託 

多量排出 

事業者 

法令に基づく
ごみの適正処理 

一般廃棄物 

収集運搬業者 

区と連携した 
排出事業者への 
適正排出の要請 

 

地域の３Ｒ活動に参加します 
 

 

 

「港区食べきり協力店登録制度」、 
「みなとエコショップ」など区の事業を 

利用した自主的取組の推進 

事業者 
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（３）生活環境 

大気汚染の防止に努めます  
騒音、振動、悪臭などの発生を 

防止します 

 

 

 

ＺＥＶの導入・利用（再掲）  建設作業、工場・事業場からの騒音、 
振動の発生抑制 

 

アスベスト対策、 

化学物質の適正管理を徹底します 

 開発事業等に際して周辺環境への影響に

配慮します 

 

 

 

各種法令に基づく有害化学物質の適正管理、

フロン使用機器廃棄時の適正処理、 

土壌汚染対策の実施 

 大規模なビル、高層マンションなどの建設に
際した、大気、水、地形・地盤、音、振動、

日照、風、景観などへの影響の配慮 
 

地域の環境美化に協力します 
 

みなとタバコルールを守ります 

 

 

 

地域の美化活動への参加  みなとタバコルール宣言の登録と、 
従業員や関係者へのルールの周知 

 

  

事業者 
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（４）自然環境 

適切な排水処理により水質汚濁を 

防止します 
 水辺の保全・活用に協力します 

 

 

  

適切な作業工程、排水処理設備の設置及び適
切な維持管理による、有害物質の流出防止、

排水の水質改善 
 

 

古川沿い、運河沿いの開発事業等における 
親水空間の確保 

雨水の地下浸透、有効活用を進めます  みどりを保全・創出します 

 

 

 

雨水浸透ます、雨水浸透管の設置  敷地内の庭、屋上・壁面の緑化 

生物多様性に配慮した事業活動を 

実践します 

 
生きもののすみかをつくり、守ります 

 

 

 

生物多様性に配慮してつくられた 
エコラベル商品の選択と使用 

敷地内における生きもののすみかとなる 
緑や池の創出 

 

  

（４）自然環境
事業者 
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（５）環境保全活動 

環境意識、環境保全に関する知識や技能

の向上に努めます 

 
環境に配慮した経営に取り組みます 

  

 

 

業界団体等が開催する環境保全に関する 
研修、視察等への積極的な参加 

事業活動に伴う環境負荷や環境配慮の取組等

の環境情報を利害関係者（地域住民、顧客、

株主、金融機関等）に開示 

 

 

 

 

  

（５）環境保全活動
事業者 
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３ 区 

 

（１）地球環境 

二酸化炭素排出量・エネルギー消費量の削減のために日常的に取り組みます 

【日常の取組】 

 

 【施設の管理に関する取組】 

 

電気・ガス等のエネルギー消費量の削減  施設・設備の省エネルギー化の促進 

環境負荷低減のための取組を進めます 

【日常の取組】 

 

 

【施設の管理に関する取組】 

 

ＺＥＶの導入・利用  環境配慮物品の率先的利用 

※「港区環境率先実行計画」に基づき、職員、指定管理者、委託事業者、施設計画の所管部局・施設の管理部

局等が行わなければならない取組の詳細は、「港区環境基本計画（別冊）」を御参照ください。 

 

  

取組１－⑤区有施設におけるゼロエミッション化の推進の詳細 
区 

➡別冊Ⅳ－３ 区の行動指針（別冊 p.100～103） 
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（２）循環型社会 

 

 

  

ごみになるものを減らします  
使い捨てプラスチックの排出ゼロを 

めざします 

 

 

 

会議資料の電子化、資料ページ数の 
削減などによる、紙使用量削減 

 イベントにおけるプラスチック製啓発品の 
配布取りやめと包装の省略 

再利用を積極的に行います 
 環境に配慮した製品を積極的に 

使用します 

 

 

 

区が実施する工事における、 
再生材の利用拡大、 

建設廃棄物の再利用の促進 
 

 グリーン調達基準に適合した製品、 

エコラベル製品などの利用 

資源とごみの分別を徹底します 
 

 

 

再生利用できる品目の 
できる限りの資源化 

区 
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（３）生活環境 

大気汚染の防止に努めます  
騒音、振動、悪臭などの発生を 

防止します 

 

 

 

公用車の利用抑制と、 
自転車、公共交通の利用促進 

 

 区が実施する工事に伴う 
騒音、振動の発生抑制の徹底 

アスベスト対策、 

化学物質の適正管理を徹底します 

 区有施設整備に際して周辺環境への影響

に配慮します 

 

 

 

各種法令に基づく、有害化学物質の適正管理、
フロン使用機器廃棄時の適正処理、 
アスベスト、土壌汚染対策の実施 

 

 区有施設の整備に際した、大気、水、 
地形・地盤、音、振動、日照、風、 

景観などへの影響の配慮 

地域の環境美化に協力します 
 

みなとタバコルールを守ります 

 

 

 

区民、事業者との協働による、 
地域の環境美化活動の実施 

 

 職員に対する、 
みなとタバコルールの徹底 

 

 

  

区 
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（４）自然環境 

適切な排水処理により水質汚濁を 

防止します 
 雨水の地下浸透、有効活用を進めます 

 

 

 

区有施設における適切な排水処理の実施  区有施設における、雨水の地下浸透推進 

みどりを保全・創出します 
 
生きもののすみかをつくり、守ります 

 

 

 

区有施設敷地内の樹木・樹林の保全 区有施設における 
生きものが暮らしやすい緑地や水辺の整備 

 

 

（５）環境保全活動 

職員の環境意識の向上に努めます 
 
環境に配慮した区政運営に取り組みます 

  

 

 

職員への環境保全に関する国、 
東京都、他自治体、事業者等の情報提供 

 

区の環境情報の公表 

 

区 

区 
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第６章 計画の推進 
 

 

１ 推進体制 

（１）庁内の連携・協力 

 本計画に基づく施策を総合的かつ計画的に推進していくため、港区環境調整委員会を中

心に関係部署が連携、協力して全庁的に環境施策に取り組みます。 

 区民、事業者、学識経験者、区議会議員で構成される港区環境審議会において、環境の

保全に関する基本的事項について調査審議するほか、本計画の改定や進行管理を行います。 

（２）多様な主体との連携・協働 

区民、事業者等が参画する環境保全に関わる様々な活動組織と連携・協働するとともに、

多様な主体同士のつながりを充実させ、主体的な活動につなげていきます。 

（３）東京都、近隣区等との連携 

地球温暖化、大気、水質、生物多様性などの広域的な環境問題や、大規模な開発事業が

もたらす区内外の環境への影響等について、国、東京都、近隣区と情報を共有し、連携、協

力して取組を進めます。 

（４）広域的な連携のネットワーク 

全国の様々な自治体と区が連携・協働し、区民・事業者の参画も得ながら、双方の地域

の環境保全や交流、活性化につながる取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推進体制  

全国の 

様々な 

自治体 

 

港 区 

 

区民 事業者 

国、東京都 

近隣区 

港区環境調整 

委員会 
港区 

環境審議会 

再生可能エネルギー、 

木材、環境学習・自然 

体験の場 等 

 

里山保全活動への参加 

社会経済的な仕組み 

を通じた連携 等 

 

多様な主体 

との連携・協働 

環境保全に 

関わる活動組織 

広域的な 

ネットワーク 



第６章 計画の推進

114 

２ 進行管理 

 本計画を実効性のあるものとするため、各年度の施策の点検・評価と、計画期間の主要な

区切りにおける見直しの２つのＰＤＣＡサイクルにより継続的な改善を図ります。 

（１）各年度における施策の点検・評価 

 本計画の策定に当たり区長からの諮問に応じて調査審議を行った港区環境審議会におい

て、毎年度、各施策の進捗状況を区から報告し、進捗を点検・評価することとします。 

 施策の点検・評価の結果は、「港区環境白書」にとりまとめ、次年度以降の施策・事業に

反映します。また、港区環境白書は、区ホームページ等において公表するとともに、施策

の実施に関わる活動組織等に関連する内容を情報提供します。 

（２）計画期間中間年度及び最終年度における見直し 

 計画期間の中間年度及び最終年度に、各年度までの目標達成状況、成果、課題等を整理

し、環境施策全体の進捗を包括的に点検・評価します。その上で、港区環境審議会の意見

を聴取し、計画の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

Ｐｌａｎ 

●計画の策定 

●施策、事業の立案 

Ａｃｔ 

●計画の見直し 

●次年度以降の施策、

事業への反映 

 

Ｄо 

●●施策、事業の実施 

Ｃｈｅｃｋ 

●●施策の進捗状況の 

点検・評価 

港区環境白書の公表 

ＰＤＣＡ 

サイクル 

●計画期間をとおしたＰＤＣＡ 

●各年度のＰＤＣＡ 
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１ 港区環境基本条例

○港区環境基本条例 

平成十年三月三十日 

条例第二十八号 

 

港区は、活発な都市活動と多様な居住環境と

が共存するまちとして発展してきた。また、歴史

的な景観も多く、緑や水辺などの貴重な自然環

境も有するまちである。 

しかし、さまざまな社会経済活動が営まれる

中で資源やエネルギーが大量に消費されること

により、港区にも大きな環境への負荷がもたら

されている。 

もとより区民は、人と自然とが共生すること

のできる良好な環境のもとに健康で安全かつ快

適な生活を営む権利を有するとともに、かけが

えのない環境を守り、より良好な環境を将来の

世代に引き継いでいくべき責務を負っている。 

今こそ、すべての人びとが日常の生活や事業

活動の中で、自らの行動を考え、創意と工夫によ

って、環境にやさしい継続的な行動をとること

が求められている。 

このような認識の下に、環境への負荷の少な

い、居住と都市活動とが調和した居住環境都市

をつくりあげていくために、ここに、この条例を

制定する。 

(目的) 

第一条 この条例は、環境の保全について基本

理念を定め、区、区民及び事業者の責務を明ら

かにするとともに、環境の保全に関する施策

の基本的な事項を定めることにより、その施

策を総合的かつ計画的に推進し、もって区民

が健康で安全かつ快適な生活を営む上で必要

とする良好な環境を実現することを目的とす

る。 

(定義) 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 環境の保全 良好な環境を維持し、回復

し、及び創造することをいう。 

二 環境への負荷 人の活動により環境に加

えられる影響であって、環境の保全上の支

障の原因となるおそれのあるものをいう。 

三 公害 環境の保全上の支障のうち、事業 

 

活動その他の人の活動に基づく生活環境の

侵害であって、大気の汚染、水質の汚濁、土

壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下、悪臭等

によって、人の生命若しくは健康が損なわ

れ、又は人の快適な生活が阻害されること

をいう。 

(基本理念) 

第三条 環境の保全は、次の各号に掲げる基本

理念に基づき行われなければならない。 

一 区民が健康で安全かつ快適な生活を営む

上で必要とする良好な環境を実現し、これ

を将来の世代へ継承して行くことを目的と

して行うこと。 

二 人と自然とが共生し、環境への負荷の少

ない持続的な発展が可能な都市を構築する

ことを目的として、すべての者の積極的な

取組によって行うこと。 

三 すべての事業活動及び日常生活において

行うこと。 

(区の責務) 

第四条 区は、環境の保全を図るため、次に掲げ

る事項に関し基本的かつ総合的な施策を策定

し、及び実施する責務を有する。 

一 公害の防止に関すること。 

二 大気、水、動植物等からなる自然環境の保

全に関すること。 

三 人と自然との豊かなふれあいの確保、良

好な景観の保全、歴史的文化的遺産の保全

等に関すること。 

四 資源循環、エネルギーの有効利用及び廃

棄物の減量に関すること。 

五 地球の温暖化の防止、オゾン層の保護等

の地球環境の保全に関すること。 

六 前各号に掲げるもののほか、環境への負

荷の低減に関すること。 

(区民の責務) 

第五条 区民は、その日常生活において、環境へ

の負荷の低減並びに公害の防止及び自然環境

の適正な保全に努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、区民は、環境の保

全に自ら努めるとともに、区が実施する環境

の保全に関する施策に協力する責務を有する。 



 

117 

参 

考 

資 

料 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

第
６
章 

第
１
章 

(事業者の責務) 

第六条 事業者は、事業活動を行うときは、環境

への負荷の低減に努めるとともに、その事業

活動に伴って生ずる公害を防止し、又は自然

環境を適正に保全するため、その責任におい

て必要な措置を行う責務を有する。 

２ 事業者は、物の製造、加工又は販売その他の

事業活動を行うときは、その事業活動に係る

製品その他の物が使用され、又は廃棄される

ことによる環境への負荷の低減に資するため

に必要な措置を行うよう努めなければならな

い。 

３ 前二項に定めるもののほか、事業者は、その

事業活動に関し、環境の保全に自ら努めると

ともに、区が実施する環境の保全に関する施

策に協力する責務を有する。 

(環境基本計画) 

第七条 区長は、環境の保全に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図るため、環境の保

全についての基本的な計画(以下「環境基本計

画」という。)を策定しなければならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について

定めるものとする。 

一 環境の保全に関する目標 

二 環境の保全に関する施策の方向 

三 前二号に掲げるもののほか、環境の保全

に関する重要事項 

３ 区長は、環境基本計画を策定するときは、区

民及び事業者(以下「区民等」という。)の意見

を反映することができるよう必要な措置を行

うものとする。 

４ 区長は、環境基本計画を策定するときは、あ

らかじめ港区環境審議会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

５ 区長は、環境基本計画を策定したときは、速

やかに、これを公表しなければならない。 

６ 前三項の規定は、環境基本計画の変更につ

いて準用する。 

(環境行動指針) 

第八条 区長は、区及び区民等が環境の保全に

関して配慮すべき事項を、環境の保全につい

ての行動指針(以下「環境行動指針」という。)

として策定しなければならない。 

２ 区長は、環境行動指針を策定するときは、区

民等の意見を反映することができるよう必要

な措置を行うものとする。 

３ 区長は、環境行動指針を策定したときは、速

やかに、これを公表しなければならない。 

４ 前二項の規定は、環境行動指針の変更につ

いて準用する。 

(施策の策定等にあたっての配慮) 

第九条 区は、環境に影響を及ぼすと認められ

る施策を策定し、及び実施するときは、環境基

本計画及び環境行動指針との整合を図るもの

とする。 

２ 区は、環境の保全に関する施策について総

合的に調整し、及び推進するために必要な措

置を行うものとする。 

(環境影響調査の措置) 

第十条 区は、環境に著しい影響を及ぼすおそ

れのある事業を実施しようとする者に対し、

その事業の実施前に環境の保全について適切

な配慮がなされるよう必要な措置を行うもの

とする。 

(資源循環の推進) 

第十一条 区は、環境への負荷を低減するため、

区民等による資源循環が促進されるよう必要

な措置を行うものとする。 

２ 区は、環境への負荷を低減するため、区の施

設の建設及び維持管理その他の事業を実施す

るときは、資源循環、エネルギーの有効利用及

び廃棄物の減量に努めなければならない。 

(区民等の意見の反映) 

第十二条 区は、環境の保全に関する施策に、区

民等の意見を反映することができるよう必要

な措置を行うものとする。 

(情報の提供) 

第十三条 区は、環境の保全に資するため、必要

な情報を区民等に適切に提供するよう努める

ものとする。 

(区民等の自発的な活動の促進) 

第十四条 区は、区民等による自発的な環境の

保全に関する活動が促進されるよう必要な措

置を行うものとする。 

(環境学習の推進) 

第十五条 区は、区民等が環境の保全について

の理解を深めるとともに、区民等による自発

的な環境の保全に関する活動が促進されるよ

うに、環境の保全に関する学習の推進を図る
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ものとする。 

(調査及び研究の実施等) 

第十六条 区は、環境の保全に関する施策を適

切に実施するため、公害の防止、自然環境の保

全その他の環境の保全に関する事項について、

情報の収集並びに調査及び研究に努めるもの

とする。 

(監視及び測定等) 

第十七条 区は、環境の状況を的確に把握する

とともに、そのために必要な監視及び測定等

の体制を整備するものとする。 

２ 区は、前項の規定により把握した環境の状

況を公表するものとする。 

(国及び東京都等との協力) 

第十八条 区は、環境の保全を図るため、国、東

京都その他の地方公共団体と協力し、その推

進に努めるものとする。 

(地球環境の保全の推進) 

第十九条 区は、地球環境の保全に資する施策

を国等と連携して推進するものとする。 

(環境審議会) 

第二十条 環境の保全に関する基本的事項につ

いて調査審議するため、区長の付属機関とし

て港区環境審議会(以下「審議会」という。)を

置く。 

２ 審議会は、区長の諮問に応じ、次に掲げる事

項を調査審議する。 

一 環境基本計画に関すること。 

二 一般廃棄物の処理に関する基本方針その

他の重要事項 

三 前二号に掲げるもののほか、環境の保全

に関する基本的事項 

３ 審議会は、環境の保全に関し、区長に意見を

述べることができる。 

４ 審議会は、環境の保全について学識経験を

有する者、区民、事業者及び区議会議員のうち

から区長が委嘱する委員十四人以内をもって

組織する。 

５ 委員の任期は、二年とし、再任を妨げない。

ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織

及び運営に関し必要な事項は、区規則で定め

る。 

(委任) 

第二十一条 この条例の施行に関し必要な事項

は、区規則で定める。 

 

付 則 

１ この条例は、平成十年四月一日から施行す

る。 

２ この条例の施行の際、現に存する港区環境

基本計画は、第七条の規定により策定された

環境基本計画とみなす。 

付 則(平成一一年一二月一六日条例第

三二号) 

１ この条例は、平成十二年四月一日から施行

する。 

２ この条例の施行の日以後平成十二年八月三

十一日までの間に、この条例による改正後の

東京都港区環境基本条例第二十条第四項の規

定により新たに委嘱される東京都港区環境審

議会の委員の任期は、同条第五項の規定にか

かわらず、平成十二年八月三十一日までとす

る。 
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２ 計画策定の経緯 

 

年月 会議等 内容 

令和２年３月24日 第 55 回港区環境審議会 
区長から環境基本計画の策定に係る 

基本的な考え方について諮問 

令和２年５月20日 第１回港区環境審議会環境基本計画 

地球温暖化対策部会 

今後区が重点的に取り組むべき課題と

解決に向けた方向性等について検討 

第１回港区環境審議会環境基本計画 

清掃・資源循環部会 

第１回港区環境審議会環境基本計画 

自然環境部会 

第１回港区環境審議会環境基本計画 

環境保全活動部会 

令和２年６月16日 第２回港区環境審議会環境基本計画 

清掃・資源循環部会 
第１回部会での意見集約結果の報告等 

令和２年７月９日 第２回港区環境審議会環境基本計画 

環境保全活動部会 

答申案の検討 

令和２年７月10日 第３回港区環境審議会環境基本計画 

清掃・資源循環部会 

令和２年７月13日 第２回港区環境審議会環境基本計画 

地球温暖化対策部会 

第２回港区環境審議会環境基本計画 

自然環境部会 

令和２年７月20日 港区環境調整委員会 環境基本計画策定方針について庁内検討 

令和２年８月６日 第 56 回港区環境審議会 
区の環境基本計画策定方針について説明 

答申案の検討 

令和２年８月24日 港区環境調整委員会 

地球温暖化対策地域推進計画作業部会 

環境基本計画(素案)について庁内検討 

港区環境調整委員会 

環境率先実行計画作業部会 

港区環境調整委員会 

気候変動適応計画作業部会 

港区環境調整委員会 

生物多様性地域戦略作業部会 

令和２年８月28日 第 57 回港区環境審議会 
答申の検討、決定 

答申 

令和２年９月14日 港区環境調整委員会 環境基本計画(素案)について庁内検討 

令和２年10月19日 港区環境調整委員会 環境基本計画(素案)について庁内検討 

令和２年12月１日～ 

令和３年１月５日 
区民意見募集 

インターネット、郵送、ＦＡＸ、持参に

て受付 

令和２年12月５日～ 

令和２年12月16日 
区民説明会（計７回） 

 

令和２年12月７日 第 58 回港区環境審議会 環境基本計画（素案）について報告 

令和３年１月27日 港区環境調整委員会 環境基本計画（案）について庁内検討 
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３ 港区環境基本計画策定方針 

 

港区環境基本計画は、環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、港

区環境基本条例に基づき、平成 27年度から令和２年度までの６年間を計画期間として策定

し、平成 30年２月に中間の見直しを行いました。 

この間にも、地球規模の環境問題である気候変動に起因すると指摘されている自然災害の

激甚化やプラスチックごみによる海洋汚染への対応をはじめ、国や東京都の環境施策は大き

く動いています。また、区内各地で活発なまちづくりが続くとともに、人口も増加を続けて

おり、「港区環境基本条例」の前文に示された、「環境への負荷の少ない居住と都市活動が調

和した居住環境都市」の実現に向けた取組は、ますます重要なものとなっています。 

この度、計画期間が満了することを機として、社会経済情勢や環境の変化を適切に捉えつ

つ、より時代に即した環境施策を展開していくため、令和３年度を初年度とする新たな計画

を策定します。 

 

１ 環境行政を取り巻く状況 

 港区環境基本計画の見直しを行った平成 30 年以降の国際社会の動向である、「持続可能な

開発目標（ＳＤＧｓ）」（以下「ＳＤＧｓ」という。）を含む「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」及び「パリ協定」を踏まえ、国内ではＳＤＧｓの考え方を活用した総合的、横

断的な環境施策の展開、地球温暖化に伴う気候変動の緩和と適応の更なる推進などの観点か

ら、環境施策に大きな動きがみられます。計画策定に当たり、次の動向を踏まえつつ、施策

を推進していく必要があります。 

（１）国の動向 

平成 30 年４月に閣議決定された「第五次環境基本計画」では、経済社会システム、ライフ

スタイル、技術といったあらゆる観点からイノベーションを創出すること、ＳＤＧｓの考え

方も活用し、環境保全上の効果を最大限に発揮できるようにすることに加え、経済・社会的

課題の解決（同時解決）に資する効果を得ていくことなどの方向性が示されました。また、

新たな概念として、各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分散

型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力

が最大限に発揮されることを目指す「地域循環共生圏」の概念が提唱されました。 

各分野の国の施策についてみると、地球温暖化対策の分野では、平成 30年に「気候変動適

応法」が公布され、これに基づく「気候変動適応計画」が 11月に閣議決定されました。また、

温室効果ガス排出の長期削減に向けた考え方について、令和元年６月に閣議決定された「パ

リ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」では、最終到達点として「脱炭素社会」を目指

すという野心的なビジョンが示されました。 

循環型社会の分野においては、平成 30年６月に「第四次循環型社会形成推進基本計画」が

閣議決定され、地域循環共生圏形成による地域活性化、ライフサイクル全体での徹底的な資

源循環などが方向性として示されています。また、地球規模での新たな環境汚染が懸念され

（港区環境リサイクル支援部） 
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る海洋プラスチックごみ問題の顕在化などを受け、３Ｒ＋Ｒｅｎｅｗａｂｌｅ（再生可能資

源への代替）を基本原則としたプラスチックの資源循環を総合的に推進するための「プラス

チック資源循環戦略」が令和元年５月に策定されました。さらに、同じく近年関心が高まっ

ている問題である食品ロスの削減に向け「食品ロスの削減の推進に関する法律」が令和元年

に制定され、国、地方公共団体等の責務や食品ロスの削減に関する施策の基本となる事項が

定められました。 

自然環境の分野においては、平成 22年に開催された生物多様性条約第 10回締約国会議（Ｃ

ＯＰ10）で採択された世界共通の目標である「愛知目標」が令和２年に目標年を迎えること

から、今後の国際的枠組みに関する議論が進んでいます。この動きと並行して、国では、現

行の「生物多様性国家戦略 2012－2020」に代わる次期生物多様性国家戦略の策定に向けた検

討が始まっています。 

（２）東京都の動向 

東京都では、気候変動の影響の深刻化、「脱炭素化」に向けた世界中の先進都市や企業の動

きの活発化を背景に、「世界の大都市の責務として 1.5℃を追求し、2050年までにＣＯ２排出

実質ゼロに貢献する『ゼロエミッション東京』を実現すること」を、令和元年５月に発表し

ました。そして、その実現に向けたビジョンと具体的な取組・ロードマップをまとめた「ゼ

ロエミッション東京戦略」を同年 12月に策定するとともに、直面している気候危機を強く認

識し、気候危機に立ち向かう行動を進めていくことを宣言しました。 

また、東京都の生物多様性地域戦略である「緑施策の新展開～生物多様性の保全に向けた

基本戦略～」が令和２年に計画期間を終えることから、改定に向けた検討を始めています。 

（３）区内の動向 

区内においては、令和元年９月に人口が 26 万人を超え、令和８年度には 30 万人に達する

見込みです。東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えて進められてきた複

数の大規模な開発事業が完成に近づきつつありますが、令和３年度以降も、ＪＲ高輪ゲート

ウェイ駅及び品川駅周辺、虎ノ門・麻布台地区などにおいて、大規模な事業が予定されてお

り、今後も区内の環境は大きく変化していく可能性があります。区は、独自の環境アセスメ

ント制度に加え、平成 25年から「港区ビル風対策要綱」を開始、令和２年３月には「港区民

の生活環境を守る建築物の低炭素化の促進に関する条例」を制定するなど、居住環境と都市

活動が調和した環境形成に努めてきました。また、「みなとタバコルール」の推進、「生物多

様性みなとネットワーク」の設置・運営など、区民、事業者、地域の団体等、様々な主体が連

携・協働する環境保全活動を進めてきました。 

さらに、令和３年に延期となった東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向け

て進めてきた地域の美化活動、暑熱対策など環境面の取組が、スポーツ、文化など様々な分

野の取組とともにレガシーとして継承されていることが期待されます。 

（４）経済・社会システムの変化 

環境施策においても考慮すべき経済・社会システムの変化が生じています。 

ＩＣＴの急速な発達を背景に、テレワークの促進やワークスタイルの見直しといった働き

方改革、物や空間をインターネットを介して共有し有効活用するシェアリング・エコノミー
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の普及が進んでいます。そして、ＩｏＴやロボット、ＡＩ、ビッグデータ、これらを結ぶ５Ｇ

など、社会の在り方に影響を及ぼす技術革新が進展し、経済発展と社会的課題の解決を両立

する新たな社会、「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０*」の実現に向けた取組の進展が予測されます。これ

らが地域におけるエネルギー利用の最適化や、生産・流通の最適化による食品ロスの削減な

ど、省エネルギーや資源の有効利用につながる側面が認識されつつあります。 

また、持続的な企業価値の向上の観点から、ＳＤＧｓを経営の中に取り込む動きが広がり

を見せているなど、事業者による環境に配慮した取組が更に進むと考えられます。 

さらに、今後の環境施策の検討に当たっては、新型コロナウイルス感染症がもたらした多

くの変化を考慮することも必要です。「新しい生活様式」の定着を背景として、テレワークを

はじめとする柔軟な働き方が広がり、事業所や家庭におけるエネルギー消費、ごみ排出量等

への影響も見込まれます。また、ごみの収集・運搬における感染症予防対策、イベントや講

座など多数の人が集まる普及啓発事業のあり方を見直すことなども求められます。 

 

２ 策定の基本的方向性 

 環境行政を取り巻く状況の変化を踏まえつつ、次の方向性に沿って策定を進めます。 

（１）個別計画の統合並びに新たな環境像及び基本方針の設定 

 国の「第五次環境基本計画」をはじめ、近年の環境施策においては、ＳＤＧｓの考え方

を踏まえつつ、相互に関連する環境・社会・経済の課題を統合的に解決し、新たな成長に

つなげていくことが重要視されています。そのために、分野ごとの施策に加え、総合的・

横断的な施策を講じていくことが求められています。 

 区では、これまで環境基本計画に加え、地球温暖化対策、循環型社会、生物多様性、区役

所の環境行動に関する個別計画を策定し、取組を進めてきましたが、環境分野における総

合的・横断的な施策を強化し、より効果的に施策を講じていくため、令和２年度で計画期

間が終了する以下の個別計画を環境基本計画の中に位置付け、一つの計画とします。 

・港区地球温暖化対策地域推進計画 

・港区環境率先実行計画 

・港区生物多様性地域戦略 

また、気候変動適応法に規定する「地域気候変動適応計画」及び環境教育等による環境

保全の取組の促進に関する法律に規定する「行動計画」についても新たに環境基本計画の

中に位置付けます。 

なお、「港区一般廃棄物処理基本計画」については、「ごみ処理基本計画策定指針」（平成

28年９月 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課）において、一般廃棄

物処理基本計画の目標年次は概ね 10 年から 15 年先におき、概ね５年ごとに改定すること

が適切であると示されていることを踏まえ、環境基本計画には統合せず、関連計画として

整合を図ることとします。 

 

 

 

* 
Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０：内閣府の第５期科学技術基本計画において、我が国が目指すべき未来社会の姿として

提唱されました。サイバー空間（仮想空間）フィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムによ

り、経済発展と社会課題の解決を両立する、人間中心の社会とされています。 
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めざす環境像、基本方針については、個別計画を統合した新たな計画にふさわしいもの

となるよう、見直します。 

（２）現行計画の成果と課題を踏まえた施策の見直し 

今後も、活発なまちづくりを背景に区内の人口、事業所の増加が見込まれる中で、環境

への負荷を低減し、持続可能な社会を目指していくため、環境の現状に関する各種データ

の分析、区民・事業者等の意識調査の結果等を踏まえ、現行計画の取組の成果と課題を検

証し、施策を見直します。 

（３）区の関連計画との整合 

 上位計画である「港区基本計画」は、令和２年度中の策定を予定しており、目指すまち

の姿に「誰もが住みやすく、地域に愛着と誇りを持てるまち・港区」を掲げています。そし

て、環境分野に関連する具体的なまちの姿には、気候変動に伴い増加傾向にある河川の浸

水や土砂災害などを含むあらゆる危機に強い強靱な都市、ＳＤＧｓの視点が組み込まれ、

緑豊かで潤いのある環境負荷の少ない持続可能なまちの実現を掲げています。 

また、環境分野（主に地球温暖化対策、生物多様性）に深く関連するまちづくり分野の

計画である「港区低炭素まちづくり計画」及び「港区緑と水の総合計画」についても、並行

して策定が進んでいます。 

これらをはじめとする関連計画と整合を図り、より効果的に環境施策の推進を図ります。 

（４）国及び東京都等の動きの反映 

 国の「第五次環境基本計画」、「気候変動適応計画」、「第四次循環型社会形成推進基本計

画」、検討が進められている新たな「生物多様性国家戦略」及び関連する各種の戦略・施策、

東京都の「ゼロエミッション東京戦略」など、国や東京都の新たな環境施策、その背景に

ある国際的な動向を反映します。 

（５）多様な主体との連携・地域連携の更なる推進 

 区では、区民、事業者との連携・協働に加え、「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」、

「みなと区民の森づくり」、「全国連携による再生可能エネルギーの導入」など、全国各地

域の自治体と連携した環境保全を推進してきました。これらの取組は、国の「第五次環境

基本計画」において新たに提唱された「地域循環共生圏」の概念に合致するものであり、

ＳＤＧｓの観点からも更に進めていくべきものです。 

 また、気候変動に起因すると指摘されている自然災害の激甚化やプラスチックごみによ

る海洋汚染といった近年の環境問題は、一人ひとりがその影響を受けるとともに、問題発

生の原因者ともなっており、その解決に向けては区民、事業者が問題を認識し、日々の暮

らし、事業活動の中で環境に配慮した行動を実行していくことがますます必要となってい

ます。 

 このため、これまで取り組んできた多様な主体との連携、地域連携を更に推進し、各施

策を効果的に実施していきます。 
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３ 計画の基本的事項及び検討体制 

（１）計画の位置付け 

港区環境基本計画は、区の総合計画である「港区基本計画」の基本政策の実現を図るため

の環境分野の計画であり、「港区まちづくりマスタープラン」、「港区緑と水の総合計画」な

どの関連する計画との整合を図りつつ、環境関連計画の総合的な計画として、区の環境に関

する取組の基本的な方向性を示すものです。 

また、区民、事業者等が、本計画のめざす環境像の実現に向けた行動の必要性を理解し、

自ら積極的に行動していくことができるよう、港区環境基本条例第８条に基づく「港区環境

行動指針」を含みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 計画の位置付け 

 

（２）計画期間 

港区環境基本計画は、上位計画である「港区基本計画」の計画期間と整合を図り、令和３

年度から令和８年度までの６年間を計画年度として策定します。 

 

（３）検討体制 

次の体制により、港区環境基本計画の策定について検討を進めます。 

①港区環境審議会 

「港区環境審議会」は、港区環境基本条例第 20 条に基づき、環境の保全に関する基本

関連する個別計画 港区環境基本計画 

計画期間：令和３～８年度（６年間） 

港区地球温暖化対策地域推進計画 

港区環境率先実行計画 

港区一般廃棄物処理基本計画 

港区生物多様性地域戦略 

港区まちづくりマスタープラン 

港区緑と水の総合計画 

【
国
】
第
五
次
環
境
基
本
計
画 

（
平
成
３
０
年
４
月
１
７
日
閣
議
決
定
） 

【
都
】
東
京
都
環
境
基
本
計
画 

（
平
成
２
８
年
３
月
策
定
） 

港区気候変動適応計画【新規】 

港区低炭素まちづくり計画 

港区環境教育等行動計画【新規】 

港区基本構想 

港区環境基本条例 

（平成10年４月施行） 

 

港区基本計画 
計画期間：令和３～８年度（６年間） 
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的事項について調査審議するため、区長の付属機関として設置するもので、学識経験者、

区民、事業者及び区議会議員により構成します。 

港区環境基本計画の策定に向け、今後の港区の環境施策に関して様々な視点から幅広い

御意見をいただくため、港区環境基本条例に基づき「港区環境審議会」に計画策定に係る

基本的な考え方について諮問し、答申をいただきます。 

なお、港区環境基本計画の施策のうち、循環型社会の分野に係る事項については、同時

に諮問する「『港区一般廃棄物処理基本計画（第３次）』の策定に関わる基本的な方向性に

ついて」の中で審議、答申をいただきます。 

②港区環境調整委員会 

港区環境審議会からの答申に基づき、区の環境施策に関わる部局で構成する「港区環境

調整委員会」において、港区環境基本計画の内容について検討します。 

 

（４）区民意見反映のための方策 

計画策定に区民・事業者等の意見を幅広く取り入れるため、次期港区基本計画策定に向

けた「みなとタウンフォーラム第３グループ（環境・リサイクル分野）」や地区版基本計

画策定に向けた区民参画組織からの提言を十分に踏まえるとともに、区民等から広く意見

を聴くため、区民意見募集及び説明会を実施します。 

 

（５）計画書の作成 

環境分野の総合的な計画としての取組を体系的に明示するとともに、図表やグラフを効

果的に活用するなど、誰もが分かりやすい冊子として編集します。 

 

 

４ スケジュール（予定） 

 

令和２年  ５月～８月 港区環境審議会における審議 

８月    港区環境審議会から答申 

11月    計画素案確定 

港区環境審議会へ報告 

港区議会へ報告 

12月        区民意見募集及び説明会の実施 

令和３年  ２月～３月 計画確定 

           港区環境審議会へ報告 
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４ 港区環境審議会への諮問及び答申 

（１）諮問 

 

  

３１港環環第３３３７号 

令 和２ 年３ 月 ２ ４ 日 

 

港区環境審議会 

会長 守 田  優  様 

 

 港区長 武 井 雅 昭  

 

 

港区環境基本条例（平成１０年港区条例第２８号）第２０条第２項第１号の 

規定に基づき、下記のとおり諮問します。 

 

記 

 

１ 諮問事項   

「港区環境基本計画」の策定に係る基本的な考え方について 

 

２ 諮問理由 

  区では、平成２７年３月に平成２７年度から令和２年度までの６年間を計 

画期間とする「港区環境基本計画」を策定し、平成３０年２月には区の環境 

を取り巻く状況の変化、計画期間前期の成果と課題を踏まえた見直しを行い、 

めざす環境像「歴史ある自然をみなではぐくみ、暮らし、働くことを誇りに 

思える国際環境都市 みなと」の実現に向け、環境施策を総合的かつ計画的 

に推進してきました。 

また、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）に

基づき、「港区地球温暖化対策地域推進計画」及び「港区環境率先実行計画」

を策定し、事業者、区民、区それぞれが区内の温室効果ガス抑制、地球温暖化

対策に取り組んできました。 

さらに、生物多様性基本法（平成２０年法律第５８号）等に基づき、「港区

生物多様性地域戦略」を策定し、豊かな自然環境の象徴である動植物の生息・

生育環境の充実を図り、生物多様性の保全と持続可能な利用に関する取組を総

合的に推進してきました。 

令和２年度にこれら全ての計画の計画期間が満了することを機として、環境

分野における総合的・横断的な施策を強化し、より効果的に施策を講じていく

ため、これらの計画を統合するとともに、気候変動適応法（平成３０年法律第

５０号）に規定する地域気候変動適応計画を加えた、新たな環境基本計画を策

定します。 

近年の環境施策においては、「第五次環境基本計画」をはじめ、「持続可能な

開発目標（ＳＤＧｓ）」の考え方を活用した総合的、横断的な展開が進められ

ています。令和元年には「食品ロスの削減の推進に関する法律」の制定や「プ

ラスチック資源循環戦略」の策定、東京都においては「ゼロエミッション東京 
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戦略」が策定されるなど、環境分野に係る様々な動きがみられます。 

区内においては、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会を見

据えて進められてきた複数の大規模な開発事業が完成に近づきつつあります

が、令和３年度以降も、ＪＲ高輪ゲートウェイ駅及び品川駅周辺、虎ノ門・麻

布台地区などにおいて、大規模な事業が予定されており、区内の環境は今後も

大きく変化していく可能性があります。 

このような状況の中、区の総合計画である港区基本計画をはじめ、令和２年

度に策定が予定されている港区一般廃棄物処理基本計画等との整合性も図り

ながら、様々な分野の環境に係る課題に対し、区民、事業者と区が協働して、

総合的な視点から対策を進めることが必要です。 

つきましては、新たな環境基本計画の策定に当たり、基本的な考え方につい

て、諮問いたします。 



参考資料 

128 

（２）答申 

  

令和２年８月２８日 

 

 

港区長 武 井 雅 昭 様 

 

                      港区環境審議会 

                       会長 守 田  優 

 

 

「港区環境基本計画」の策定に係る基本的な考え方について 

（答  申） 

 

 

 港区環境審議会は、令和２年３月２４日付３１港環環第３３３７号により、

区長から「『港区環境基本計画』の策定に係る基本的な考え方について」の諮

問を受けました。 

諮問事項に関し、当審議会においては、「地球温暖化」、「清掃・資源循環」、

「自然環境」及び「環境保全活動」の分野に係る４つの部会を設置し、より

専門的見地から、それぞれ２回又は３回にわたり、各々の所掌事項に関して

区の現状と課題を整理した上で、環境基本計画の策定に係る基本的な考え方

について検討を行いました。 

当審議会では、これらの部会での検討結果等を踏まえ、２回にわたり慎重

に審議を重ね、その内容を取りまとめましたので、答申いたします。 

、 
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「港区環境基本計画」の策定に係る 

基本的な考え方について 

（答申） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年８月 

港区環境審議会 
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第１章 港区環境基本計画策定に求められる視点 

 

第１節 現行計画策定後の様々な変化への対応 

港区では、区の環境に関する取組の基本的な方向性を示す計画として、平成 27年

度に６年間を計画期間とする環境基本計画を策定し、平成 30 年２月に中間の見直

しを行い、環境に関する様々な施策を講じてきました。 

この間、環境施策をめぐり国内外で大きな動向がありました。 

まず、国際社会共通の目標として示された持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）1の達

成に向けた取組の広がりです。ＳＤＧｓの 17 の目標には、エネルギー、持続可能

な消費と生産、気候変動への対策、陸や海の生物多様性など、環境分野に関わる目

標が多く含まれています。自治体においても目標達成に貢献する取組を進めること

が求められており、その中でも環境基本計画が果たす役割は非常に大きいといえま

す。 

近年、気候変動に起因すると指摘されている、水害や風害などの激甚化への対策

は喫緊の課題となっています。また、大量生産・大量消費型の経済・社会システム

を背景としたプラスチックごみによる海洋汚染への対応も深刻な課題となってい

ます。これらの環境問題は、区民の暮らしや事業者の活動によるエネルギーや資源

の消費の在り方に原因があります。その影響は健康で安全な暮らしを脅かすという

特徴があり、一人ひとりの区民、それぞれの事業者が原因者であることを自覚し、

将来世代にその負荷を残さないという意識を持って、暮らしや事業活動を見直して

いくことが求められます。 

さらに、平成 30 年４月に閣議決定された「第五次環境基本計画」をはじめとす

る国の施策では、ＳＤＧｓを背景に、環境・経済・社会の統合的課題解決を図って

いく方向性が一層鮮明に打ち出されるようになっています。具体的には、環境施策

を通じて経済・社会システム、ライフスタイル、技術などあらゆる観点からのイノ

ベーションの創出、経済発展と社会的課題の解決の両立を実現し、将来にわたって

質の高い生活をもたらす「新たな成長」につなげていくことが期待されています。 

そして、経済・社会システムの変化を捉え、環境問題の解決を図っていく動きも 

活発化しています。近年広がりを見せる「テレワーク」、「シェアリング・エコノミ

ー」といった新しい働き方や消費スタイルは、情報通信技術を活用して人の移動を

減らしたり、物や空間を共有したりすることで、エネルギーや資源の有効利用につ

ながる側面を持つことが認識されつつあり、国では、このような概念を発展させた

「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０2」と呼ばれる社会の実現をめざしています。これらは、新 

 
1 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）…2015年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」に記載された 2030年までに持続可能でより良い世界をめざす国際目標。17のゴール・169のタ

ーゲットから構成され、水、持続可能な生産・消費、気候変動、海洋、生態系・森林など、環境と関わりの大

きい目標を含んでいる。 
2 Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０…内閣府の第５期科学技術基本計画において提唱された、わが国が目指すべき未来社会

の姿。サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発

展と社会課題の解決を両立する、人間中心の社会とされる。 

1 
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型コロナウイルス感染症の流行を契機とした「新しい生活様式」の定着を背景に、

更に普及が進むことが見込まれます。一方で、テレワークの拡大によって区民の在

宅時間が増えることで、区民の居住空間を取り巻く生活環境をより良いものとして

いくことも、今後一層ニーズが高まるようになると考えます。 

港区においては、これらの経済・社会の動向を的確にとらえて、環境施策を講じ

ていくことが必要です。 

 

第２節 区のこれまでの取組の成果と課題 

区は、現行計画において、居住と都市活動とが調和した、環境負荷の少ない居住

環境都市をつくるとともに、歴史ある多様な自然を保全し、良好な環境を次の世代

へ引き継いでいくこと、国際的に誇れる環境都市をめざしていくこととし、環境施

策を推進してきました。 

環境の現状に関しては、大気環境、緑被率等のデータは、近年大きく変化してお

らず、区内の環境に対する区民アンケートにおける評価も平成 25 年度から大きく

変わっていません。その中で、古川・運河・海の水質に対する評価は、大雨時に簡

易処理水が排出されること等による一時的な水質悪化を背景に、低い状況が続いて

います。ごみの総排出量については、区民一人当たりの排出量は減少傾向にあるも

のの、人口の増加に伴い、総量は緩やかに増加しています。 

快適に暮らし、働くことができる環境を実現していくため、大気や水などの環境

の維持・改善や循環型社会の実現に向けた努力が、引き続き求められます。 

区の環境施策の面では、東日本大震災以降に特に課題となった省エネルギーや再

生可能エネルギーの有効活用、国産木材の活用による森林整備をはじめとする地球

温暖化対策、広域的な大気汚染問題であるＰＭ2.5、放射性物質への対策、独自の環

境アセスメント制度の運用など、安全・安心に暮らせる地域環境の形成に向けた取

組などを進めてきました。中でも、「港区民間建築物低炭素化促進制度」、「みなとモ

デル二酸化炭素固定認証制度」、「港区ビル風対策要綱」の運用や「駐車場地域ルー

ル」策定など、事業者による環境負荷の低減、環境保全活動の促進につながる様々

な施策を展開してきました。さらに、区民、事業者、地域の団体等、多様な主体が

連携・協働する環境保全活動を進める中で、「みなとタバコルール」の推進、「生物

多様性みなとネットワーク」の設置・運営などの取組も拡大しています。ごみの発

生抑制と資源の循環利用では、プラスチックの回収・資源化、食品ロスの削減の啓

発など、区民や事業者と協働した取組を実施しています。 

今後も活発なまちづくりを背景に、区内の人口、事業所の増加が見込まれる中で、

環境への負荷を低減し、持続可能な社会をめざしていくため、区が、環境に関する

課題の解決に率先的に取り組むとともに、効果的な支援策や普及啓発により区民、

事業者の行動を促し、様々な主体の協働のもと、環境施策を推進していくことが必

要です。 

2 
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第３節 策定の視点 

新たな環境基本計画の策定に当たっては、持続可能な開発目標の達成に向けて環

境・経済・社会の統合的課題解決に取り組む観点から、関連する環境施策を総合化

し、計画的に推進することが求められます。すなわち、これまで個別計画として策

定している港区地球温暖化対策地域推進計画、港区環境率先実行計画、港区生物多

様性地域戦略に加えて、「気候変動適応法」に基づく地域気候変動適応計画、「環境

教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」に基づく環境教育等行動計画も

新たに位置付けた総合的な計画とすることで、環境分野における総合的・横断的な

施策を強化していくことが必要です。 

また、港区環境基本条例第８条に基づく「環境行動指針」については、引き続き

環境基本計画に含めて策定し、区、区民及び事業者が環境の保全に関して配慮すべ

き行動の指針を示していくことが必要です。 

そして、現行計画の成果と課題、港区を取り巻く状況の変化や社会的な動向など

を踏まえながら、時代に即した環境施策を講じていくため、次の視点に立って進め

るべきです。 

①国際社会が一丸となって取り組む持続可能な社会の実現に貢献する 

②気候変動をはじめとする環境問題に迅速かつ的確に対応し、健康的に暮らし、

働くことができる安全・安心なまちをつくる 

③様々なイノベーションや新型コロナウイルス感染症を契機とした経済・社会シ

ステムの変化を取り入れながら、脱炭素化、資源循環、生活環境の改善を推し

進める 

④都心の豊かな自然を大切にし、快適に暮らせるまちをつくる 

⑤多様な主体との協働により環境に関する課題の解決を図る 

さらに、環境施策を推進することによって、どのようにＳＤＧｓの達成に寄与し

ていくのかという点についても、明らかにすることが重要です。 

 

 

第２章 めざす環境像 

港区は、約 26万人が暮らす居住都市であると同時に、多くの人が国内外から訪れ、

働く活気に満ちた国際色豊かな都市です。また、江戸から明治、大正時代にかけて形

作られたまちの面影を随所に感じることができる歴史あるまちであり、起伏に富んだ

地形の上に斜面緑地や社寺林・庭園などの歴史的なみどりと、湧水、古川、運河、そ

してお台場の海という多様な水環境が存在する、豊かな自然環境を有するまちでもあ

ります。 

「港区環境基本条例」の前文では、このような港区の特性を踏まえつつ、良好な環 

境を将来の世代に引き継いでいくため、すべての人々が日常の生活や事業活動の中で、 

自らの行動を考え環境にやさしい行動をとることを求めるとともに、環境への負荷の 

少ない居住と都市活動とが調和した居住環境都市をつくりあげていくことを理念に 

、 
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掲げています。 

令和３年度を初年度とする新たな「港区基本計画」の策定方針では、環境分野に関

する将来像として、「あらゆる危機に強く、誰もが安全に安心して暮らすことができ、

環境負荷の少ない持続可能なまち」を掲げており、気候変動による影響等に対する備

えを強化し、持続可能なまちづくりを進めていくという方向性が示されています。 

これらの特性と背景を踏まえ、港区で営まれる多様な暮らしと活気ある社会経済活

動、まちの特徴である歴史の積み重ねと豊かな自然などの要素が調和し、未来に向け

てすべての人々が安全に安心して暮らし、活動できる持続可能な都市を築いていくこ

とをめざし、新たな港区環境基本計画においては、 

 

「多様な暮らし・活気・自然が調和する 持続可能な都市 みなと」 

 

をめざす環境像とすべきです。 

 

 

第３章 施策の基本的考え方 

「第１章 港区環境基本計画策定に求められる視点」を踏まえつつ、めざす環境像

を実現していくため、環境施策を次の５つの分野で捉え、以下に示す方向性に沿って

施策を講じていくことを提言します。 

①地球環境  …温室効果ガスの排出抑制（地球温暖化の緩和策）、気候変動に起

因すると指摘されている様々な影響への対策（地球温暖化への適

応策） 

②資源循環  …３Ｒ（リデュース（ごみの発生抑制）、リユース（再使用）、リサ

イクル（再生利用））の推進 

③生活環境  …大気汚染等の公害の防止、開発が環境に与える影響への対策、環

境美化に関する取組 

④自然環境  …古川、運河、台場の海の水質改善及び水辺空間と水循環系の保全・

再生に関する取組、多様な緑の保全と創出、生物多様性に関する

取組 

⑤環境保全活動…区民、事業者等の環境保全に関する活動の促進、そのための環境

教育、環境学習等の推進 

 

第１節 地球環境 

深刻化する地球温暖化とこれに伴う気候変動による影響を背景に、令和元年 12

月に東京都が策定した「ゼロエミッション東京戦略」では、将来的に温室効果ガス

の排出量が実質ゼロとなる「ゼロエミッション東京」の実現を通じ脱炭素社会への

貢献や、気候危機とも呼べる気候変動を強く認識し、直面している気候危機に立ち

向かう行動を進めていくという、これまでより踏み込んだ方向性が示されています。 。 
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事業活動が活発な港区においては、都内で二酸化炭素排出量が最も多く、地球温

暖化に加え、気温が更に上昇する都市特有の熱環境問題であるヒートアイランド現

象が顕著です。また、ＩＰＣＣ1の特別報告書における将来予測では、今後も著しい

気温上昇が見込まれていることから、区民生活への様々な影響に対し、危機感をよ

り一層強く持たなければなりません。 

将来的な脱炭素社会の実現への貢献と、更なる激甚化等が予想されている気候変

動による影響への適応を進めていくため、次の点に着目して区民、事業者をはじめ、

国や東京都とも連携して共にイノベーションを起こしていくことが必要です。 

（１）脱炭素まちづくりの推進 

温室効果ガス排出量が実質ゼロとなる「ゼロエミッション2」を区内において 

実現し、脱炭素社会に貢献していくためには、中長期的視点から二酸化炭素排出

量の大幅な削減を進めていくことが非常に重要です。 

区内の二酸化炭素排出量の８割を占める民生部門における建築物への対策と

して、区は、令和２年３月に「港区民の生活環境を守る建築物の低炭素化の促進

に関する条例」を制定しました。 

この条例の運用により、個々の建築物の省エネルギー性能の向上を図るととも

に、まちづくりの機会を捉えたエネルギーの面的利用や利用の最適化などをあわ

せて進めていくことで、まち全体での省エネルギー化を一体的に推進していくこ

とが求められます。 

区は、一事業者として区内事業者の模範となるべく、区有施設における省エネ

ルギー対策、再生可能エネルギーの利用を更に進め、区有施設のゼロエミッショ

ンに向けて率先して取り組むべきです。 

（２）広域的な連携による地球温暖化対策の推進 

区は、「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」等の運用による木材活用促進・

森林整備を通じた区外における二酸化炭素吸収量の増加への貢献や、令和元年度

に創設した「みなと全国連携エネルギー事業」の運用により、全国で作られた再

生可能エネルギー由来の電力の導入拡大による二酸化炭素排出量の削減を行う

など、広域的なネットワークを活用し地球温暖化対策に取り組んできました。 

地球温暖化対策の一層の推進に当たっては、区だけではなく、多様な主体と連

携し、一体となって取り組んでいくことが重要です。 

全国の自治体や企業など多様な主体とのネットワークを有する区においては、

こうしたネットワークを活用した広域的な連携により、地球温暖化対策の取組を

一層強化していく必要があります。 

 
1 国連気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）…各国の研究者が地球温暖化問題について議論を行う公式な

場として設置された。 
2 ゼロエミッション…省エネルギー、再生可能エネルギー等の活用により二酸化炭素排出量を最小化し、なお残

る排出量については、植林などによる森林吸収や二酸化炭素の分離回収による利活用、更なる革新的技術の開

発などにより相殺していくことで、温室効果ガスの排出量を実質ゼロとすること。 

 

 3 

 4 

 3 

 4 
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（３）ビジネス・ライフスタイルの改革 

個々の家庭や職場において消費や働き方を脱炭素型に変えていくことは、経済

活動に大きなきっかけを与え、エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量の削減に

つながる経済・社会システムの実現を促進する原動力となります。 

そのためには、新型コロナウイルス感染症を契機に進んだテレワーク等の柔軟

な働き方の普及や、再生可能エネルギー由来の電力の導入拡大等を支援すること

で、ビジネス・ライフスタイルを改革していくことが必要です。また、情報通信

技術を活用したエネルギー使用の最適化を図るシステムの導入、再生可能エネル

ギー発電システムと蓄電池の併設など、快適性、利便性を向上しつつ脱炭素型の

ビジネス・ライフスタイルを支えるシステムや機器の導入を支援していくことも

必要です。 

（４）気候変動に適応したまちづくりの推進 

地球温暖化に伴う気候変動に起因すると指摘されている、水害・土砂災害等を

はじめとする自然災害の激甚化、熱中症や感染症などの疾病リスクの増大などの

区民への危機が懸念されています。これらに対し、危機感を強く持って自然災害

リスクの軽減、区民の安全・安心の確保のための対策を講じることで、気候変動

に適応した強靭なまちづくり（レジリエントシティ1）を推進し、安心して暮ら 

し働くことのできるまちを実現していく必要があります。 

 

第２節 循環型社会 

区におけるごみ・資源の総排出量（区収集ごみ量、区回収資源量、集団回収量、

持込ごみ量の合計）が増加するとともに、資源回収量や資源化率は横ばいの傾向が

続いています。今後は人口増加が見込まれるため、総排出量の増加が想定されます。

また、現行計画策定以降、新たな問題である海洋プラスチックごみ、食品ロスに対

する社会的関心が高まっています。 

このため、環境基本計画の策定と同時に諮問された「『港区一般廃棄物処理基本

計画（第３次）』の策定に関わる基本的な方向性について」の答申を踏まえつつ、家

庭及び事業系ごみの更なる排出抑制、資源化に取り組むと同時に、特にプラスチッ

クの使用抑制、食品ロスの削減について、区民、事業者の参画と協働により取組を

進めていくことが必要です。 

（１）区民の参画と協働による３Ｒの推進 

３Ｒ行動に係る情報提供、全てのプラスチックの資源回収など、様々な取組に

より、区民の意識が向上してきましたが、更なるごみの減量化・資源化を推進す

るため、適正排出を促す啓発や、資源の回収品目・回収場所の拡充などの取組が

必要です。また、ワンウェイプラスチック・食品ロスの削減などの新たな課題に

 
1 レジリエントシティ…自然災害をはじめとする様々な危機に適応し、都市全体の機能を速やかに回復する力を

持った都市のこと。 

（３）ビジネス・ライフスタイルの改革 

個々の家庭や職場において消費や働き方を脱炭素型に変えていくことは、経済

活動に大きなきっかけを与え、エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量の削減に

つながる経済・社会システムの実現を促進する原動力となります。 

そのためには、新型コロナウイルス感染症を契機に進んだテレワーク等の柔軟

な働き方の普及や、再生可能エネルギー由来の電力の導入拡大等を支援すること

で、ビジネス・ライフスタイルを改革していくことが必要です。また、情報通信

技術を活用したエネルギー使用の最適化を図るシステムの導入、再生可能エネル

ギー発電システムと蓄電池の併設など、快適性、利便性を向上しつつ脱炭素型の

ビジネス・ライフスタイルを支えるシステムや機器の導入を支援していくことも

必要です。 

（４）気候変動に適応したまちづくりの推進 

地球温暖化に伴う気候変動に起因すると指摘されている、水害・土砂災害等を

はじめとする自然災害の激甚化、熱中症や感染症などの疾病リスクの増大などの

区民への危機が懸念されています。これらに対し、危機感を強く持って自然災害

リスクの軽減、区民の安全・安心の確保のための対策を講じることで、気候変動

に適応した強靭なまちづくり（レジリエントシティ1）を推進し、安心して暮ら 

し働くことのできるまちを実現していく必要があります。 

 

第２節 循環型社会 

区におけるごみ・資源の総排出量（区収集ごみ量、区回収資源量、集団回収量、

持込ごみ量の合計）が増加するとともに、資源回収量や資源化率は横ばいの傾向が

続いています。今後は人口増加が見込まれるため、総排出量の増加が想定されます。

また、現行計画策定以降、新たな問題である海洋プラスチックごみ、食品ロスに対

する社会的関心が高まっています。 

このため、環境基本計画の策定と同時に諮問された「『港区一般廃棄物処理基本

計画（第３次）』の策定に関わる基本的な方向性について」の答申を踏まえつつ、家

庭及び事業系ごみの更なる排出抑制、資源化に取り組むと同時に、特にプラスチッ

クの使用抑制、食品ロスの削減について、区民、事業者の参画と協働により取組を

進めていくことが必要です。 

（１）区民の参画と協働による３Ｒの推進 

３Ｒ行動に係る情報提供、全てのプラスチックの資源回収など、様々な取組に

より、区民の意識が向上してきましたが、更なるごみの減量化・資源化を推進す

るため、適正排出を促す啓発や、資源の回収品目・回収場所の拡充などの取組が

必要です。また、ワンウェイプラスチック・食品ロスの削減などの新たな課題に

 
1 レジリエントシティ…自然災害をはじめとする様々な危機に適応し、都市全体の機能を速やかに回復する力を

持った都市のこと。 

5 

5 

は、より重点的な取組が必要です。全ての区民が「ごみを出さない新しい生活ス 
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タイル」を意識して日々の生活を送れるよう、分かりやすく効果的な普及啓発･

環境学習に加え、多様な主体の協働の推進が必要です。 

（２）事業者の廃棄物の発生抑制と資源循環の促進 

大規模事業者におけるミックスペーパーの資源化や、飲食店等での「食べきり

協力店登録制度」の開始等、品目や事業者の規模等に応じた事業系ごみの減量･

資源化施策を拡充してきましたが、区の総排出量の約６割を占める持込ごみ量は

減少しておらず、区が収集する少量排出事業者が排出する可燃ごみにも約４割の

資源（紙類等）が混入している状況です。事業者の社会的責任に基づき、プラス

チックの使用抑制や環境負荷の少ない素材への切替えなど生産段階での取組も

含め、主体的なごみの減量･資源化を促すような効果的な施策の展開が必要です。 

（３）安全・安心・効率的な廃棄物処理の実践 

全ての区民が安全・安心で快適な生活を送れるよう、清掃事業のサービス向上

に引き続き取り組むとともに、感染症への対策や頻発化する自然災害に備えた収

集体制を構築し、非常時でも資源やごみの収集を安定的に継続することが必要で

す。また、各種手続きのＩＣＴ化など利便性の向上に向けた取組が必要です。 

 

第３節 生活環境 

大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、土壌汚染、地盤沈下、有害化学物質へ

の対策を適切に行うこと、開発事業等のまちづくりにおける周辺の生活環境への配

慮を促すこと、路上喫煙やポイ捨てがなく快適に過ごせるまちをつくっていくこと

は、暮らしやすく、働きやすい生活環境の保全に向けた重要な取組であり、これま

での取組を継承しつつ、適切な施策を講じていくことが必要です。 

（１）良好な生活環境の確保 

大気環境の保全、騒音、振動、悪臭や有害化学物質、土壌汚染への対策など、

区民の生活環境を守るための基本となる取組については、法令に基づく監視、測

定、指導や区民・事業者への情報提供などに引き続き取り組むことが必要です。 

（２）まちづくりにおける環境配慮の促進 

東京 2020 大会を見据え、区内では活発にまちづくり事業が進められてきてい

ます。さらに、ＪＲ高輪ゲートウェイ駅周辺及びリニア中央新幹線の開業が予定

される品川駅周辺、虎ノ門・麻布台地区などにおいて大規模な開発事業が進行し

ており、大規模開発に際した周辺環境への配慮は、引き続き重要な課題です。 

このため、「港区環境影響調査実施要綱」に基づく環境アセスメントの推進、

「港区ビル風対策要綱」に基づく制度の拡充をはじめ、区内における開発事業等

について周辺環境にもたらす様々な影響に配慮することを求めていくことが必

要です。大規模な開発事業に際しては、区内外に及ぼす影響に鑑み、東京都や周

辺区と連携して環境に配慮した適切なまちづくりを誘導していきます。 
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（３）環境美化活動の推進 

区では、「港区環境美化の推進及び喫煙による迷惑の防止に関する条例」に「み

なとタバコルール」を定め、環境美化活動と合わせて、たばこを吸う人も吸わな

い人も快適に過ごせるまちづくりに向けた取組を進めてきました。 

今後も、区民をはじめ、区内で働く人、区を訪れる人にも快適な生活環境を提

供していくため、効果的な普及・啓発によるみなとタバコルールの推進、受動喫

煙防止に配慮した喫煙場所の整備、環境美化活動を、区民、事業者と協力して進

めていくことが必要です。 

 

第４節 自然環境 

港区は、都心にありながら豊かな緑と多様な水辺があるまちです。特に、起伏に

富んだ地形と東京湾に面した立地を背景に、湧水、河川、運河、海という、水循環

系に関係するあらゆる水辺の要素があることは、大きな特徴です。そして、これら

の緑と水辺には、区がめざす自然環境の保全・再生のシンボルに選定されたカワセ

ミをはじめ、チョウやトンボ、バッタなどの身近な生きもの、国内または都内で生

息数が減少傾向にあるハヤブサ、キンラン等の重要種など、2,000 種類以上の多様

な生きものが生息・生育しています。 

このように、多様な生きものが生息・生育する緑と水辺を保全・創出するととも

に、生きものの生息拠点を大小さまざまな緑と水辺でつなぐエコロジカルネットワ

ークを形成しながら、生物多様性の保全と持続的な利用を進めていくことが必要で

す。その結果、住む人、働く人、訪れる人、生きものが共に快適に過ごせるうるお

いあるまちができることを期待します。 

なお、生物多様性分野に関しては、新たな生物多様性国家戦略、東京都の生物多

様性地域戦略の検討が並行して進んでいることから、これらの動向についても適宜

反映しつつ、施策を検討していくことが必要です。 

（１）古川・運河・お台場の海の水質改善 

近年、古川、運河、海の水質のデータに大きな変化は見られず、お台場の海、

運河において水質の環境基準が一部未達成の状況がある状態が続いていますが、

上流部の水質、下水道の構造などの問題が背景にあり、区単独で解決を図ること

は容易ではありません。 

このため、水環境の監視測定、お台場ふるさとの海づくりなどの取組を継続し

つつ、東京都をはじめとする関係機関、地域の住民、事業者等と情報を共有しな

がら対策を検討、実行する体制をつくっていくことが必要です。 

（２）水辺空間と水循環系の保全・再生 

台地上に降った雨は、地下にしみこみ、台地の崖下の湧水から湧き出て、古川、

運河、海を経て、再び雨となって降り注ぐ水循環系を構成しています。 

貴重な資源である水辺を生かし、うるおいの感じられるまちをつくっていくた

め、古川や運河などにおいて、沿川のまちづくりと連携しながら親水空間をより 
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充実していくことが必要です。また、水循環系を保全・再生するため、湧水の保

全において重要な台地上に雨水浸透施設の設置を更に進めること、土地所有者の

協力のもと湧水地そのものの保全を図っていくことが望まれます。 

（３）豊かで質の高いみどりの保全・創出 

港区には、赤坂御用地や自然教育園、芝公園、有栖川宮記念公園などの大規模

でまとまりのあるみどりをはじめ、歴史ある社寺の樹林、崖線に残された斜面緑

地、身近な公園の草地、開発事業によって生み出された新しい緑地など、多様で

生物相豊かなみどりの環境があります。これらを生かしながら、人々が快適に暮

らし、活動できるまちをつくるために、斜面緑地や地域に昔からある大木、樹林

地の保全、幹線道路等を生かした緑の軸の形成や開発事業等の民間のまちづくり

に合わせた多様な緑化の推進、道路・公園・公共施設等の整備に際したみどりの

創出に引き続き取り組むことが必要です。また、生きものを誘致する緑化の誘導

に引き続き取り組み、都市の自然生態系の構築を図っていくことが求められま

す。  

（４）生物多様性の理解と浸透 

区民の生活や区内における事業活動は、国内外から供給される食糧、資源など、

生物多様性から生み出される様々な生態系サービスに支えられていますが、あま

り知られていないことが区民アンケートの結果から明らかになりました。 

生物多様性の重要性に対する区民、事業者の理解を醸成し、生物多様性に配慮

した暮らしや働き方を促進していくため、区民、事業者への普及・啓発や環境学

習を進めていくことが必要です。 

また、様々な主体が協力して生物多様性の保全に関する取組を進めていくため、

「生物多様性みなとネットワーク」の活動を推進するとともに、区民、事業者に

よる生物多様性保全の活動への協力、支援を進めていくことを期待します。 

（５）生物多様性の保全・再生 

カワセミをはじめ、鳥や昆虫などの生きものの存在を身近に感じられるまちを

つくっていくため、生きものの生息・生育環境となる緑や水辺を結ぶエコロジカ

ルネットワークを形成していくとともに、区民が生物多様性について身近に学び、

体験できる生物多様性スポットを明らかにし、情報提供を進めていくことが重要

です。公園や学校・保育園・幼稚園等においては、ビオトープの創出と適正な維

持管理を支援する取組を積極的に推進し、子どもたちが自然とふれあえる環境を

充実させていくことが必要です。 

また、区内の自然生態系を守り、生きものとの共存を図っていくため、在来種

の生息を脅かすアカミミガメ、アメリカザリガニや、区民の健康や住宅に被害を

及ぼす恐れのあるハクビシン、アライグマ、ヒアリ、セアカゴケグモなどの外来

種の問題を区民と共有し、外来種の侵入・拡散の防止に向け必要な対策を講じる

ことも必要です。 
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第５節 環境保全活動  

一人ひとりの区民や個々の事業者による環境問題への認識、主体的な行動を促す

ため、区では、環境教育・環境学習、様々な活動組織と連携した普及・啓発、環境

保全活動の支援等の取組を進めてきました。 

環境保全に関する施策を、環境教育等促進法に基づく行動計画として位置付け、

これらの取組を更に推進していくことが必要です。 

（１）環境教育等による環境保全意識の向上 

区民、事業者の環境保全意識を高めていくため、環境に関する様々な情報の発

信に努めるとともに、幼稚園・小中学校における環境教育の推進、みなと区民の

森やエコプラザ、みなと科学館、自然教育園等における様々な催しを通じた環境

学習、普及・啓発、環境活動の促進に引き続き取り組むことが必要です。また、

環境学習や環境情報の発信に際して、国や東京都、周辺区などの関係機関との連

携も積極的に図っていくべきです。さらに、区民や事業者から、環境に関する情

報や意見を収集するため、双方向性のある情報の受発信を進めていくことが重要

です。 

国際的に事業を展開する企業や多くの大使館、観光地が所在する港区には、国

外から多くの人が訪れます。このため、区内で暮らす外国人、国外からの来街者

に向け、区内の環境や区の取組、環境に配慮した行動の指針を積極的に外国語で

発信していくことが必要です。 

（２）協働による環境保全活動の推進 

区民、事業者等との協働による様々な環境保全活動を促していくため、「みな

と環境にやさしい事業者会議（ｍｅｃｃ）」、「港区環境美化推進協議会」、「港区３

Ｒ推進行動会議」、「生物多様性みなとネットワーク」等、環境に関する自主活動

の支援に取り組むことが必要です。また、様々な事業を通じて協働している区民、

事業者、活動組織の新たなつながりを生むきっかけとなる情報共有、交流の機会

を設けていくことが必要です。 

 

 

第４章 分野横断的な取組 

 近年、環境施策には、環境に関する課題の解決だけではなく、福祉、防災、教育な

ど他分野への副次的効果を捉えることで、環境・社会・経済の統合的課題解決につな

げていくことが求められています。これらを踏まえるとともに、国の第五次環境基本

計画に示された、様々な特性、資源を有する地域が補完し支え合うことで、地域の活

力が最大限に発揮されることをめざす「地域循環共生圏」の考え方は、ＳＤＧｓやＳ

ｏｃｉｅｔｙ５．０の実現にもつながると考えます。 

港区では、「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」や、「港区あきる野市環境交流

事業」、「全国連携による再生可能エネルギー活用」など、全国各地域の自治体と連携 
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し、環境保全と地域の活性化を図る取組を推進してきました。また、上述した「みな

と環境にやさしい事業者会議（ｍｅｃｃ）」、「港区３Ｒ推進行動会議」をはじめ、環境

保全に取り組む様々な主体が、それぞれの強みを生かしながら連携・協働する活動が

根付いています。 

これらの取組、活動の実績を生かしつつ、更に発展的な視点として、防災対策にも

資する再生可能エネルギーの活用、ごみの戸別収集と高齢者の見守り対策や子育て支

援との連携、食品ロス削減の取組と学校等における食育の取組との連携など、分野を

越えた連携・協働により、様々な活動主体が地域や分野を越えて連携・協働し、環境・

社会・経済の統合的課題解決に資する取組を、分野横断的・重点的な取組に位置付け、

更なる推進を図っていくことを期待します。 

 

 

第５章 施策の推進に向けて 

第１節 推進体制 

環境基本計画に基づく施策を総合的かつ計画的に推進していくため、区の関係部

署が連携、協力して全庁的に環境施策に取り組むこととともに、区民、事業者等が

参画する環境保全に関わる様々な活動組織と連携・協働し、施策を推進することが

必要です。また、大気、水質などの広域的な環境問題に取り組むため、東京都や近

隣区と連携を図ることが必要です。さらに、港区が先駆的に取り組んできた全国の

様々な自治体との連携・協働についても引き続き取組を進めていくべきです。 

港区は、区民、事業者、区等が連携・協働する活動組織が、循環型社会、生物多

様性、環境保全活動など、複数の分野で組織され、活発に活動していることが特色

の一つであると考えます。これらの活動を更に発展させていくため、活動組織同士

が交流し、つながりを持ち、創発的な活動につながる場や機会の充実を図っていく

ことを期待します。 

環境問題の解決には、個々の区民、事業者が環境の保全に配慮した行動に主体的

に取り組むことが何より重要です。そのために、普及啓発、環境学習などの取組を

通じて、環境行動指針の内容を区民、事業者に分かりやすく、効果的に伝え、行動

の実践につなげていくことが必要です。 

 

第２節 進行管理 

環境基本計画を実効性のあるものとするため、区では、ＰＤＣＡサイクルに基づ

き、環境審議会への報告と審議、「港区環境白書」の作成を通じて、施策の進捗状況

を包括的に点検・評価し、区民・事業者等への公表を進めてきました。 

計画の実効性を更に高めていくとともに、区民・事業者等の環境意識の啓発、行

動を促していくため、ＰＤＣＡサイクルに沿った施策の点検・評価、改善を継続し、

その結果を区民・事業者等に分かりやすく伝える工夫を重ねていくことが必要です。 。 
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５ 港区環境審議会 

（１）構成 

①港区環境審議会  

 

【第 11 期】（平成 30（2018）年９月１日～令和２（2020）年８月 31日）※答申時の委員 

 氏 名 役  職  名  等  

会 長 守 田   優 芝浦工業大学副学長 教授 学

識

経

験

者 

副会長  田 中   充 法政大学社会学部教授 

委 員 山 﨑  誠 子 日本大学短期大学部准教授 

委 員 大 沼  あゆみ 慶應義塾大学経済学部教授 

委 員 長 屋  和 子 区民 

区 

民 

及 

び 

事 

業 

者 

委 員 芳 賀   勲 区民 

委 員 山 田  淳 平 区民 

委 員 藏 本   曉 一般社団法人東京都港区医師会理事 

委 員 坂 本   力 港区商店街連合会副会長 

委 員 北 村  和 子 港区消費者団体連絡会代表 

委 員 坂 田  生 子 東京商工会議所港支部役員 

委 員 二 島  豊 司 港区議会議長 区 

議 

会 

議 

員 

委 員 清 家  あ い 区民文教常任委員会委員長 

委 員 風 見  利 男 交通・環境等対策特別委員会委員長 

（敬称略） 
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【第 12 期】（令和２（2020）年９月１日～令和４（2022）年８月 31日） 

 氏 名 役  職  名  等  

会 長 守 田   優 芝浦工業大学副学長 教授 学

識

経

験

者 

副会長  田 中   充 法政大学社会学部教授 

委 員 山 﨑  誠 子 日本大学短期大学部准教授 

委 員 大 沼  あゆみ 慶應義塾大学経済学部教授 

委 員 佐 藤  久 恵 区民 

区 

民 

及 

び 

事 

業 

者 

委 員 長 屋  和 子 区民 

委 員 芳 賀   勲 区民 

委 員 中 村  正 彦 一般社団法人東京都港区医師会副会長 

委 員 坂 本   力 港区商店街連合会副会長 

委 員 北 村  和 子 港区消費者団体連絡会代表 

委 員 坂 田  生 子 東京商工会議所港支部役員 

委 員 二 島  豊 司 港区議会議長 区 

議 

会 

議 

員 

委 員 清 家  あ い 区民文教常任委員会委員長 

委 員 風 見  利 男 交通・環境等対策特別委員会委員長 

（敬称略） 
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②港区環境審議会専門部会 

 

＜環境基本計画地球温暖化対策部会＞ 

【所掌事項】 

地球環境の分野に係る港区環境基本計画策定のための基本的考え方に関すること。 

 氏 名 役  職  名  等  

部会長 田 中   充 法政大学社会学部教授 学識経験者 

委 員 大 沼  あゆみ 慶應義塾大学経済学部教授 学識経験者 

委 員 長 屋  和 子 区民 区民 

委 員 坂 田  生 子 東京商工会議所港支部役員 事業者 

委 員 風 見  利 男 交通・環境等対策特別委員会委員長 区議会議員 

（敬称略） 

 

＜環境基本計画清掃・資源循環部会＞ 

【所掌事項】 

一般廃棄物処理基本計画策定のための基本的方向性に関すること及び循環型社会の 

分野に係る港区環境基本計画策定のための基本的考え方に関すること。 

 氏 名 役  職  名  等  

部会長 田 中   充 法政大学社会学部教授 学識経験者 

委 員 大 沼  あゆみ 慶應義塾大学経済学部教授 学識経験者 

委 員 山 田  淳 平 区民 区民 

委 員 北 村  和 子 港区消費者団体連絡会代表 事業者 

委 員 清 家  あ い 区民文教常任委員会委員長 区議会議員 

（敬称略） 

 

＜環境基本計画自然環境部会＞ 

【所掌事項】 

自然環境の分野に係る港区環境基本計画策定のための基本的考え方に関すること。 

 氏 名 役  職  名  等  

部会長 守 田   優 芝浦工業大学副学長 教授 学識経験者 

委 員 山 﨑  誠 子 日本大学短期大学部准教授 学識経験者 

委 員 芳 賀   勲 区民 区民 

委 員 坂 本   力 港区商店街連合会副会長 事業者 

（敬称略） 
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＜環境基本計画環境保全活動部会＞ 

【所掌事項】 

生活環境、環境保全活動及び他の部会に属さない分野に係る港区環境基本計画策定の

ための基本的考え方に関すること。 

 氏 名 役  職  名  等  

部会長 守 田   優 芝浦工業大学副学長 教授 学識経験者 

委 員 山 﨑  誠 子 日本大学短期大学部准教授 学識経験者 

委 員 藏 本   曉 一般社団法人東京都港区医師会理事 事業者 

委 員 二 島  豊 司 港区議会議長 区議会議員 

（敬称略） 
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（２）港区環境審議会規則

○港区環境審議会規則 

平成十年三月三十日 

規則第五十七号 

(趣旨) 

第一条 この規則は、港区環境基本条例(平成十

年港区条例第二十八号。以下「条例」という。)

第二十条第六項の規定に基づき、港区環境審

議会(以下「審議会」という。)の組織及び運営

に関し必要な事項を定めるものとする。 

(委員) 

第二条 条例第二十条第四項に規定する委員は、

次の各号に掲げる者につき委嘱する。 

一 学識経験を有する者 四人以内 

二 区民及び事業者 七人以内 

三 区議会議員 三人以内 

(会長及び副会長) 

第三条 審議会に会長及び副会長を置き、委員

の互選により選出する。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故がある

ときは、その職務を代理する。 

(招集) 

第四条 審議会は、会長が招集する。 

(定足数及び表決数) 

第五条 審議会は、委員の過半数の出席がなけ

れば会議を開くことができない。 

２ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で

決し、可否同数のときは、会長の決するところ

による。 

(意見聴取等) 

第六条 審議会は、必要があると認めるときは、

委員以外の者に対して会議への出席を求め、

その説明又は意見を聴くことができる。 

(会議の公開) 

第七条 審議会の会議は、公開とする。ただし、

審議会が公開することが適当でないと認める

ときは、この限りでない。 

(専門部会) 

第八条 会長は、諮問事項に関する専門的な調

査又は検討を行わせるため、必要があると認

めるときは、審議会に専門部会(以下「部会」

という。)を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員をもって組織

する。 

 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の

互選により選出する。 

４ 部会は、部会長が招集する。 

５ 部会長は、部会の事務を統括し、部会の審議

の経過及び結果を審議会に報告する。 

(会議録の作成保存) 

第九条 会長は、会議録を作成し、これを保存し

なければならない。 

(庶務) 

第十条 審議会の庶務は、環境リサイクル支援

部環境課において処理する。 

(その他) 

第十一条 この規則に定めるもののほか、審議

会の運営について必要な事項は、区長が定め

る。 

 

付 則 

この規則は、平成十年四月一日から施行する。 

付 則(平成一二年八月二八日規則第七

九号) 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の第

十一条の規定は、平成十二年四月一日から適用

する。 

付 則(平成一三年三月三〇日規則第四

一号) 

この規則は、平成十三年四月一日から施行す

る。 

付 則(平成一八年三月三一日規則第八

七号) 

この規則は、平成十八年四月一日から施行す

る。 

付 則(平成二二年三月二九日規則第四

九号) 

この規則は、平成二十二年四月一日から施行

する。 
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６ 港区環境調整委員会 

（１）構成 

①港区環境調整委員会  

 

 所  属 

委員長 環境リサイクル支援部長 

副委員長 環境リサイクル支援部環境課長 

委員 芝地区総合支所協働推進課長 

委員 麻布地区総合支所協働推進課長 

委員 赤坂地区総合支所協働推進課長 

委員 高輪地区総合支所協働推進課長 

委員 芝浦港南地区総合支所協働推進課長 

委員 麻布地区総合支所まちづくり課長 

委員 産業・地域振興支援部地域振興課長 

委員 保健福祉支援部保健福祉課長 

委員 みなと保健所生活衛生課長 

委員 子ども家庭支援部子ども家庭課長 

委員 街づくり支援部都市計画課長 

委員 環境リサイクル支援部地球温暖化対策担当課長 

委員 環境リサイクル支援部みなとリサイクル清掃事務所長 

委員 企画経営部企画課長 

委員 防災危機管理室防災課長 

委員 総務部総務課長 

委員 教育委員会事務局教育推進部教育長室長 

委員 教育委員会事務局学校教育部学務課長 

 

  



参考資料 

148 

 

②港区環境調整委員会作業部会 

 

＜地球温暖化対策地域推進計画作業部会＞ 

【所掌事項】 

港区環境基本計画における港区地球温暖化対策地域推進計画部分の施策の総合調整及

び推進に関すること。 

部会長 部会員 部会員以外の出席者 

地球温暖化対策 

担当課長 

・環境課長 

・総合支所協働推進課長代表 

・都市計画課長 

・みなとリサイクル清掃事務所長 

・企画課長 

・地域交通課長 

 

 

＜環境率先実行計画作業部会＞ 

【所掌事項】 

港区環境基本計画における港区環境率先実行計画部分の施策の総合調整及び推進に 

関すること。 

部会長 部会員 部会員以外の出席者 

地球温暖化対策 

担当課長 

・環境課長 

・企画課長 

・教育長室長 

・学務課長 

・総合支所管理課長代表 

・施設課長 

・用地・施設活用担当課長 

・人事課長 

 

 

＜気候変動適応計画作業部会＞ 

【所掌事項】 

港区環境基本計画における港区気候変動適応計画部分の施策の総合調整及び推進に関

すること。 

部会長 部会員 部会員以外の出席者 

地球温暖化対策 

担当課長 

・環境課長 

・総合支所まちづくり課長代表 

・生活衛生課長 

・企画課長 

・防災課長 

・土木課長 
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＜一般廃棄物処理基本計画作業部会＞ 

【所掌事項】 

港区環境基本計画における清掃・資源循環分野及び一般廃棄物処理基本計画の施策の

総合調整及び推進に関すること。 

部会長 部会員 部会員以外の出席者 

みなとリサイクル 

清掃事務所長 

・環境課長 

・総合支所協働推進課長代表 

・地球温暖化対策担当課長 

― 

 

 

＜生物多様性地域戦略作業部会＞ 

【所掌事項】 

港区環境基本計画における港区生物多様性地域戦略部分を含む、みどりの保全、再生

及び創出に係る施策の総合調整及び推進に関すること。 

部会長 部会員 部会員以外の出席者 

環境課長 

・総合支所まちづくり課長代表 

・都市計画課長 

・地球温暖化対策担当課長 

・土木課長 

・芝浦港南地区総合支所 

まちづくり課長 
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（２）港区環境調整委員会設置要綱

○港区環境調整委員会設置要綱 

平成10年８月24日 

10港都環第280号 

(目的及び設置) 

第１条 港区における環境の保全に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するため、港区環境

調整委員会(以下「委員会」という。)を設置す

る。 

(所掌事項) 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項につい

て検討する。 

(１) 港区環境基本条例(平成10年港区条例第

28号。以下「条例」という。)に基づく環境

基本計画の推進に関すること。 

(２) 条例に基づく環境行動指針の策定に関

すること。 

(３) 環境行動指針に基づく区の行動計画の

策定に関すること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、環境の保全

に関する施策の総合調整及び推進に関する

こと。 

(組織) 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員を

もって組織する。 

２ 委員長は、環境リサイクル支援部長をもって

充て、委員会を統括する。 

３ 副委員長は、環境課長をもって充て、委員長

を補佐し、委員長に事故があるときは、その職

務を代理する。 

４ 委員は、別表に掲げる職にある者をもって充

てる。 

５ 委員長は、必要があると認めるときは、委員

以外の者を委員会に出席させ、意見を聴くこと

ができる。 

(会議) 

第４条 委員会は、委員長が招集する。 

(作業部会) 

第５条 委員長は、所掌事項の調査検討について

必要と認めるときは、委員会に作業部会を置く

ことができる。 

２ 作業部会の長(以下「部会長」という。)及び

部会の構成員(以下「部会員」という。)は、委

員長が指名する。 

３ 部会長は、必要があると認めるときは、部会

員以外の者を出席させ、意見を聴くことができ

る。 

(庶務) 

第６条 委員会及び作業部会の庶務は、環境リサ

イクル支援部環境課において処理する。 

 

(委任) 

第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事

項は、委員長が定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成10年９月22日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成12年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成16年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成16年12月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成17年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

 

別表 

芝地区総合支所 協働推進課長 

麻布地区総合支所 協働推進課長 

赤坂地区総合支所 協働推進課長 

高輪地区総合支所 協働推進課長 

芝浦港南地区総合支所 協働推進課長 

総合支所 まちづくり課長代表 

産業・地域振興支援部 地域振興課長 

保健福祉支援部 保健福祉課長 

みなと保健所 生活衛生課長 

子ども家庭支援部 子ども家庭課長 

街づくり支援部 都市計画課長 

環境リサイクル支援部 地球温暖化対策担当課長 

みなとリサイクル清掃事務所長 

企画経営部 企画課長 

防災危機管理室 防災課長 

総務部 総務課長 

教育委員会事務局教育推進部 教育長室長 

教育委員会事務局学校教育部 学務課長 
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７ 用語解説（脚注）の索引 

 

【Ｐ】 

ＰＭ2.5（微小粒子状物質） ...... ６ 

【Ｓ】 

ＳＤＧｓ ....................... １ 

【Ｚ】 

ＺＥＨ、ＺＥＨ-Ｍ .............. 34 

ＺＥＶ ......................... 28 

【あ行】 

アスベスト ..................... 52 

アドプト制度 ................... 72 

イノベーション ................. ２ 

エネルギー管理標準 ............. 30 

オール東京 62市区町村共同事業 .. 77 

【か行】 

環境アセスメント ............... ６ 

協定木材 ....................... 30 

光化学オキシダント ............. 52 

【さ行】 

再生可能エネルギー ............. ６ 

シェアリング・エコノミー ....... ３ 

小規模事業者 ................... 45 

生物多様性自治体ネットワーク ... 77 

【た行】 

地下水涵養域 ................... 71 

低公害車 ....................... 52 

東京湾自治体環境保全会議 ....... 77 

ドギーバッグ ................... 43 

【な行】 

内部護岸 ....................... 71 

【は行】 

非メタン炭化水素 ............... 52 

フードドライブ ................. 44 

 

【ま行】 

みどりの活動員制度 ............. 72 

緑の情報連絡会 ................. 77 
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